










P2-7-5 ポスター2-7   脳損傷急性期1
急性期脳卒中患者におけるポリファーマシーとADL指
標の関連

村田　裕康
杏林大学保健学部リハビリテーション学科理学療法学専攻
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【目的】
回復期リハビリテーション病棟では、ポリファーマシーが機能回復に
悪影響を及ぼすことが報告されているが、急性期における影響は不明
である。そこで本研究では、急性期脳卒中患者におけるポリファーマ
シーの有無がADL指標（FIM scoreおよびFIM利得）に与える影響を
検討した。

【方法】
2022年 7 月～2023年10月に入院した急性期脳卒中患者313名（平均年
齢73.5±14.0歳、男性54.0%）を対象とした前向き観察研究を実施した。
ポリファーマシーは 5 剤以上の内服薬（頓用含む、目薬は除外）と定
義し、退院時FIM scoreを主要アウトカムとした。共変量として年齢、
性別、入院時FIM、NIHSS、病前mRS、BMI、血清アルブミン値、
tPA治療の有無を用い、多変量重回帰分析を実施した。多重共線性は
VIFにて確認した。感度分析として、ポリファーマシーの影響をより
厳 密 に 検 討 す る た め 傾 向 ス コ ア マ ッ チ ン グ（propensity score 
matching：PSM）を実施し、退院時FIMおよびFIM利得を比較した。

【結果】
重回帰分析では、ポリファーマシーは退院時FIM scoreと有意な負の
関連を示した（B = －5.60, p = 0.009）。PSM後（n = 110 vs 110）では、
退院時FIM scoreの有意差はなかったが、FIM利得においてポリ
ファーマシー群の有意な低下が認められた（中央値 25.5 vs 17.5, p = 
0.020）。

【考察】
背景因子を調整しても、ポリファーマシーはADL指標に悪影響を及
ぼす可能性がある。急性期におけるポリファーマシーの影響は、慢性
的な薬剤使用が身体的予備能の低下と関連している可能性を示唆し、
回復期と同様の注意が必要と考えられる。

【結論】
急性期脳卒中患者において、発症時のポリファーマシーはADL指標
に対して有害な影響を及ぼす可能性がある。

【倫理的配慮】
本研究は杏林大学医学部倫理委員会（倫理番号：R04-045）の承認を
得た。

P2-7-6 ポスター2-7   脳損傷急性期1
急性期でのKAFOを使用した歩行距離はカットダウン
の短縮の因子になり得るか～3症例の症例報告～

高居　仁哉
友愛会病院リハビリテーション科
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【目的】
脳卒中患者に対して、早期から装具を使用した歩行練習はガイドライ
ン上でも強く勧められているが、歩行距離について着目した報告はな
い。本症例は急性期から長下肢装具（KAFO）を使用し、持続的な歩
行練習を実施したことで早期でのカットダウンが可能であった。その
ため、総合的な歩行距離について着目し報告する。

【症例報告】
［CASE1］診断名：左放線冠ラクナ梗塞・年齢：60歳台・初発・
Stroke Impairment Assessment Set-下肢運動（SIAS-M（l/e））：1-1-
0・感覚障害なし。［CASE2］診断名：左被殻出血・年齢：50歳台・
初発・SIAS-M（l/e）：0-0-0・表在感覚：下肢脱失。［CASE3］診断名：
右放線冠ラクナ梗塞・年齢：40歳台・初発・SIAS-M（l/e）：0-0-0・
感覚障害なし。KAFOを使用した歩行練習はCASE1は発症 3 日・
CASE2は発症 2 日・CASE3は発症 4 日から開始した。カットダウン
は、Ambulation Independence Measure（AIM） 3 を基準とした。

【経過】
CASE1は発症 9 日にStraight Leg Raising（SLR）運動が可能となり、
発症15日にロフストランド杖を使用しAIM3となりカットダウンし
た。CASE2は発症15日に足底感覚の触知が可能になり大腿四頭筋の
筋収縮を認め、発症21日にはSLR運動が可能となりサイドケインを使
用しAIM3となった。CASE3は発症15日にSLR運動が可能となり、ロ
フストランド杖でAIM3となった。急性期の最終SIAS-M（l/e）は
CASE1（発症15日）：2-1-0・CASE2（発症22日）：2-2-1・CASE3（発
症18日 ）：2-1-0ま で 改 善 し た。 発 症 2 週 間 ま で の 総 歩 行 距 離 は
CASE1：4755m・CASE2：4295m・CASE3：5125mであった。

【考察】
先行研究より、早期のカットダウンが可能であった要因は 2 つあると
考 え た。 1 つ は、 発 症 早 期 の 前 型 歩 行 に よ るcentral pattern 
generatorの賦活により、皮質脊髄路の興奮性を増大できたことで、
Cortical mapの萎縮の軽減に繋がったこと。次に有酸素運動と脳由来
神経栄養因子（BDNF）の関連性である。BDNFは運動学習や神経可
塑性に重要な蛋白質であるが、脳卒中後は産出量が減少すると報告さ
れている。しかし、有酸素運動等では産出量が増加することから、持
続的な歩行がBDNFの産出を促進し早期的な神経可塑性を引き出した
のではないかと考えた。

【結論】
本症例は発症直後から持続的な歩行練習により早期にカットダウンを
達成した。本症例を通して、急性期での装具歩行において実施の可否
だけではなく歩行距離についても検討する必要があると感じた。

【倫理的配慮】
本発表はヘルシンキ宣言に基づき承諾を得ている。
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P2-7-7 ポスター2-7   脳損傷急性期1
当院Stroke Care Unit（SCU）における 現状報告と先行
研究との比較

東野　優太郎
大阪市立総合医療センター医療技術部リハビリ臨床工学部門
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【はじめにまたは目的】
脳卒中急性期治療においてStroke Care Unit（以後SCUとする）では
多職種で包括的な治療を行うことがガイドラインで薦められている。
本邦では2006年 4 月の診療報酬改定において脳卒中ケアユニット入院
医療管理料が新設された。当院ではより高度な急性期治療を提供すべ
く2014年にSCUが開設された。当院SCUは 6 床の専有ベッドを有し、
診療体制として専任の常勤医師が常時 1 名以上、 3 ： 1 の看護体制、
専従理学療法士 1 名を配置している。当院SCU開設から10年が経過し
たがSCUにおける理学療法介入の検討を行う文献は少数である。当院
SCUにおけるリハビリテーション状況をまとめ、先行研究と比較し課
題を検討した。
リハ介入は理学療法（以後PTとする）、作業療法（以後OTとする）、
言語、嚥下療法（以後STとする）の介入を行う。一人当たり 1 日で
PT、OT、STで合計 5 単位を目標に介入を実施する。土日祝日は基
本的に休診であり、 3 連休、GW、年末年始には72時間以上介入が空
かないように介入を行う。

【方法または症例報告】
2023年 1 月から2023年12月までの 1 年間に入室された患者かつリハビ
リテーション処方を頂き介入した症例を対象とした。
当院でのSCU入室からリハビリ介入までの日数、患者 1 人あたりの平
均リハ単位数、平均理学療法単位数、SCU在室日数、在院日数につい
て調査を行い先行報告と比較した。

【結果または経過】
当院での介入までの日数は平均1.4日、SCU在室日数は7.8日、在院日
数は23.5日であった。患者 1 人あたりの実施単位数は 1 日5.3単位であ
りうち理学療法単位数は2.1単位であった。

【考察】
先行研究ではSCU開設後のリハ介入開始までの日数は2.3±1.5日、在
院日数は36.3±21.9日、理学療法単位数は2.5単位であった。リハ介入
開始日は当院では医師からのリハビリ処方がSCU入室と同時に出る
ことにより介入をよりスムーズに行えていると考える。しかし患者 1
人辺りの単位数は先行研究と比較し減少している。他病棟の患者対応
などマンパワー不足と検査、入浴、清拭などが介入時間の制限が要因
となっている可能性がある。

【結論】
当院SCUでのリハビリ介入の現状について調査を行い先行研究と比
較を行った。同様の研究数は数が少ない。介入頻度、時間は患者の機
能回復に大きく寄与することから今後も継続して調査を行う

【倫理的配慮】
得られた内容は本研究発表以外には使用しないほか、個人が特定され
るような情報が研究担当者以外に知られないよう厳重に管理する。

P2-7-8 ポスター2-7   脳損傷急性期1
クラゾセンタンナトリウムの症候性脳血管攣縮抑制効
果と理学療法への影響：従来治療薬との比較
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3） 秋田県立循環器・脳脊髄センター脳神経外科
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【目的】
クラゾセンタンナトリウム（Cla）は、2022年 4 月に保険収載され、
くも膜下出血（SAH）後の脳血管攣縮（CVS）抑制を目的として使
用されているが、従来治療薬との比較や理学療法への影響に関する報
告は少ない。さらにClaには胸水貯留をはじめとした副作用も報告さ
れていることから、全身管理を含めた評価が重要である。本研究では、
Cla投与群と従来治療薬投与群におけるCVS抑制効果、病態管理指標、
および理学療法経過を比較検討することを目的とした。

【方法】
2020年 1 月から2025年 3 月までに当センターに入院したSAH患者153
例を対象に、後ろ向きコホート研究を実施した。Cla投与例をCla群

（n=76）、従来治療薬投与例を対照群（n=77）に分類し、診療録より
年齢、性別、WFNS分類、CVSの有無、mRS、在院日数、転帰先、
血液検査、心エコー、胸部X線、ならびに理学療法経過を抽出した。
病態管理指標として、投与 1 週後の体重変化、経皮的酸素飽和度

（SpO 2 ）、血液検査、心胸郭比を評価した。CVSに対するClaと従来治
療薬の抑制効果を検証するため、傾向スコア（年齢、性別、WFNS分
類、高血圧の有無、水頭症の有無、術式）を算出し、共変量として組
み込んだFirthロジスティック回帰分析を行った。感度分析として一
部交絡因子を除外した傾向スコアモデルによる検証も実施した。有意
水準はp<0.05とした。

【結果】
Cla群では、投与 1 週後にヘモグロビン、ヘマトクリット、アルブミン、
SpO 2 が有意に低下し、体重は有意に増加した（p<0.05）。理学療法経
過においては、歩行開始日数が有意に早期化しており（中央値：Cla
群8.5日vs従来治療群11日、p<0.05）、CVSの発現オッズ比はCla群に
お い て 有 意 に 低 下 し た（ オ ッ ズ 比：0.12、95%CI：0.010.52、
p<0.01）。感度分析においてもClaによるCVSの抑制効果が認められ、
主要解析の頑健性が確認された（p<0.05）。

【考察】
ClaはCVSの抑制を介して、理学療法における歩行開始の早期化に寄
与する可能性が示された。この結果は、先行研究におけるClaの有効
性を支持するものであり、理学療法経過との関連を示した点において、
本研究の意義は大きいと考える。一方で、体重増加や酸素化障害、血
液検査値の変動など、全身状態への影響も確認され、Cla投与に際し
ては慎重なモニタリングと病態管理が重要である。

【結論】
Claは全身状態に影響を及ぼす一方、理学療法の早期介入を促進する
治療戦略の一助となり得る。

【倫理的配慮】
本研究は「ヘルシンキ宣言」及び、文部科学省、厚生労働省、経済産
業省が定めた「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指
針」を遵守し実施した。また、当センターの倫理審査委員会の承認を
得た（承認番号：24-14）。得られたデータは匿名化し個人情報が特定
できないように配慮した。
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P2-7-9 ポスター2-7   脳損傷急性期1
高齢脳梗塞患者の軽症例における退院時の日常生活活
動低下に関連する因子の検証

伊藤　翔太1）・上原　信太郎2）・松浦　大輔3）・小嶋　隼1）・
長山　範子1）・河内　浩希1）・高見　千由里1）・大高　洋平3）
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2） 藤田医科大学保健衛生学部リハヒリテーション学科
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【はじめに】
　脳卒中の軽症例では、病前の日常生活活動（ADL）が保たれる場
合と低下する場合がある。高齢患者では、入院に伴う活動量低下や環
境要因により退院時のADLが入院前より低下する入院関連機能障害
が生じ易いとされるが、高齢脳卒中患者の軽症例において、入院中に
ADLが低下する割合やその臨床的特徴の検討は少ない。そこで、本
研究では、高齢脳梗塞患者の軽症例における退院時ADL低下の実態
とその関連因子を検討した。

【方法】
　2024年 4 月～2025年 3 月に当院Stroke Care Unitへ入院した患者
526名の内、65歳以上、入院時National Institutes of Health Stroke 
Scale（NIHSS）が 3 点以下（軽症例）、入院前のmodified Rankin 
Scale（mRS）が 2 点以下の脳梗塞患者を対象とした。外科的治療・
血栓溶解療法・血管内治療施行例、入院中に神経学的所見が悪化した
症例は除外した。入院前と比較し、退院時のBarthel Index （BI）が
5 点以上低下した場合をADL低下と定義し、その発生率を算出した。
ADL低下に関連する因子を検討するため、年齢、性別、入院日数、
入 院 時NIHSS、 入 院 前mRS、Clinical Frailty Scale、Mini-Mental 
State Examination（MMSE）、離床（端座位・立位・歩行）開始まで
の日数、 1 日あたりのリハビリテーション実施単位数（理学・作業・
言語聴覚療法の合計）、 1 日あたりの歩行練習時間を変数として単変
量ロジスティック回帰分析を実施した。同分析で有意に関連があった
項目を説明変数として、多変量ロジスティック回帰分析を実施した。
予測指標としての識別性能を評価するために、ROC解析を行い、
AUC、感度、特異度、カットオフ値を算出した。

【結果】
解析対象は70名で、ADL低下した人数は14名（20%）であった。単変
量ロジスティック回帰分析の結果、MMSE、立位開始までの日数、
1 日あたりの歩行練習時間がADL低下の発生と関連する項目として
抽出された（p<0.05）。これらの項目を説明変数とした多変量ロジス
ティック回帰分析の結果、MMSEが他の変数を調整した上でADL低
下と有意に関連する独立因子として抽出された（OR=0.74、95%CI：
0.58-0.91、p<0.01）。ROC解析の結果、MMSEのAUCは0.82（感度：0.79、
特異度：0.84）で、カットオフ値は26点であった。

【考察】
　高齢脳梗塞患者の軽症例では、認知機能が低いことが退院時の
ADL低下の一因となっている可能性が示され、認知機能の評価は
ADL低下リスクを把握する有効な指標の 1 つとなることが示唆され
た。

【倫理的配慮】
本研究は診療録を用いた後方視研究である。対象者の情報に関しては
個人が特定できないようコード化をし、厳重に管理を行った。ヘルシ
ンキ宣言を遵守し 、藤田医科大学の倫理審査委員会の承認（HM24-
302）を得て、実施した。

P2-7-10 ポスター2-7   脳損傷急性期1
脳卒中患者における意識障害の改善と基本動作能力の
関連-前向き観察研究-

北野　貴之
浜松医療センターリハビリテーション技術科
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【目的】
意識障害（DoC）は脳卒中後の一般的な症状である。DoC患者は自発
性が欠如するため、座る・立つなど基本動作にも介助が必要となる。
DoCの改善は基本動作能力の改善にとって重要と考えられるが、両者
の関係は明らかにされていない。本研究の目的は、脳卒中患者におけ
るDoCの改善が基本動作能力の向上に寄与するかを明らかにすること
である。

【方法】
対象は2022年 3 月から2025年 3 月に入院した脳出血および脳梗塞患者
のうち、発症 7 日目の時点でDoCがみられた者である。意識障害の有
無は、 7 日目のCRS-Rで無反応覚醒症候群（UWS）または最小意識
状態（MCS）に分類された者を「DoCあり」と定義した。評価項目は、
年齢、Clinical Frailty Scale（CFS）、疾患、CRS-R、NIHSS、基本動
作能力の評価であるFSS-ICU、リハ内容、合併症の有無とした。リハ
内容は、ベッド上運動、ベッドサイドでの端座位または起立練習、車
椅子乗車、立位練習、歩行練習の 5 段階の順序尺度とした。退院時の
意識レベルが最小意識状態からの脱却（EMCS）に改善した群（DoC
改善群）と改善しなかった群（DoC非改善群）の 2 群間でΔFSS-ICU

［FSS-ICU（退院時）－FSS-ICU（7日目）］をMann-WhitneyのU検定
で比較した。さらに、ロジスティック回帰分析を用いて、基本動作能
力の改善にDoCの改善が関連するかを検討した。目的変数はFSS-ICU
の改善の有無とし、ΔFSS-ICUが臨床的に意味のある最小変化量であ
る 2 点以上改善した者を「FSS-ICU改善群」と定義した（Huang et 
al., 2016）。説明変数は、DoCの改善の有無、年齢、CFS、疾患、
NIHSS、リハ内容、合併症の有無とした。

【結果】
79名が解析対象となった（脳出血38名、脳梗塞41名）。退院時に意識
レベルがEMCSに改善した者は29名（36.7%）であった。 7 日目の
FSS-ICUは、両群とも中央値 4 であった。退院時のFSS-ICUは、DoC
改善群が中央値 7 、DoC非改善群が中央値 4 であった。ΔFSS-ICUは、
DoC改善群（中央値=3）がDoC非改善群（中央値=0）と比較して有
意に高かった（p<0.001）。ΔFSS-ICUが 2 点以上の者は24名（30.4%）
であった。多変量解析の結果、基本動作能力の改善の有無に対し、
DoCの改善の有無（95%信頼区間1.39-29.90, p=0.017）とリハ内容（95%
信頭区間1.73-19.00, p=0.004）が有意な関連を示した。

【結論】
本研究は、意識レベルがEMCSに改善すること、および高強度のリハ
が実施されることが、脳卒中後のDoC患者の基本動作能力の改善に影
響する可能性を示唆した。

【倫理的配慮】
本研究は浜松医療センターの医療倫理委員会の承認を得て実施された

（承認番号：2021-3-086）。
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P2-8-1 ポスター2-8   脳損傷急性期2
性格特性によって急性期脳梗塞患者の身体活動量の変
化パターンは異なる

清水　咲良1）・芦澤　遼太2）・工藤　貴司1）・奥山　深暖1）・
和久田　雅史1）・鈴木　寛明1）・小杉　つかさ1）

1） 聖隷三方原病院リハビリテーション部
2） 常葉大学保健医療学部

Key words / �脳梗塞，性格特性，身体活動量
　

【はじめに】
 身体活動量の向上は脳梗塞の再発予防のために重要であり、身体活
動量の増減要因の一つに性格特性がある。健常者を対象とした先行研
究では性格特性が身体活動量の変化に影響を及ぼすことが指摘されて
いる。脳卒中患者における性格特性ごとの身体活動量の変化の特徴が
明らかになれば、より個別性の高い指導が行える可能性がある。しか
し、脳卒中患者における性格特性と身体活動量の関連は明らかでない。
本研究の目的は性格特性によって急性期脳梗塞患者の入院中や退院後
の身体活動量の変化パターンが異なるかを明らかにすることであった。

【方法】
 研究デザインは急性期脳梗塞患者 3 症例からなるシングルケースシ
リ ー ズ 研 究 で あ っ た。 症 例1 は60歳 代 女 性、 入 院 時 のNational 
Institutes of Health Stroke Scale（以下NIHSS）は 4 点であった。性
格特性の検査である日本語版Ten Item Personality Inventory（以下
TIPI-J）は外向性が高く、神経症傾向が低かった。症例2 は60歳代女
性で、入院時のNIHSSは 4 点であった。TIPT-Jは開放性が低かった。
症例 3 は60歳代女性で、入院時のNIHSSは 2 点であった。TIPI-Jは誠
実性が低かった。主要評価項目は身体活動量としオムロン活動量計

（Active style Pro HJA-750C）を用いて測定した。副次的評価項目は
Fatigue Severity Scaleおよび身体活動セルフ・エフィカシー尺度を
測定した。評価は入院中、退院 1 ヶ月後、退院 3 ヶ月後に実施した。

【結果】
症例 1 の歩数は入院中4421.0歩、退院 1 ヶ月後7280.7歩、退院 3 ヶ月
後5625.4歩であり、座位行動の割合は84.8%，63.9%，70.8%であった。
症例 2 の歩数はそれぞれ2706.7歩、218.0歩、1400.2歩であり、座位行
動の割合は82.2%、67.0%、69.6%であった。症例 3 の歩数はそれぞれ
3347.0歩、2508.7歩、3149.9歩 で あ り、 座 位 行 動 の 割 合 は75.2%、
43.9%、38.3%であった。

【考察】
症例 1 は全期間で歩数が多く退院後も高い水準を維持した。外向性が
高く神経症傾向が低い患者は身体活動量が向上しやすく、退院後も維
持できる可能性が示唆された。症例 2 は全期間で歩数が少なかった。
開放性の低い患者は身体活動量が低い可能性が示唆された。症例 3 は
歩数が少なかったが、退院後の座位行動時間が大幅に短縮した。誠実
性の低い患者は身体活動量が低いが座位行動時間を減らしやすい可能
性が示唆された。

【結論】
性格特性が異なる脳梗塞患者 3 症例において身体活動量の変化パター
ンはそれぞれ異なっていた。

【倫理的配慮】
今回の報告にあたり患者様に紙面と口頭にて説明をし，同意を得た

P2-8-2 ポスター2-8   脳損傷急性期2
Branch Atheromatous Diseaseにおける早期神経学的
悪化後の改善に関連する因子

大鶴　晃誠1）・小宮　大輔2）・佐伯　覚3）・山下　伸4）・
江藤　朋子4）・倉本　晃一2,4）

1） 産業医科大学病院リハビリテーション部
2） 大牟田市立病院リハビリテーション科
3） 産業医科大学リハビリテーション医学講座
4） 大牟田市立病院脳神経外科

Key words / �Branch Atheromatous Disease，早期神経学的悪化，
神経症状回復

　

【目的】
Branch Atheromatous Disease（BAD）は早期神経学的悪化（Early 
Neurological Deterioration, END）を生じやすいが、退院時の症状改
善に影響する因子は不明である。本研究の目的を、入院時NIHSSスコ
アと退院時の症状改善との関連の評価とした。

【方法】
2014年 1 月～2022年12月に入院し、ENDを発症したBAD 52例を対象
とした。ENDの定義は、入院後72時間以内のNIHSS合計スコア 2 点
以上、または運動項目 1 点以上の増加とした。除外基準は、発症 4 日
目以降の入院、データ欠損とした。主要評価項目は、退院時と入院時
のNIHSSスコア差分（ΔNIHSS）とし、ΔNIHSS≦ 0 を従属変数、
入院時NIHSSスコア、アルガトロバン治療、病変部位（テント下）を
独立変数とした多重ロジスティック回帰分析を実施した。また、
ROC曲線分析で入院時NIHSSスコアの予測能を評価した。さらに、
75歳未満と以上における予測能の差に寄与する因子も検討した。

【結果】
最終的に37例を解析した。多重ロジスティック回帰分析では、入院時
NIHSSスコアは退院時の症状改善と関連しており（OR 1.62, 95%CI： 
1.062.48, p<0.05）、年齢（aOR 1.75, 95%CI： 1.092.8, p<0.05）、性別（aOR 
1.71, 95%CI： 1.092.68, p<0.05）を調整後も維持された。入院時NIHSS
スコアのカットオフ値は 4 であり、その予測能はAUC 0.70（95%CI： 
0.520.88）。また、75歳未満群における予測能はより高かった（AUC 0.81, 
95%CI： 0.601.00）。75歳以上群では女性（75歳未満： 35.7% vs. 75歳
以上： 71.4%, p=0.183）およびテント下病変（75歳未満： 14.3% vs. 75
歳以上： 57.1%, p=0.12）の割合が高かった。

【考察】
入院時NIHSSスコアの高さは退院時の症状改善と関連し、特に75歳未
満で予測精度が高い。また、性別・病変部位が予測能に影響を与える
可能性がある。

【結論】
END後の理学療法では、年齢と入院時NIHSSスコアの評価が重要で
あり、入院時の重症度にかかわらず神経学的症状の厳重なモニタリン
グが求められる。

【倫理的配慮】
本研究は、大牟田市立病院倫理審査委員会の承認を得て実施した（承
認番号：第2414号）。また、ヘルシンキ宣言を遵守し、患者情報の匿
名化を行った。本研究は後ろ向き観察研究であり、侵襲的介入や患者
への直接的接触を伴わないため、書面によるインフォームドコンセン
トの取得は不要とし、オプトアウト方式により参加拒否の機会を確保
した。

553



P2-8-3 ポスター2-8   脳損傷急性期2
歩行可能な急性期脳卒中患者の転倒恐怖感と関連する
因子の検討

山田　隆一郎1）・小倉　太一1）・羽田　匡伸1）・羽山　翔1）・
小嶋　嶺花1）・渡邉　良太2）・小村　優斗2）・小倉　彩2,3）・
清水　忍2,3）

1） 脳神経外科東横浜病院リハビリテーション科
2） 北里大学大学院医療系研究科
3） 北里大学医療衛生学部

Key words / �脳卒中，急性期，転倒恐怖感
　

【目的】
慢性期脳卒中患者の転倒恐怖感は健常者よりも強く、バランスや歩行
能力との関連が報告されている。転倒恐怖感は発症後早期から生じる
が、急性期脳卒中患者の転倒恐怖感とその関連因子に関する検討は十
分に行われていない。本研究では、回復期病院を経ずに自宅退院する
可能性が高い、歩行可能な急性期脳卒中患者を対象に転倒恐怖感とそ
れに関連する因子について調査することを目的とした。

【方法】
急性期病院入院中に理学療法を実施した初発脳卒中患者のうち、10m
歩行が可能な15名（男性13名、発症からの期間9.0［5.0-16.0］日）を
対象とした。主要アウトカムである転倒恐怖感には短縮版Falls 
Efficacy Scale-International（Short FES-I）の日本語版を用いた。副
次 ア ウ ト カ ム は 年 齢、 麻 痺 側 下 肢 の 運 動 機 能（Fugl-Meyer 
Assessment下肢項目：FMA-LE）、快適歩行速度とストライド長、
Berg Balance Scale（BBS）、Timed Up & Go test（TUG）とした。
歩行速度とストライド長の計測には歩行分析計WM GAIT CHECKER 
Pro（WALK-MATE LAB社）を使用し、10mの直線歩行路で実施した。
主要アウトカムと副次アウトカムの関係性の検討にはSpearmanの順
位相関係数を用いた。有意水準は危険率 5 %未満とした。

【結果】
中央値はShort FES-Iが15.0［10.0-17.0］点、年齢が71.0［61.5-74.5］歳、
FMA-LEが33.0［29.0-34.0］点、歩行速度が0.9［0.7-1.2］m/s、ストラ
イド長が1.1［0.8-1.2］m、BBSが53.0［50.5-56.0］点、TUGが8.7［7.9-13.0］
秒であった。Short FES-Iは、FMA-LE（r=-.64、p=.01）、ストライド
長（r=-.57、p=.03）と有意な負の相関を示したが、年齢、歩行速度、
BBS、およびTUGとは相関しなかった。

【考察】
本研究のShort FES-Iは地域在住高齢者（Kempen GIJ et al. 2008）と
比較して高値を示し、歩行が可能であっても急性期脳卒中患者の転倒
恐怖感は強い傾向にあった。転倒恐怖感の強さはストライド長と関連
したが、歩行速度やバランスとの関連は認めなかった。この結果は、
転倒恐怖感と歩行の時間・距離因子の関係をより詳細に調査する必要
性を示唆している。また、その手段としては二重課題条件下での歩行
能力など、実際の生活場面における歩行に近く、転倒リスクなどと関
連する方法を用いた検討が必要と考える。

【結論】
急性期脳卒中患者は歩行可能であっても転倒恐怖感が強く、麻痺側下
肢の運動機能およびストライド長との関連が示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は、脳神経外科東横浜病院の研究倫理委員会の承認を得た（承
認番号：2025-002）。対象者へは研究内容について紙面を用いて説明し、
同意を得てから実施した。

P2-8-4 ポスター2-8   脳損傷急性期2
急性期脳卒中患者における側頭筋厚変化とリハビリ
テーション進度の関連性

細萱　成敏1）・荒田　雄人1）・青木　祐佳1）・大山　恵美子1）・
古澤　優守1）・望月　達城2）

1） 聖路加国際病院リハビリテーション科
2） 聖路加国際病院脳神経外科

Key words / �脳卒中，側頭筋厚，急性期
　

【はじめに】
近年、脳卒中患者において頭部CT画像を用いた側頭筋厚（Temporal 
Muscle Thickness；以下TMT）が全身骨格筋量、栄養状態の指標と
して用いられているが、TMTと摂食や離床などのリハビリテーショ
ン進度との関連について報告したものは見当たらない。そこで本研究
は、急性期脳卒中患者の発症から 2 週間のTMT変化とリハビリテー
ション進度の関連を調査することを目的とした。

【方法】
2022年12月～2024年 6 月に脳梗塞または脳出血の診断で当院に入院し
た患者を対象にチャートレビューを行った。除外基準は、入院前
ADLが要介助、頭部外科的治療後、CTが撮像されていない者とした。
調査項目は、一般情報、疾患情報、NIHSS（National Institutes of 
Health Stroke Scale）、在院日数、経鼻胃管使用の有無、発症から摂食・
車椅子移乗・歩行開始までの日数（以下、リハビリテーション進度）、
リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 開 始 及 び 終 了 時 運 動FIM（functional 
independence measure）とした。TMTは勝木らの方法を用いて同一
検査者が測定し、発症時と発症 2 週間後の値からTMT変化率を算出
した。統計解析はTMT変化については対応のあるt検定、TMT変化
率とリハビリテーション進度との関連についてはSpearmanの順位相
関係数を行った。さらにTMT変化率の中央値を基にTMT減少群と
TMT維持群に分け各調査項目について群間比較を行った。

【結果】
対象は脳梗塞21例、脳出血42例の合計63例であった。TMTは発症後
2 週 間 で 有 意 に 減 少 を 認 め、 そ の 平 均 変 化 率 は-14％ で あ っ た

（p<0.001）。TMT変化率とリハビリテーション進度との相関分析では、
いずれの項目も有意差を認めなかった。TMT変化率による群間比較
では、リハビリテーション開始時運動FIMに有意差を認めた（p＝0.02）。

【考察】
TMTは脳卒中発症 2 週間で有意に減少を認め、早期離床を行っても
サルコペニアは進行するという先行研究を支持する結果であった。本
研究ではTMT変化率とリハビリテーション進度との関連を明らかと
することはできなかったが、群間比較においてリハビリテーション開
始時運動FIMに有意差を認めたことから、発症後早期からのしている
ADLが筋量維持に貢献する可能性が示唆された。今後はリハビリテー
ション進度のみならず、活動時間や栄養摂取量も含めて検討する必要
がある。

【結論】
急性期脳卒中患者の多くに入院後のTMT減少を認めたが、リハビリ
テーション進度との関連性は明らかにできなかった。

【倫理的配慮】
学校法人聖路加国際大学研究倫理審査委員会の承認を得た。（認証番
号：24-R066）
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P2-8-5 ポスター2-8   脳損傷急性期2
血栓回収術後の急性期虚血性脳卒中患者の自宅退院に
はSIASと嚥下機能低下が関連する

原山　永世1）・田中　翔太1）・山内　康太1）・荒川　修治2）

1） 製鉄記念八幡病院リハビリテーション部
2） 製鉄記念八幡病院脳卒中・神経センター

Key words / �血栓回収術，急性期虚血性脳卒中，自宅退院予測
　

【背景と目的】
急性期虚血性脳卒中（AIS）に対する血栓回収術（EVT）は予後を改
善する.術後の予後指標には,mRSや再開通指標（mTICI）が多く用い
られている.しかし,EVT後のAIS患者における早期自宅退院や身体機
能に関する報告は限られている.本研究の目的は,EVT後 7 日目の評価
に基づき,急性期病院から自宅退院に関連する要因を明らかにするこ
とである.

【方法】
研究デザインは後ろ向き観察研究である.2016年 1 月から2023年 8 月
までに当院でEVTを施行した129名のAISを対象とした.発症前mRS4
と入院中の死亡症例は除外した.調査項目は,年齢,性別,BMI,病型,閉塞
部位,mTICI,脳梗塞の危険因子,発症前mRS,治療開始までの時間（分）,
血栓溶解療法（rt-PA静注療法）の有無,発症時NIHSS, 症候性頭蓋内
出血,合併症,在院日数,脳卒中機能障害評価法（SIAS）,高次脳機能障害,
歩行自立度（FAC）, 摂食嚥下機能（FOIS）,介護保険認定や早期自
宅退院の有無とした.有効再開通はmTICI2b,摂食嚥下機能低下は
FOIS5と定義した.自宅退院群と転院群に分類し 2 群比較した.次に目
的変数に自宅退院の有無,説明変数に共変量を調整した二項ロジス
ティック回帰分析を実施し,オッズ比（OR）と95% 信頼区間（CI）を
算出した.さらに,ROC曲線からカットオフ値を算出した.有意水準は
5 %とした.

【結果】
全体の14.8%にあたる19名が自宅退院した.二項ロジスティック回帰分
析の結果,退院に関連する有意な因子は,SIAS（OR； 1.16, 95% CI； 
1.02-1.32, p=0.03） と 嚥 下 機 能 低 下（OR； 8.75, 95% CI； 1.55-
49.45,p=0.01）であった. ROC曲線から算出したSIASのカットオフ値
は63.5点（AUC 0.90）であった.

【考察】
EVT後14.8%が自宅退院可能であったが,大多数は転院が必要であっ
た.本結果は,EVT後に自宅退院できる患者が少数に限られるとする先
行研究の報告と一致し,EVT後に継続的なリハビリテーションが必要
である. SIASによる脳卒中転帰予測の妥当性が検証されているが,本
研究も同様に有効性を実証した.嚥下機能低下の食事管理は,誤嚥性肺
炎の危険があるため複雑であり安全な食事形態の提供が重要とな
る.したがって,嚥下機能低下が自宅退院の予測因子となったと考えら
れる.

【結論】
EVT後のAISの自宅退院の予測に発症後 7 日目のSIASと嚥下機能低
下が重要な指標である.

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき当院の倫理委員会の承認を得て実施
した（承認番号23-70）.対象者にはインフォームドコンセントを行い,
研究目的を十分に説明し同意を得て実施した.

P2-8-6 ポスター2-8   脳損傷急性期2
急性期脳梗塞患者に対する理学療法の介入量とその構
成に関する重症度別の検討：後方視分析

小嶋　隼1,2）・上原　信太郎3）・松浦　大輔4）・伊藤　翔太1）・
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1） 藤田医科大学病院リハビリテーション部
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【はじめに】
急性期脳卒中患者に対するリハビリテーションにおいては、廃用や合
併症の予防のため早期離床が重要とされる。一方で、離床の可否やタ
イミングは重症度や全身状態に影響され、理学療法の内容は患者の重
症度によって異なると考えられる。本研究は、入院中に実施される理
学療法の量および内容の構成について、脳卒中重症度による違いを明
らかにすることを目的とした。

【方法】
2024年 4 月～2025年 3 月に当院Stroke Care Unit（SCU）へ入室した
526名のうち必要なデータで欠損のない401名を解析対象とした。電子
カルテに記録された 5 分刻みの練習内容から、入院時から退院時まで
の介入量（1日あたりの時間数）および内訳（各練習の内容とその時
間 割 合 ） を 算 出 し た。National Institutes of Health Stroke Scale

（NIHSS）に基づいて対象者を軽症群（04点）、中等症群（514点）、重
症群（15点以上）の 3 群に分類し、Kruskal-Wallis検定を用いて介入
量の群間比較を行った。差があった場合はBonferroni補正付きMann-
Whitney U検定による事後比較を行った。内容の構成は重症度別の傾
向を記述的に分析した。

【結果】
対象患者は軽症群269名、中等症群97名、重症群35名に分類された。
1 日あたりの介入時間数の中央値は軽症群および中等症群がともに
30.0分、重症群は22.8分であり、重症群は他の 2 群と比較して有意に
少なかった（p<0.01）。介入の内訳は、軽症群では評価（28.1％）、屋
内歩行練習（27.6％）、筋力練習（16.7％）、中等症群では屋内歩行練
習（25.1％）、評価（23.2％）、起立着座練習（10.8％）、重症群では可
動域練習（21.0％）、評価（20.8％）、ポジショニング（10.1％）の順
で割合が高かった 。

【考察】
全ての群に共通して評価の実施割合が高く、これは患者の病態やリス
クの把握に重点が置かれていることを反映していると考えられる。重
症度別では、軽症例では入院中の廃用予防、中等症では基本動作練習、
重症例では合併症や拘縮予防を中心とした受動的介入が実施されてい
た。本研究により、急性期脳梗塞患者に対する理学療法介入の量およ
び構成が重症度別に可視化され、今後のより効果的な介入戦略を検討
するための基礎的知見が得られた。

【結論】
急性期脳梗塞患者に対する理学療法は重症度に応じて、訓練時間およ
び構成が異なることが明らかとなった。

【倫理的配慮】
本研究は診療録を用いた後方視研究である。対象者の情報に関しては
個人が特定できないようコード化をし、厳重に管理を行った。ヘルシ
ンキ宣言を遵守し、藤田医科大学の倫理審査委員会の承認（HM24-302）
を得て、実施した。
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P2-8-7 ポスター2-8   脳損傷急性期2
右被殻出血により左半身の感覚消去・運動無視を生じ
た症例に対して両側運動練習を実施し歩容改善した一
例
田中　志穏1）・川満　謙太1）・小野　悠輝1）・松本　弥一郎2）

1） 株式会社麻生飯塚病院リハビリテーション部
2） 株式会社麻生飯塚病院リハビリテーション科

Key words / �感覚消去，運動無視，両側運動練習
　

【はじめに】
脳卒中患者では、左右両側からの体性感覚刺激に対して障害側の感覚
認知ができない感覚消去や、麻痺側四肢の不使用による運動無視を認
めることがある。これらは麻痺側上下肢の不使用により、歩行・バラ
ンス能力の低下を引き起こすとされる。両側運動練習は、麻痺側のみ
への治療に比べ、歩行・バランス能力の改善が大きいと報告されてい
るが、急性期での有効性は報告が少ない。今回、右被殻出血により感
覚消失・運動無視を呈した症例に対し、短期間の両側運動練習を実施
し、即時的に歩容改善を認めたため報告する。

【症例報告】
ADL自立の40代男性。自宅内で突然頭痛、痺れ、呂律不良を自覚し
体動困難となり当院へ救急搬送された。頭部CT検査にて右被殻に
40*30*34mm（推定20ml）の出血所見を認めた。

【経過】
右被殻出血に対しては保存加療を実施。第 2 病日よりリハビリテー
ション介入を開始し、第 3 病日に起立練習、第 4 病日に車椅子離床を
開始し、第 5 ～11病日は通常の理学療法を実施した。第 7 病日では
Trunk Control Test（TCT） が36点、Scale for Contraversive 
Pushing（SCP）が2.5点、Burke Lateropulsion Scale（BLS）が 7 点
であった。第11病日ではTCT48点、SCP2点、BLS5点と改善を認めた
が、麻痺側四肢の使用回避や歩行時姿勢偏倚の症状は残存した。
Functional Ambulation Categories（FAC）が 1 点、modified Rankin 
Scale（mRS）が 5 点であった。さらに麻痺側四肢に感覚消去の所見
を認めた。これらの臨床所見より感覚消去・運動無視の存在が示唆さ
れた。そこで、麻痺側の注意促進、動作対称性獲得を目的に第12病日
～第14病日の 3 日間で両側運動練習としてヒップリフト・スクワット
をそれぞれ 1 日に合計20回ずつ実施した。第14病日にはFAC2点、
mRS4点まで改善し、即時効果を認めた。退院時にはTCT61点、
SCP1点、BLS3点まで改善を認め、第15病日に他院へ転院となった。

【考察】
脳卒中により感覚消去や運動無視を生じた症例に対する両側運動練習
は、麻痺側四肢の注意を促進し、動作対称性や四肢協調性を高め、歩
行能力や姿勢制御の改善に有効な可能性が高いとされている。本症例
においても急性期から短期間の両側運動練習を実施し、体幹コント
ロールや身体認識が改善し、歩容改善を認めた可能性がある。

【結論】
感覚消去や運動無視を生じた症例に対して急性期から短期間の両側運
動練習を実施することは重症度や歩行能力の改善に有効である可能性
が示唆された。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき、対象者に本発表の旨を説明し口頭同意を得
ており利益相反はありません。

P2-8-8 ポスター2-8   脳損傷急性期2
被殻出血の血腫量は急性期病院退院時の機能予後の予
測因子となるか

石田　亮
東京科学大学病院リハビリテーション部

Key words / �急性期，被殻出血，予後予測
　

【目的】
脳出血で最も高い割合を占める被殻出血は,血腫量によって機能不全
の程度が変化することは知られている．血腫量はCT画像で簡便に測
定する方法があり,長期的な運動機能予後や生命予後に関する報告は
散見されるが,急性期病院退院までの短期間における運動機能の予測
因子を調査した報告は見当たらない.
　血腫量が運動機能の予後予測因子となるか明らかにするために,本
研究ではFunctional independent Measureの運動項目（FIM-M）を
改善群,非改善群の二群に分け,短期間での予後予測因子として認めら
れるか検討した.

【方法】
2020年 4 月から2024年 4 月までに当院に入院し,初回発症の被殻出血
患者70例のうち,除外基準（既往歴に運動麻痺がある,発症直後から歩
行可能,発症前ADLに介助が必要,透析患者）に当てはまらない53例（年
齢59.3±13.8歳,男性42例,女性11例）を対象とした.
先行研究に従い,退院時FIM-M－入院時FIM-M＞17点を改善と定義し
た. 診療録から後方視的にデータを抽出し,退院時FIM-M改善群と非改
善群に群分けした. 初回CT検査時の血腫量（長径×短径×スライス厚
÷2）,年齢,性別,病側,既往歴の有無,Glasgow Coma Scaleの合計点（GCS
合計）,初回評価時の下肢Brunnstrom Recovery Stage（下肢BRS）,
退院時FIM-M,リハビリテーション実施日数,単位数をχ検定とMann-
WhitneyのU検定を用いて二群で比較した.有意差があった項目を独立
変数,FIM-M改善群/非改善群を従属変数としてロジスティック回帰分
析を行った.有意水準はp<0.05とした.

【結果】
FIM-M改善群は17例,非改善群は36例であり,二群間において年齢と既
往歴の有無,血腫量, GCS合計,下肢BRS,退院時FIM-Mに有意差を認め
た.血腫量の中央値は改善群10.2ml（5-13.97）,非改善群は53.7ml（20.98-
73.85）であった.ロジスティック回帰分析の結果は下肢BRS（p=0.01,
オッズ比：0.188, 95%信頼区間：0.08－0.489）のみ有意な変数として
選択され,的中率は88.7%であった.

【考察】
本研究においてはFIM-M改善群と非改善群で血腫量に有意差は認め
たものの,独立した予測因子としては認められず,初回評価時の下肢
BRSのみ予後予測因子として認められた.発症直後は脳浮腫や頭蓋内
圧の変化,血腫増大など様々な要因が重なるため,短期間の予測因子と
しては不向きである可能性がある. 今後，急性期の血腫量に加えて血
腫の進展方向を加えた予後推定を検討したい.

【倫理的配慮】
倫理的配慮として入院時にご本人,又はご家族に書面で説明をし,個人
が特定されないことを条件として院内外へ発表することに同意を得
た.この研究はヘルシンキ宣言に沿って行い,得られたデータは匿名化
し個人情報が特定できないよう配慮した.
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P2-8-9 ポスター2-8   脳損傷急性期2
膠芽腫患者に対して術後早期からリハビリテーション
介入を行い、自宅退院を目指した症例

佐藤　嘉純
国家公務員共済組合連合会浜の町病院リハビリテーション部

Key words / �膠芽腫，早期リハビリテーション，FIM
　

【はじめに】
膠芽腫は脳腫瘍のなかで最も悪性度が高く、 1 年生存率は50%程度、
5 年生存率10%前後と生命予後が不良な疾患である。一方、近年は治
療方法などの進歩に伴い、生存期間の延長も期待されている。今回、
術後早期からリハビリテーション介入を行い、自宅退院を目指した患
者を担当したので以下に報告する。

【症例報告】
80歳代男性、病前のADLは自立し、妻および子供夫婦と同居。X年 1
月に右手指にしびれが出現。 2 月上旬に認知症疑いで前医を受診し、
CT・MRIで左前頭葉に腫瘍を認め、手術目的で 2 月中旬に当院入院。
既往は頚椎症術後（X-2年）

【経過】
術 前 評 価 はJCSⅠ-3（GCS：E4V2M4）、 右 上 肢MMT2、 右 下 肢
MMT3、全失語。
2 月Y日に左前頭葉脳腫瘍に対して開頭腫瘍摘出術を施行。Y+ 2 日
にリハビリ開始。週 5 ～ 6 日、計80-100分/日の理学・作業・言語療
法を施行し、筋力トレーニング・基本動作・歩行練習を行った。
術後初期評価はJCSⅡ-10（GCS：E3V3M4）、NIHSS18点、Br.stageⅡ
-Ⅰ-Ⅱ（下肢機能SIAS：3-2-2）、TCT0点、FACT0点、KPS40、高次
脳機能不全{全失語（理解：単語レベル、表出：単語レベル）、注意機
能低下、失行｝、FIM25点、BI0点
最 終 評 価（Y+46日 ）、JCSⅠ-2（GCS：E4V5V6）、NIHSS8点、Br.
stageⅣ-Ⅴ-Ⅵ（SIAS：5-5-5）、上肢MMT4-5、下肢MMT4-5、TCT87
点、FACT11点、KPS50、高次脳機能不全{全失語（理解：単語レベル、
表出：単語～短文レベル）、注意機能低下、失行｝、10m歩行24.7秒（40
歩）、FIM72点、BI50点、移動は独歩見守り。

【考察】
急性期リハビリにおける術後早期の介入は、退院時BIおよびFIMの
改善、退院後のQOL向上に寄与するとされている。また、脳腫瘍患
者に対する早期リハビリも退院時FIMやKPSの改善に繋がるとされる。
本症例では、術後早期のリハビリ介入によりBIやFIM、KPSの改善を
認めたが、KPSの改善は軽度にとどまった。その要因として、リハビ
リ開始時の意識レベル低下と高次脳機能不全がリハビリ効果に影響を
及ぼすとされており、介入初期に意識レベル低下と高次脳機能不全を
認たことで、介入効果やKPSの改善度に影響を与えた可能性がある。
その結果、本症例は自宅退院には至らず、回復期病院への転院となっ
た。
　予後不良とされる膠芽腫において術後早期のリハビリ介入は身体機
能の改善に寄与しうる。しかしながら、より効果的な支援を行うため
には術後早期の介入に加えて、各症状に応じた対応と目標設定が重要
であることが再認識された。

【倫理的配慮】
本報告はヘルシンキ宣言に則り、本人および家族に対して十分な説明
を行い、同意を得て実施した。

P2-8-10 ポスター2-8   脳損傷急性期2
急性期脳卒中患者における自宅退院と回復期病院転院
に関連する因子の検討

金刺　優・横山　優衣菜・山田　紗也佳・庄司　陽介・幸坂　真宏・
藤山　啓太
富士宮市立病院リハビリテーション科

Key words / �急性期脳卒中，転帰，SIAS
　

【はじめに】
急性期病院の在院日数短縮に伴い，理学療法士には自宅退院の可否な
どを早期から予測し他職種と情報交換を行うことが求められる。また，
脳卒中治療ガイドラインにおいて予後予測に基づいた介入が推奨され
ているが，転帰予測に関する報告は少ないのが現状である。そこで，
本研究では急性期脳卒中患者の転帰先を早期から予測するために評価
者間で一致した結果が得られる因子を抽出することを目的とし検討を
行った。

【方法】
2021年11月～2024年10月に急性期脳卒中と診断され当院にて入院加療
した445例のうち，除外基準のいずれにも該当しない134例（中央値74
歳）を対象とし，後方視的観察研究を行った。調査項目は発症年齢，
性別，Body Mass Index，Brunnstrom recovery stage，発症 4 日以
内のStroke Impairment Asessmennt Set（以下SIAS）合計点，下位
項目得点，Functional Independence Measure，併存疾患の有無，脳
出血／脳梗塞，テント上／下，介護度，成人している同居家族の有無
とした。対象は自宅群84例（62.7％），非自宅群50例（37.3％）であっ
た。転帰先を従属変数とし，多変量ロジスティック回帰分析を行った。
有意水準は 5 ％未満とした。

【結果】
転帰先を予測する因子としてSIAS合計［オッズ比：0.84，95％信頼区
間：0.78-0.91，p：<0.001］，脳出血／脳梗塞 ［オッズ比：0.84，95％
信頼区間：0.06-0.64，p：0.006］が選択された。また，SIAS合計の
ROC曲線を求め，Youden indexを用いてカットオフ値を算出した。
非自宅となるカットオフ値は67点（感度73.8％，特異度80.0％，
AUC：0.83）であった。

【考察】
本研究において転帰に関連する因子として身体機能と脳卒中の種別が
選択された点は先行報告に追随するものであった。SIASは信頼性，
妥当性のある評価とされており，今回有意差が認められた発症 4 日以
内のSIAS合計と脳卒中種別はスタッフの経験にかかわらず使用可能
な指標と言える。また，SIASが早期からの多職種連携と適切な介入
の一助となる可能性が示唆された。本研究の限界として，麻痺側，自
動車運転希望，経済状況が加味されていないことあげられる。これら
については今後も検討していくとともに，症例ごとに多職種で情報交
換し，より多角的な視点を持って介入をしていく必要があると考える。

【結論】
急性期脳卒中患者の発症 4 日以内のSIAS合計と脳卒中種別により転
帰先が予測できる可能性がある。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則り実施した。データの集計は，患者名を
コード化し，個人を特定できないように配慮した。なお，本研究は当
院の倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号203号，承認日2024
年12月10日）。
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P2-9-1 ポスター2-9   神経筋疾患装具・ロボット
多系統萎縮症の起立性低血圧に対する移乗サポートロ
ボットHugを用いた下肢の等尺性収縮の有用性

森山　誠二・松岡　廣典・平井　仁・宮竹　里志・松村　内久
平成の森・川島病院リハビリテーション部

Key words / �多系統萎縮症，起立性低血圧，移乗サポートロボット
Hug

　

【目的】
多系統萎縮症（multiple system atrophy：MSA）は、小脳失調、パー
キンソン症状、自律神経障害を伴う進行性神経変性疾患であり、特に
起立性低血圧（orthostatic hypotension：OH）は、離床や運動療法
の妨げる要因となる。また、MSAにおけるOHに対する理学療法介入
は限られている。今回、自身の足に荷重を掛けながら立ち上がり動作
を補助し移乗を行う介護ロボットを用いた下肢の等尺性収縮がOHに
与える影響をABAデザインで検討した。

【方法】
60歳代女性。診断は小脳症状優位のMSA。神経学的所見にはOH症状
と小脳性運動失調を認めた。MRI画像では、小脳萎縮と橋の十字サイ
ン、線条体異常信号を認めた。臥位血圧BP136/85、座位BP74/64と
症状よりOHと診断された。理学療法評価は、UMSARSpart2：32点、
SARA：30点、膝伸展筋力：右4.3kgf左7.7kgf、OHにより離床や運動
療法が困難だった。
A期は関節可動域練習とベッドアップ練習、B期はA期に加え、介護
用移乗サポートロボットHug T1®（FUJI社）（以下、Hug）を用いた
立位保持と下肢の等尺性収縮を実施した。各期 4 週間、計12週間、週
1 回介入した。血圧や連続車椅子乗車時間、車椅子自走の可否を評価
した。

【結果】
A1期では全週でOHの診断基準を満たしていた。B期では座位時の収
縮 期 血 圧 低 下 が、 5 週 目39mmHg、 6 週 目33mmHg、 7 週 目
18mmHg、 8 週目13mmHgと周を追って軽減し、OHの改善を認めた。
A2期では、再び診断基準を満たす変動がみられた。
B期終了時の血圧は、臥位BP111/69、座位BP98/83、起立後BP120/97
で、30分間の連続車椅子乗車および自走が可能となった。

【考察】
Hugによる受動的立位と下肢の等尺性収縮により、OHの改善がみら
れ、離床や運動療法が可能となった。MSAのOHは、能動的立位の方
が収縮期血圧の低下が有意に高度であったことが報告されている。
Hugを用いたことで血圧低下が少ない受動的立位となり、下肢の末梢
血管抵抗の増大を通じて循環調整に寄与した可能性があり、症状の改
善により理学療法介入が可能となったと考えられた。

【結論】
Hugを用いた受動的立位と下肢の等尺性収縮は、MSAのOHを改善し
運動療法に効果がある可能性が示唆された。

【倫理的配慮】
本報告はヘルシンキ宣言に基づき、本人に対し内容や目的について十
分な説明を行い、同意を得た。

P2-9-2 ポスター2-9   神経筋疾患装具・ロボット
多発単神経炎で下垂足を呈した症例に対し，段階的に
HALと電気刺激療法を 実施し，奏功した経験

中川　慎也
新八千代病院リハビリテーション科

Key words / �HAL，電気刺激療法，歩行
　

【はじめに】
好酸球性多発血管炎性肉芽腫症（以下EGPA）による末梢神経症状は
比較的予後が良好であり、寛解導入療法により 6 ヶ月以内に寛解に至
る症例が多いと報告されている。今回、EGPAによる多発性単神経炎
で運動麻痺が生じ、長期的な経過となった症例に対してSingle-joint 
type of Hybrid Assistive Limb（以下HAL－SJ）、表面電極型FES装
置NESS L300（以下L300）を使用し機能改善、歩行能力向上を認め
たため報告する。

【症例報告】
50歳代女性、先行疾患として気管支喘息があり、その後両下肢疼痛、
左下肢の脱力感が出現し、採血で好酸球増加、神経伝導速度検査で多
発単神経炎の所見を認め、EGPAと診断された。ステロイド療法を開
始したが、左下垂足が出現し、第150病日に当院外来リハビリが開始
となった。理学療法評価ではROMは左足関節背屈 0 °MMTは左足関
節背屈 1 、底屈 1 、外反 1 、足趾屈曲 1 、伸展 0 、感覚検査ではL4
領域以下の異常感覚、表在感覚鈍麻を認めた。歩行能力はFAC5、左
遊脚期では下垂足を呈し、左立脚初期では踵接地の消失、前遊脚期の
短縮を認めた。10m歩行テストは最大9.66秒、歩数18歩であった。理
学療法プログラムはHAL－SJにて足関節底背屈運動を 1 セッション
100回，前脛骨筋、腓骨筋、下腿三頭筋に対してEMSを週 2 回実施した。

【経過】
第300病日、感覚は変化を認めなかったが、ROMは左足関節背屈 5 °、
MMTは足関節背屈 4 、底屈 2 、外反 3 、足趾屈曲 2 、伸展 2 となった。
しかし、歩容では左遊脚期での下垂足、左荷重応答期でのフットスラッ
プを認めた。HAL－SJでの訓練を終了し、L300を使用し左前遊脚期
から荷重応答期まで前脛骨筋、腓骨筋を電気刺激しつつ歩行訓練を実
施した。介入頻度は40分／回、週 2 回であった。第420病日、MMT
は足関節背屈 5 、底屈 4 、外反 5 、足趾屈曲 4 、伸展 3 、左下垂足の
改善、代償的動作の減少を認め、左立脚後期の延長を認め、10m歩行
テストは最大6,30秒、歩数14歩となった。

【考察】
HAL－SJは残存している筋活動を使用し神経回復に合わせて適切な
運動課題が提供でき、目的に合わせて段階的に電気刺激療法を設定し
たことで、神経軸索が回復するまでに過誤神経支配や筋萎縮を予防し
つつ、神経可塑性の促進、歩容改善、歩行能力向上に繋がったと考え
る。

【倫理的配慮】
本報告は当院倫理委員会の承認を得た（25－007）。
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P2-9-3 ポスター2-9   神経筋疾患装具・ロボット
生体信号反応式運動機能改善装置を用いた歩行訓練の
長期的効果を示せた球脊髄性筋萎縮症の症例

若野　士朗1）・黒野　裕子2）・森　俊樹3）

1） 済生会神奈川県病院リハビリテーションセラピスト科
2） 済生会神奈川県病院脳神経内科部長
3） 済生会神奈川県病院リハビリテーション科部長副院長

Key words / �球脊髄性筋委縮症，HAL，外来
　

【目的】
本症例報告の目的は、緩徐進行性の四肢筋力低下、筋委縮と球麻痺を
主徴とする球脊髄性筋萎縮症（以下SBMA）患者における生体信号反
応式運動機能改善装置（CYBERDYNE社製　HAL医療用下肢タイ
プ　以下HAL）と免荷機能付き歩行器（ROPOX社製　以下オールイ
ンワン）を用いた歩行訓練の長期的効果を評価することである。

【方法】
患者は61歳男性で、X年47歳でSBMAの確定診断。X＋ 7 年HALとオー
ルインワンを用いた歩行訓練目的で当院へ入院した。HAL歩行訓練
は、初めの 4 回は入院で、その後は外来で月 2 回約 6 年実施してきた。
効果判定はHAL歩行訓練 9 回実施ごとに測定した。歩行能力の指標
として、オールインワンを使用した10メートル歩行試験（以下
10MWT） 3 回の平均を用いた最大歩行速度と 2 分間歩行試験（以下
2MWT）により快適歩行速度における歩行の持久力を測定した。
HAL歩行訓練中は、患者の状態に応じてHALパラメーター、身体支
持量、歩行距離を調整した。

【結果】
10MWTで測定した最大歩行速度は、HAL歩行訓練前：62.31m/分、
入院HAL歩行訓練 4 回実施後70.25m/分、外来HAL歩行訓練開始時：
88.37m/分、 1 年 後：94.64m/分、 2 年 後：96.77m/分、 3 年 後：
109.09m/分、 4 年 後：96.46m/分、 5 年 後：102.04m/分、 6 年 後：
93.60m/分であった。2MWTで測定した歩行距離は、HAL歩行訓練前：
114.7m、入院HAL歩行訓練 4 回実施後147.1m、外来HAL歩行訓練開
始 時：175.6m、 1 年 後：150.3m、 2 年 後：169.7m、 3 年 後：
182.0m、 4 年後：162.2m、 5 年後：174.8m、 6 年後：168.1mであった。

【考察】
今回、緩徐進行性疾患であるSBMA患者に対して、HALとオールイ
ンワンを用いた歩行訓練を月 2 回外来で継続する事により、 6 年経過
後も最大歩行速度と持久力を維持することができた。この結果は、
HALを用いた反復的な歩行訓練が、SBMA患者の効果的な運動学習
を促進したことにより、日常生活での活動量も増え、歩行機能を維持
させることができたと考える。

【結論】
SBMAに対して、HALとオールインワンを用いた歩行訓練を月に 2
回継続して実施することで、最大歩行速度と持久力が維持されること
が示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は通常診療における臨床データの後ろ向き研究であるため審査
には該当しないと当院倫理委員会から判断された。2013年ヘルシンキ
宣言（ブラジル）を遵守し、対象者には画像撮影とデータ収集に対し
て書面を用いて説明し、署名をもって同意を得た。

P2-9-4 ポスター2-9   神経筋疾患装具・ロボット
パーキンソン病の腰曲がり症状に対する体幹装具療法
の歩行・座位課題時の効果・検討：症例報告

中元　千聖・板東　杏太・向井　洋平・原　貴敏
国立精神・神経医療研究センター病院身体リハビリテーション部

Key words / �パーキンソン病，体幹装具療法，表面筋電図
　

【はじめにまたは目的】
パーキンソン病の腰曲がり症状に対する体幹装具療法の有効性は報告
されているが、実生活に近い動作中の筋活動への影響は明らかでない。
今回、歩行および座位課題において体幹筋活動を評価し、その知見を
得たため報告する。

【方法または症例報告】
対象はパーキンソン病（罹患 8 年）の81歳男性。修正版Hoehn&Yahr
ステージⅢ、MDS-UPDRSⅢにおける姿勢項目は 3 であった。主訴は
腰痛であり、特に椅子座位での作業や食事、自宅内フリーハンド歩行
時に症状が強く現れていた。立位姿勢では体幹右側屈を伴う上腹部型
の腰曲がり姿勢を認めたため、姿勢修正のために体幹装具療法として
ジュエット型装具を使用した。評価は装具有無の条件下で 6 分間歩行
および15分間の座位作業課題とし、評価と同時に両側傍脊柱筋（Th3、
Th12、L3レベル）の表面筋電図を計測した。筋疲労の指標として、
2148Hzで取得した各チャンネルのデータにハンドパスフィルターに
より20450Hzで前処理を実施。計測開始1020秒（初期区間）および終
了前10秒（最終区間）の区間で高速フーリエ変換およびWelch法にて
パワースペクトル密度を推定。中間周波数を算出し、両区間の変化量
を比較した。

【結果または経過】
歩行課題では、Th3レベルにおいて装具装着時に中間周波数の低下が
抑制されたが、Th12およびL3レベルでは明確な抑制は認められなかっ
た。また、歩行中に装具が徐々に下方にずれてくる訴えがあった。座
位課題では装具有無にかかわらず一貫した傾向はみられなかったが、
机上作業のしやすさを訴える主観的な意見があった。また胸骨パッド
の圧迫により嚥下困難感を訴える場面もあった。

【考察】
歩行課題時のTh3における低周波化の抑制は、装具による体幹屈曲角
度の軽減により体幹伸展筋への負荷が減少したことが要因と考えられ
る。また装具の下方移動により体幹下部では固定力が不十分となり、
効果が限定的であった可能性がある。座位では、装具による姿勢補正
により机上作業は容易となったが、パッドの圧迫感により食事動作に
は支障が生じている様子がみられた。

【結論】
今回の症例では、体幹装具は歩行時の体幹上部筋における筋疲労抑制
に有効であった。一方で座位課題では明確な傾向はみられなかったが、
主観的には作業の容易さが得られた。装具導入に際しては、姿勢や動
作により効果が変動する可能性があることを考慮しつつ効果判定をす
る必要がある。

【倫理的配慮】
本症例報告は臨床業務に基づいており、個人が特定されないよう十分
配慮している。対象者に口頭にて説明を行い、書面にて同意を得た。
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P2-9-5 ポスター2-9   神経筋疾患装具・ロボット
HAL腰タイプの使用による神経疾患患者の小刻み歩行
改善と歩行性能の向上

前澤　透馬1）・清川　憲孝1）・大島　雅宏1）・一ノ関　瑞恵1）・
阿部　隼平1）・髙橋　愛1）・嵯峨　真子1）・笠井　千景1）・
斉藤　公男1）・大川　聡2）・舟坂　百叶2）・安藤　賀子2）

1） 市立秋田総合病院リハビリテーション科
2） 市立秋田総合病院脳神経内科

Key words / �腰HAL，神経疾患，小刻み歩行
　

【目的】
Hybrid Assistive Limb腰タイプ自立支援用（腰HAL）は体幹や下肢
の運動をアシストする装着型サイボーグであり、神経疾患患者へのリ
ハビリテーション場面での使用により体動の改善を認めた報告もある
が、複数患者を対象とした報告は少ない。また、神経疾患のなかでも
パーキンソン病やパーキンソニズムを呈する患者に特徴的な小刻み歩
行との関連の報告も不十分である。本研究の目的は腰HALの使用に
よる神経疾患患者の体動ならびに小刻み歩行の改善について検討する
ことである。

【方法】
2024年 7 月～2025年 3 月に当院に入院され、腰HALを用いたリハビ
リテーションを実施したパーキンソン病やパーキンソニズムを呈する
神経疾患患者34名を対象とした。プログラムは腰HALを装着した状
態で、骨盤前後傾運動、体幹リーチ動作、スクワット、立ち座り運動
を 1 日 2 回各30分程度× 5 日間実施した。実施前後の体動評価には
10m歩行試験（快適・最大）、Timed up and go test（TUG）、 6 分間
歩行試験（6MWT）、30秒椅子立ち上がりテスト（CS-30）を用いた。
また10m歩行試験では歩数の計測も行った。さらに10m歩行試験、
TUGは二重課題下での評価も実施した。統計学的解析は、各評価項
目の腰HAL実施前後での比較として対応のあるt検定を用いた。

【結果】
各項目における対応のあるt検定の結果、快適時の10m歩行時間は介
入前15.9秒から介入後12.2秒、歩数は28歩から24歩、最大時の10m歩
行時間は11.7秒から9.9秒、歩数は26歩から22歩、6MWTは257.6 mか
ら289.4mへと有意な改善が認められた（P＜0.05）。また二重課題では
10m最大歩行時間が15.2秒から13.2秒、歩数は快適34歩から30歩、最
大30歩から27歩へと有意な改善が認められた（P＜0.05）。

【考察】
腰HAL実施前後において歩行速度と歩行耐久性が向上することが示
された。また、10m歩行試験において有意な歩数の減少もみられ、歩
幅が増大していることも示された。二重課題での歩数の減少もみられ
ていることから、日常生活中での歩幅の増大ならびに小刻み歩行の改
善にもつながることが考えられる。

【結論】
腰HALを用いたリハビリテーションは歩行速度、歩行耐久性の改善
に加えて小刻み歩行の改善にも寄与することが示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は、所属機関の研究倫理委員会（承認番号：24-5）の承認を得
てから実施した。ヘルシンキ宣言に基づき対象者の保護に十分留意し、
対象者に対し研究目的や方法について説明し、書面にて同意を得た。

P2-9-6 ポスター2-9   神経筋疾患装具・ロボット
HAL歩行練習の時間及び速度と5週間前後の歩行能力
の変化との関係性―神経難病症例対象のトライアル調
査
沖中　優斗1）・土岐　明子2）・高尾　弘志1）・安田　晴彦1）・
花木　一生1）・松並　耀平1）

1） 大阪急性期・総合医療センター医療技術部セラピスト部門
2） 大阪急性期・総合医療センターリハビリテーション科

Key words / �Hybrid Assistive Limb®（HAL®），神経難病，歩行能
力維持

　

【はじめに】
外骨格系ロボットの一つであるHybrid Assistive Limb ®（以下、
HAL）を用いた歩行練習は神経難病患者の長期的な歩行能力の維持
が期待できるとされている。また、治験結果から 1 回20分以上行うべ
きとされているが、臨床では20分行うことが困難な症例も散見される。
本調査はHAL歩行練習の時間及び速度と、一般的な歩行練習期間で
ある 5 週間前後の変化との関係を後方視的に検討し、20分の歩行練習
が困難な症例の歩行改善効果を提示することを目的とする。

【方法】
対象は2017年 5 月 8 日から2024年 7 月27日までに当院で 5 週間以内に
HAL歩行練習を 9 回行った神経難病患者21名（年齢48±25歳）。主要
評価項目はHAL歩行練習 9 回前後の 2 分間歩行テスト（以下、
2MWT） の 変 化 値 と し た。 副 次 評 価 項 目 は 年 齢、 初 期 評 価 時
2MWT、平均HAL歩行練習速度、平均練習時間とした。HAL歩行練
習時間が 1 回平均20分以上である群を長時間群、20分未満である群を
短時間群とした。また、HAL歩行練習 9 回の平均速度が初期評価時
2MWTより高速度である群を高速度群、低速度である群を低速度群
とした。

【結果】
長時間群（n=7）、短時間群（n=14）の2MWT変化値の中央値は前者
30［5.5-34.1］m、後者7.4［2.7-19.3］mであった。初期評価時2MWT
は前者107［77.6-128.1］m、後者88.4［69.1-105.5］mであった。また、
短時間群内の高速度群（n=4）、低速度群（n=10）の2MWT変化値の
中央値は前者13.5［2.9-27.0］m、後者6.8［2.7-15.9］mであった。年齢
の中央値は前者42［35.3-47］歳、後者58.5［50.8-63.8］歳、初期評価
時2MWTの中央値は前者72.9［58.2-87.6］m、後者97.8［80.9-107.4］m、
平均HAL歩行練習速度の中央値は前者0.68［0.67-0.73］m/s、後者0.68

［0.46-0.79］m/s、平均練習時間の中央値は前者767.8［734.7-816.4］秒、
後者785［673.6-821.4］秒であった。

【考察】
短時間群にも改善効果が認められたのは、初期評価時2MWT値が長
時間群より低く、より改善効果が得られやすかった可能性がある。ま
た短時間群内で、高速度群でより改善効果が認められたのは、平均
HAL歩行練習速度、平均練習時間の差ではなく、年齢や初期評価時
2MWTが低いことが影響している可能性がある。

【結論】
1 回平均20分未満の歩行練習でも、20分以上の歩行練習の25%程度の
歩行改善効果を認めた。また、特に高速度での歩行練習は、低速度と
比べ、歩行改善効果に約 7 mの差を認めた。

【倫理的配慮】
本研究を行うにあたり当院倫理審査委員会の承認（2024-075）を得た。
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P2-9-7 ポスター2-9   神経筋疾患装具・ロボット
Mixed Reality（MR）を用いたバランストレーニングの
即時的効果-パーキンソン病の一症例-

伊東　健斗1）・森　直樹2）・大高　洋平2）・尾中　寿江1）・
堅田　理紗子1）・遠藤　千春1）・髙木　郁実1）

1） 藤田医科大学羽田クリニックリハビリテーション部
2） 藤田医科大学医学部・リハビリテーション医学講座

Key words / �Mixed Reality，パーキンソン病，安定性限界
　

【目的】
パーキンソン病患者に対するVirtual Reality（VR）やMixed Reality

（MR）を用いたリハビリテーション治療について報告されており、
複数回の介入でバランス機能や歩行機能の改善が示されている。しか
し、単回の介入による即時的な効果に焦点を当てた報告はない。今回
はパーキンソン病患者に対してVRの一種であるMRを用いたバラン
ストレーニングにより、バランス機能に即時的な変化を認めたので報
告する。

【対象】
2008年にパーキンソン病を発症した70代外国籍の男性。Hoehn & 
Yahr重症度はステージIII。また通訳を介したコミュニケーションに
おいて指示が伝わりにくい場面が多く認められた。

【方法】
初期評価後、MR機器「リハまる」により45分間のバランストレーニ
ングを実施した後、再評価を行なった。「リハまる」は現実空間に仮
想物体を重ねるMRデバイスで一般的にVRの一種とされる。課題は
360度に配置された仮想の目標物へのリーチ課題・安定性限界に仮想
上のボールを設定したバレーボール課題を実施した。安定性限界域ま
での動作を許容しながらも、安全性の確保を目的としてジャケット型
転倒低減装置「寄り添いロボット」を併用した。

【評価】
Timed up & go test（TUG）、 5 回立ち上がりテスト、Berg Balance 
Scale（BBS）、バランスシステムSDでの安定性限界・転倒リスクテ
ストを実施。バランスシステムSDの 2 つの評価は言語的な問題によ
り正確な評価が困難であった。

【結果】
TUGは11.67→10.23秒、立ち上がりは18.10→16.50秒、BBSは43→46点

（内訳：回転 2 点、前方リーチ 1 点）と改善した。
【考察】
MRを用いた安定性限界域に調整された難易度のバランストレーニン
グにより、即時的にバランス機能の改善が認められた。先行研究では
パーキンソン病患者に対するバランストレーニングでは、高難度課題
の有用性が示されている。リハまるは仮想物体の配置や課題内容を柔
軟に調整でき、安定性限界に近い難易度の設定が可能である。これに
より、個々の能力に応じた課題を反復できた点が、即時的なバランス
機能の改善に寄与したと考える。また、寄り添いロボットの併用によ
り、安全性を確保しつつ限界域での動作練習が行えたことも一因と推
察される。

【結論】
本症例ではMRと転倒低減装置の併用により即時的なバランス機能の
改善が認められ、安全かつ効果的なリハビリ手段となる可能性が示さ
れた。

【倫理的配慮】
本症例報告は個人情報に十分に配慮をして匿名化を行い、対象者に十
分な説明を行ったうえで文書による同意を取得した。

P2-9-8 ポスター2-9   神経筋疾患装具・ロボット
遺伝性痙性対麻痺4例に対する生体信号反応式運動機
能改善装置を使用した外来での歩行運動療法効果

岡部　憲明1）・黒野　裕子2）・森　俊樹3）

1） 済生会神奈川県病院リハビリテーションセラピスト科主任
2） 済生会神奈川県病院脳神経内科部長
3） 済生会神奈川県病院リハビリテーション科部長副院長

Key words / �遺伝性痙性対麻痺，HAL，外来
　

【目的】
当 院 で は2016年12月 よ り 生 体 信 号 反 応 式 運 動 機 能 改 善 装 置

（CYBERDYNE社製HAL医療用下肢タイプ　以下HAL）を導入して
いる。HALは神経・筋疾患の進行抑制を目指し、歩行機能の改善を
目的とする医療機器である。神経難病疾患に対する入院における
HALと免荷機能付き歩行器（ROPOX社製　以下オールインワン）を
併用した歩行運動療法（以下HAL治療）の効果は多数報告されてい
るが、遺伝性痙性対麻痺（以下HSP）単独や外来での報告は少ない。
今回、緩徐進行性の下肢痙縮を主徴とするHSP患者 4 例に対して、外
来でのHAL治療の効果を検討した。

【方法】
対象は、2023年 4 月から2024年12月において当院外来でHAL治療を
行ったHSP患者 4 名（全員男性、年齢50±12.0歳）。HAL治療は 1 回
40分、 1 ～ 2 週間に 1 回（合計 8 ～ 9 回）実施した。前後評価はオー
ルインワンを使用した10m歩行試験 3 回の平均値を用いて、最大歩行
速度と歩幅、歩行率を測定し、 2 分間歩行試験（以下2MD）により
快適歩行速度における持久力を測定した。

【結果】
最大歩行速度は外来HAL治療前（以下前）23.5、50.4、33.8、21.1m/
min、外来HAL治療後（以下後）49.0、63.5、33.1、23.0m/min、歩幅
は前49.2、56.6、56.6、22.6cm、後63.8、66.7、42.9、24.8cm、歩行率
は前0.8、1.5、1.0、1.6steps/sec、後1.3、1.6、1.3、1.6steps/secであっ
た。2MDは前50.5、110.5、61.6、41.5m、後110.8、136.0、59.3、46.8m
であった。

【考察】
今回、外来でのHAL治療により 4 例中 2 例に最大歩行速度、歩幅、
歩行率、持久力の改善が認められ、 2 例に明らかな変化は認められな
かった。HALは臨床効果を得るために週 2 回以上の使用を推奨して
おり、痙縮による内反尖足やはさみ足歩行といった症状に対しては、
個々の症例に応じたHALの制御設定や装着条件の最適化が必要で
あった。本研究の限界点は、希少疾患のため対照群を設けない前後比
較研究（ケースシリーズ）であり、今後は多施設での検証が望まれる。

【結論】
外来におけるHAL治療の効果はHSP患者間で一律ではなく、個々の
症例特性や治療介入条件に影響を受ける可能性が示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は通常診療における臨床データの後ろ向き研究であるため審査
には該当しないと当院倫理委員会から判断された。2013年ヘルシンキ
宣言（ブラジル）を遵守し、対象者には画像撮影とデータ収集に対し
て書面を用いて説明し、署名をもって同意を得た。

561



P2-10-1 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
パーキンソン病における歩行開始時のステップ正確性
に関連する脳機能ネットワークの特性：予備的脳波研
究
奥山　紘平1,2）・前田　康太2）・鵜飼　良誠2）・兒玉　隆之2）

1） 佛教大学保健医療技術学部理学療法学科
2） 京都橘大学大学院健康科学研究科

Key words / �ステップ動作，脳波，脳機能ネットワーク
　

【目的】
パーキンソン病（PD）の歩行障害は、大脳基底核の機能不全による
運動の自動性低下が主因であるが、近年、大脳皮質の代償的活動の重
要性が指摘されている。しかし、高い運動パフォーマンスを可能にす
る代償機序の神経基盤、特に脳活動の周波数特性における個人差は十
分に解明されていない。本研究は、PD患者のステップ正確性に関連
する脳機能ネットワーク活動を、周波数帯域別に解析し、運動パフォー
マンスの個人差を規定する神経基盤の解明を目的とした。

【方法】
対象はPD患者11名（73.5±7.7歳、Hoehn & Yahr 14、オン時）とした。
目標点に踵を着地させるステップ課題における誤差（エラー距離）を
測定し、その中央値に基づき高パフォーマンス（HiP）群と低パフォー
マンス（LoP）群に分類した。課題遂行下に28ch脳波（国際10-10法）
を記録し、独立成分分析とマイクロセグメンテーション解析を用いて
周波数帯域毎の脳機能ネットワークを同定した。統計解析には
eLORETAを用い、群間比較を独立 2 標本t検定にて行った（有意水
準 p<0.05）。

【結果】
エラー距離はHiP群で24.2±3.5mm、LoP群で55.8±8.1mmであった

（p<0.01）。脳波解析では、HiP群において上前頭回・前帯状回のθ波
活動が有意に高く、中心後回のα波活動が有意に低かった。一方、
LoP群では、運動前野のβ波、視覚野のδ波、および視覚野と中心後
回を含むα波活動がHiP群より有意に高かった。

【考察】
HiP群の前頭部θ波の活動亢進は、実行機能や注意制御といった高次
認知機能の積極的な動員を反映し、頭頂葉α波の活動低下は体性感覚
情報の積極的な処理を示唆する。これらは、トップダウン制御と感覚
フィードバックを統合した適応的な運動制御戦略を示す。対照的に、
LoP群における運動前野β波の過活動は運動抑制状態を、後頭頭頂領
域のα波亢進は感覚情報処理の抑制を示唆する。特に、覚醒時におけ
る視覚野δ波の亢進は皮質機能の低下を反映する可能性があり、運動
実行と感覚処理の両面で機能的制約が生じていると推察される。限界
として小標本、多重比較未補正が挙げられ、今後の検証が必要である。

【結論】
PDにおけるステップ正確性の個人差は、異なる脳機能ネットワーク
の活動パターンを反映していた。PD患者の運動機能改善には、個々
の脳活動特性に応じた個別化リハビリテーション戦略の重要性を示唆
する。

【倫理的配慮】
本研究は橘大学研究倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：
23-44）。対象者には研究参加前に書面および口頭で研究内容を説明し、
書面による同意を得た。

P2-10-2 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
重心追尾型歩行計測システムを用いた脊髄小脳変性症
患者の歩行動作の特徴分析

野田　貴暉1）・武田　賢太2）・坂野　康介1）・成田　雅1）・
太田　経介1）・後村　圭太3）・中城　雄一1）・飯田　有紀1）・
森若　文雄4）・濵田　晋輔4）・志水　宏太郎5）・河島　則天5）

1） 北海道脳神経内科病院リハビリテーション部
2） 日本医療大学保健医学部リハビリテーション学科
3） 札幌パーキンソンMS神経内科クリニック理学療法科
4） 北海道脳神経内科病院神経内科
5） 国立障害者リハビリテーションセンター研究所運動機能系障害研究部神
経筋機能障害研究室

Key words / �脊髄小脳変性症，歩行計測，失調性歩行
　

【はじめに】
脊髄小脳変性症（SCD）とは小脳を首座とした進行性の神経変性疾患
であり、失調症状などを呈する。同症例の多くは歩行安定性確保のた
めに歩隔の拡大や過緊張など動作代償をとるが、その特性は罹病期間
や病型によって異なる。本研究では、10m歩行実施時の計測データよ
り算出した歩行評価変数を対象に因子分析を施し、因子得点を用いた
クラスター（Cl）分析によりSCD患者の歩行障害の特徴分析を試みた。

【方法】
対象はSCD患者58例（SARAスコア13.2±5.5点）及び健常者58例とし
た。10m歩行中に対象者の前方 3 mの距離を維持し深度カメラで連続
計測を行うことが可能な追尾型歩行計測システムを用いた計測を実
施、足底圧の同期計測データをもとに歩行中の運動学・運動力学的変
数を算出した。これら変数を因子分析を施すことで情報圧縮と要素抽
出を試みた。抽出された因子の解釈をし、因子得点によるCl分析を行
い歩行特徴の分類を試みた。

【結果】
因子分析を経て 5 因子が抽出され、関節運動のばらつき（F1）、蹴り
出し（F2）、頭部上下動揺（F3）、側方不安定性（F4）、関節運動の
左右差（F5）と解釈した。疾患進行に伴いF2、F3の因子得点低下、
F1、F4、F5の因子得点上昇の傾向が見られた。因子得点を用いたCl
分析より 6 タイプに分類された。Cl1は健常者と軽度SCD症例で構成
され、Cl2は軽度失調歩行を呈しながら歩行速度は維持している症例
が分類された。Cl3は全身性に緊張を高める症例が多く、Cl4は関節運
動のばらつきや頭部上下動揺が大きく、歩行の安定性が著しく損なわ
れている症例が分類される結果を得た。その他のClは一症例ずつで構
成され、それぞれ左右差と関節のばらつきが最大であった。

【考察】
因子分析により抽出された各要因とその因子得点で把握した特徴は
SCD症例の特性を反映し、クラスター分析による分類もまた、臨床観
察上の歩行特性の分類に合致した。健常者を包含するCl1,2でも歩行
中の振る舞いの違いから失調歩行の程度に合致した分類がなされた。
Cl3,4は歩行速度や歩幅が同程度であっても関節運動や頭部動揺の違
いから失調および代償の特徴に応じた分類がなされた。一症例でClを
形成した症例も存在し、SARAスコアによる評価だけでは捉えられな
い特徴を反映した。SCD症例に対する客観的な歩行評価を行うこと
で、個々の特性に応じた理学療法介入の視点が得られるものと考えら
れる。

【倫理的配慮】
本研究は医療法人北祐会北海道神経内科病院倫理委員会 （2022 年度
第 10号）の承認、および国立障害者リハビリテーションセンター倫
理審査委員会（2023-021）の承認を得た上で実施した。 また、対象
者に本研究の目的や測定内容について説明を行った上で、書面にて同
意を得て行った。利益相反関係にある企業等はない。
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P2-10-3 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
両側末梢前庭機能低下により困難となる歩行課題の検
討

田中　亮造1,2）・加茂　智彦2,3）・荻原　啓文2,4）・加藤　巧2）・
浅見　正人2,5）・角田　玲子2）・伏木　宏彰2）

1） 目白大学保健医療学部理学療法学科
2） 目白大学耳科学研究所クリニック
3） 群馬パース大学リハビリテーション学部理学療法学科
4） 長野保健医療大学保健科学部リハビリテーション学科
5） 日本保健医療大学保健医療学部理学療法学科

Key words / �歩行機能，両側末梢前庭機能低下，歩行課題
　

【はじめに】
末梢前庭機能の低下はめまい感、視線の不安定性、姿勢不安定性、歩
行機能低下を引き起こし、転倒のリスク要因となる。両側の末梢前庭
機能低下は一側の低下に比べ、慢性のふらつきや動揺視が持続し歩行
能力が低下する。両側末梢前庭機能低下患者が影響を受けやすい歩行
課題を把握することは転倒予防のために重要である。そこで本研究の
目的は、両側末梢前庭機能低下により困難となる歩行課題を明らかに
することとした。

【方法】
対象は前庭機能検査（カロリックテストまたはVideo Head Impulse 
Test）にて末梢前庭機能低下が認められた、慢性期の両側末梢前庭
機能低下患者12名（年齢幅45-83歳、中央値70.5歳）と慢性期の一側末
梢前庭機能低下患者37名（年齢幅46-86歳、中央値73.0歳）とした。末
梢前庭を刺激する課題を含み、歩行中の課題に対するバランス修正能
力を評価する指標であるFunctional Gait Assessment （FGA）を測定
した。FGAは全10項目の課題で構成され、各課題を 0 ～ 3 点の 4 段
階で採点する。両側末梢前庭機能低下群と一側末梢前庭機能低下群の
FGAの合計点数と各課題の点数をMannWhitneyのU検定にて比較し
た。

【結果】
年齢は両群間で有意な差は認められなかった（p = 0.633）。FGAの合
計点数は両群間で有意な差は認められなかった（p = 0.212）。各課題
の点数比較では、速度変化を伴う歩行（p < 0.05）、障害物を越える（p 
< 0.01）、閉眼歩行（p < 0.05）において、両側末梢前庭機能低下群の
方が一側末梢前庭機能低下群に比べ、有意に低い点数となった。その
他の課題では有意な差は認められなかった（p ≧ 0.05）。

【考察】
両側末梢前庭機能低下患者では視覚や体性感覚への依存が高くなるた
め、閉眼歩行時の点数が悪くなったと考えられる。速度変化を伴う歩
行や障害物を越える課題は半規管の機能ではなく耳石器の機能を反映
するため、耳石器機能と歩行機能の関連を今後検討する必要がある。

【結論】
本研究の結果は両側末梢前庭機能低下患者が苦手とする歩行課題を把
握することができ、前庭リハビリテーションや転倒予防指導を行う際
に活用できる。

【倫理的配慮】
対象者には研究の趣旨、内容、結果の取り扱いなどに関して、文書お
よび口頭で十分な説明を行い、書面にて同意を得た。本研究は目白大
学医学系研究倫理審査委員会の承認を得て実施された（18医-009）。

P2-10-4 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
重症パーキンソン病患者への短時間体重免荷式トレッ
ドミルの効果： ABAB単一事例デザイン

甲斐　太陽・藤井　慎太郎・寺澤　雄太・生野　公貴
西大和リハビリテーション病院リハビリテーション部

Key words / �パーキンソン病，体重免荷式トレッドミル，歩行
　

【目的】
　体重免荷式トレッドミル（BWSTT）はパーキンソン病（PD）の
歩行機能改善に有効とされるが、運動継続の困難さや効果持続性の観
点から重症例に対する有効性は未確立である。本研究はHoehn ＆ 
Yahr 4の重症PD症例に、臨床で実施可能な短時間プロトコルによる
BWSTTの効果を検証した。

【症例報告】
　 対 象 は76歳 女 性、 罹 病 6 年、MDS-Unified Parkinson’s Disease 
Rating Scale Part III61点であった。入院時10m歩行テストは48.45秒

（0.21m/s）/64歩、Timed Up and Go testは61.4秒、Berg Balance 
Scaleは25点であった。歩行速度の低下・すくみ足の出現・易疲労性
により，病棟内の移動は車椅子であった。介入はABAB単一事例デザ
インを用いて、A期は平地歩行（歩行車使用）、B期はBWSTT（免荷
20％、開始速度0.5km/h）をそれぞれ 2 分× 4 セット、各 5 セッショ
ン実施した。介入はON期に統一し、アウトカムを歩行車使用下での
歩行速度、歩幅とし、介入後に計測した。介入効果はTau-U検定（有
意水準 5 %）で解析した。

【結果】
　初回のBWSTT期（A1からB1）では、速度が0.31±0.05 m/sから0.34 
± 0.02 m/s（p=0.52）、歩幅 が0.13±0.01mから0.14±0.01m（p=0.92）
と有意な変化は認めなかった。A2期ではB1期と有意な変化はなく、
速度は0.32 ± 0.03m/s、歩幅は0.14 ± 0.01mであった。二度目の
BWSTT期（A2からB2）では、速度が0.41 ± 0.03 m/s（Tau-U = 1.00、
p<0.05）、歩幅 が0.16 ± 0.01 m（Tau-U = 0.88、p<0.05）と有意な改
善を認めた。BWSTT では介入初期に重心移動を補助する介助を要
したが、B2終了時には介助なしで実施可能となり、練習速度は0.5km/
hから0.8 km/h に到達した。介入前後において日常生活の歩行は軽介
助を維持したが、歩行速度の向上とすくみ足の軽減により病棟トイレ
移動が介助下で可能となった。

【考察】
　B1期で有意な改善が得られなかった一方、B2期ではA2期と比較し
て速度と歩幅とも有意な改善を示し、短時間BWSTTの効果は学習効
果や適応過程を伴うことを示唆する。介助軽減や練習速度向上も学習
効果を裏付ける結果であり、重症PD患者における短時間BWSTTは
少なくとも 2 週間の反復介入が必要であることを示唆している。

【結論】
　重症 PD症例において、適切な設定下での短時間BWSTT の反復は
歩行指標およびADLの改善に寄与する可能性がある。

【倫理的配慮】
研究は、ヘルシンキ宣言および厚生労働省の人を対象とする医学系研
究に関する倫理指針および臨床研究に関する倫理指針を遵守し、対象
者の個人情報の保護に十分留意した。対象者には、本研究の目的およ
び収集される資料の使用、同意の撤回の自由について口頭および書面
にて十分に説明し、文章による同意を得た後に実施した。
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P2-10-5 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
Miller Fisher症候群を罹患後に両眼性複視と酩酊歩容
を呈した1症例に対する片眼遮蔽療法の効果

池内　潤1）・坂井　拓哉1）・長田　悠路2）

1） 医療法人倚山会田岡病院リハビリテーション科
2） 徳島文理大学保健福祉学部理学療法学科

Key words / �Miller Fisher症候群，歩行，片眼遮蔽療法
　

【目的】
Miller Fisher症候群（以下、MFS）は複視や酩酊歩容を呈するが、
介入研究の報告は少ない。片眼遮蔽療法（以下、EP）は複視の改善
や姿勢制御の安定化に寄与する可能性がある。本研究ではMFSの歩
行障害に対するEPの効果を検討した。

【方法】
対象は60歳代男性で両眼性複視と酩酊歩容を呈し、自覚的視性垂直位

（以下、SVV）が右15°に偏位していた。方法は、EP（左眼遮蔽）条
件と未装着条件で初回（発症後47日）、中間（54日）、最終（74日）に
即時変化を評価した。評価はSVVと複視、SPLYZA Motion（SPLYZA
株式会社）を用いて単脚支持期の骨盤・体幹傾斜角（前額面）、頚部
と骨盤中央部の加速度（左右方向）、時間的非対称性、歩隔を抽出した。
解析は10歩行周期の連続歩行データを用いた。統計解析はShapiro-
Wilk検定で正規性を確認し、対応のあるt検定またはWilcoxon符号付
き順位検定を用いた。

【結果】
EP装着でSVVと複視が即時に正常化し、発症後50日以降は未装着で
SVVが正常であった。初回はEP装着で右単脚期に体幹右側屈角が増
加（平均±SD：未装着0.54±1.59度 → EP装着4.92±3.96度、p＜0.05）、
右骨盤下制が増加（1.53±1.63度 → 4.45±3.93度、p＜0.01）、右方向
への骨盤加速度が減少した（1.34±28.55 m/s2 → -0.33±32.30 m/s2、
p＜0.05）。中間はEP装着で右単脚期に体幹右側屈角が増加（2.11±1.42 
→ 2.66±1.96、p＜0.05）、右骨盤下制が減少（3.57±1.43 → 2.87±1.12、
p＜0.01）、右方向への骨盤加速度が減少した（-10.98±22.44 → -4.68±
21.49、p＜0.05）。最終はEP装着で右単脚期に体幹右側屈角が減少（2.07
±1.47 → 1.54±0.94、p＜0.05）、右骨盤下制が減少（1.55±1.18 → 0.41
±1.02、p＜0.01）、右方向への骨盤加速度は両条件で正常値に近づい
た（-2.69±17.32 → -2.14±17.11）。

【考察】
EPでSVV及び複視が即時に正常化したが、姿勢制御に一時的な不安
定化を示した。これは、Asslnder（2015）の報告から感覚の重み付
けの過程において急激な視覚入力の変化が不安定性を引き起した可能
性がある。中期と最終では、自然寛解が主な要因となり、感覚の重み
付けの進行も寄与して姿勢制御が安定化したと思われる。

【結論】
EPは視覚入力を即時的に改善させるが、姿勢制御への影響に注意を
要する可能性がある。

【倫理的配慮】
本研究は当院倫理委員会の承認を得た（承認番号：202501）。その後、
ヘルシンキ宣言に基づき、被験者に研究参加に対する自由意志と権利
の承認、個人情報の保護に対する配慮を十分に説明し同意を得た。

P2-10-6 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
ギラン・バレー症候群後遺症者への体外衝撃波と運動
療法を併用した1回の理学療法介入による変化

本橋　直樹1）・伊藤　実央1,2）・古澤　浩生1）・山崎　弘嗣3）・
天草　弥生4）

1） リハビリテーション天草病院リハビリテーション部
2） 埼玉県立大学大学院保健医療福祉学研究科
3） 埼玉県立大学保健医療福祉学部理学療法学科
4） リハビリテーション天草病院医局

Key words / �ギラン・バレー症候群，体外衝撃波，ステップ動作
　

【はじめにまたは目的】
本症例報告の目的は歩行改善に繋がり難かった症例に対して、体外衝
撃波と運動療法による介入を実施し、ステップ動作の即時変化を検証
することである。

【症例報告】
＜症例紹介＞
50代男性。ギランバレー症候群による四肢・体幹の麻痺と四肢末梢の
異常感覚を認めた。臨床的体幹機能評価は2/20点であった。MMTは
体幹伸展 3 、股関節伸展は右 3 、左 3 、足関節底屈右 2 、左 3 。
ROMは股関節伸展右 5 °左10°、足関節背屈右－ 5 °左10°であった。
＜方法＞
介入は計40分間実施した。左前方ステップ動作はマーカレスモーショ
ンキャプチャを用いて計測し、取得した身体 3 次元座標位置から体幹
前傾・右股関節伸展・右足関節背屈角度を算出し、介入前後で比較し
た。

【経過】
＜介入前評価＞
立位姿勢は胸椎屈曲・腰椎過前彎位で、両膝ロッキングにより支持し
ていた。左前方ステップでは、支持脚となる右股関節伸展・足関節背
屈可動域制限により股関節伸展位が維持できず、体幹前傾位であった。
また、右下肢筋出力低下により膝折れを認めた。計測した左前方ステッ
プ中の関節角度は体幹前傾7.9°、右股関節伸展5.2°、右足関節背屈9.4
°であった。
＜介入内容＞
重度の筋硬結により可動域制限への徒手改善が困難であったため、体
外衝撃波を用いて両側の大腿直筋・下腿三頭筋の筋硬結緩和を図った。
可動域改善後、筋出力向上を目的とした運動療法として、両側の中殿
筋・大腿直筋・ハムストリングス・下腿三頭筋に対して、①ハーフブ
リッジ②下肢キッキング③立位重心移動練習を行った。
＜介入後評価＞
立位姿勢における腰椎過前弯・膝ロッキングが軽減した。両側殿筋群・
大腿筋群の筋出力がMMT4～ 5 と向上した。左前方ステップ動作中
の関節角度は体幹前傾3.2°、右股関節伸展10.4°、右足関節背屈13.6°
となり、体幹過前傾が軽減した。

【考察】
体外衝撃波により、徒手介入が困難であった深部の筋硬結が改善し、
可動域が拡大した。また、可動域改善後に筋力強化を図ったことでス
テップ動作時の姿勢崩れに対する問題点に効率的に介入できた。この
ように、物理療法と運動療法を適切に組み合わせたことにより、短時
間で治療成果が得られたと考える。

【結論】
体外衝撃波と運動療法を併用した介入は、ステップ動作の姿勢崩れに
対する即時変化をもたらす可能性が示唆された。

【倫理的配慮】
本症例報告は所属施設倫理委員会の承認を得ている（承認日：2023年
5 月30日）。また、ヘルシンキ宣言に基づき、対象者に症例報告の趣
旨を説明し、口頭及び書面にて同意を得た。
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P2-10-7 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
運動難易度の工夫による歩行動作の改善と応用動作獲
得の難しさ皮質性小脳萎縮症患者におけるリハビリ報
告
井戸本　弘人
公立那賀病院リハビリテーション科

Key words / �脊髄小脳変性症，歩行，運動難易度
　

【はじめに】
皮質性小脳萎縮症（以下：CCA）は、孤発性の脊髄小脳変性症（以下：
SCD）の一型である。臨床的には緩徐進行性の小脳失調が主徴である。
IlgらはSCD患者に対しバランス・協調運動練習を行い、SARAや歩
行速度の改善を報告しているが、具体的なプログラム記載は少ない。
今回、運動難易度設定の工夫により歩行能力の改善がみられたため報
告する。

【症例報告】
50歳代男性。 3 年前より歩行困難あったが経過観察。複数回転倒。他
院でCCAと診断され入院、リハビリ。 1 ヶ月後X日当院転院。X+50
日環境調整目的で転院。

【経過】
初期評価（X+ 1 日）：独歩中等度介助
MMT：著明な筋力低下なし　失調検査：指鼻試験 右+-左-踵すね試
験 右-左+-
片脚ヒップリフト 動揺右++左++膝立ちふらつき++
10MWT：21秒60歩、TUG：35.8秒
SPPB： 1 点　SARA：14点　Mini-BESTest： 1 点
歩行：ワイドベース小刻み、後方重心。
方向転換：ふらつき、小刻みで困難　跨ぎ動作不可

【方法】
臥位→四つ這い→膝立ち→座位→立位で体幹トレーニングに加え、跨
ぎ動作・スラローム歩行等の応用動作練習。 7 割程度の成功を目安に、
狭所や二重課題等で難易度を調整。

【結果】
最終（X+50日）：歩行 独歩見守り
失調検査：変化なし　片脚ヒップリフト 動揺右-左-　膝立ちふらつき
-　片膝立ちふらつき+
10MWT：9.8秒23歩　TUG：15.1秒
SPPB： 1 点　SARA： 8 点　Mini-BESTest：15点　
歩行：ワイドベース小刻み、後方重心軽減。
方向転換：ふらつき・小刻み軽減　跨ぎ動作：可能（踏み外しあり、
小刻み増加）
動作レベルに日内変動あり

【考察】
本症例は体幹失調が主症状のCCA患者であった。臥位～立位の体幹
トレーニングにより体幹・股関節機能が改善。跨ぎ動作やスラローム
歩行等の応用練習により、環境や速度に応じた難易度調整が可能とな
り、歩行・バランス能力に改善が見られた。段階的な難易度調整によ
り成功体験が積み重なり、動作への恐怖が軽減された。発症から期間
が経過していても改善は可能である。歩行速度・SARA共に改善を認
めたが、日内変動や環境による動作レベル低下、空間認知問題は残存
した。今後は自宅環境調整や訪問リハビリの活用が必要と考える。

【結論】
本症例のリハビリでは量的評価で改善が見られた一方、日常生活にお
ける応用動作の質的評価の重要性を感じた。

【倫理的配慮】
本症例報告は、患者本人から文書による説明と同意を得た上で作成し、
個人情報の匿名化に配慮している。

P2-10-8 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
Duchenne型筋ジストロフィー患者に対する踵補高の
効果ついて：3症例での筋活動に関する検討

滝澤　玲花1）・板東　杏太1）・有明　陽佑1）・宮﨑　裕大1）・
松井　彩乃2）・原　貴敏1）

1） 国立精神・神経医療研究センター病院身体リハビリテーション部
2） 国立精神・神経医療研究センター病院総合外科部整形外科

Key words / �Duchenne型筋ジストロフィー，歩行，筋活動
　

【目的】
Duchenne型筋ジストロフィー（DMD）は関節可動域制限や筋力低下
が進行し、尖足歩行や動揺性歩行が見られる。健常者の尖足歩行は下
腿三頭筋の筋活動は増加するためDMDでも過活動が生じると考え、
当科では筋活動の抑制を目的に踵補高を実施してきた。しかし踵補高
が下腿三頭筋の筋活動をどの程度抑制できるかについては十分に検証
されていない。そこで本研究では歩行可能期のDMD患者を対象に踵
補高が下腿三頭筋やその他筋活動に及ぼす影響を検討した。

【方法】
DMD患 者 3 名（A： 9 歳,B： 7 歳,C： 8 歳 ） に 表 面 無 線 筋 電 図 計
Trigno Avantiセ ン サ ーDELSYSと 三 次 元 動 作 解 析 装 置VICON 
Nexus2.12.1を用い、裸足歩行、踵補高歩行の順で10m歩行を各 6 回、
同日に計測した。踵補高は立位で踵が浮いている高さとし 3 名共
0.5cm踵補高を行った。表面電極は左右腓腹筋内側頭、大腿直筋、大
殿筋に貼付し立脚期における筋活動の積分値を算出し折れ線回帰モデ
ル分析でレベル変化を推定した。

【結果】
患者Aは踵補高によって各筋で有意な変化は認めなかった。患者Bは
踵補高歩行で左腓腹筋内側頭が51.29μv・s（p<0.01）減少、左大腿
直筋は257.61μv・s（p<0.001）減少、左大殿筋は308.98μv・s（p<0.05）
増加した。患者Cは腓腹筋内側頭に有意な変化が見られなかったが右
大腿直筋で2.88μv・s （p<0.01）減少、左大腿直筋で11.32μv・s （p<0.05）
減少、左大殿筋で5.51μv・s （p<0.05）増加を示した。

【考察】
患者Bは踵補高により腓腹筋内側頭の筋活動が減少したと考えられ
る。踵補高によって足関節底屈位となり立脚期で膝関節伸展角度が増
大するため大腿直筋の筋活動が低下した可能性がある。踵補高の代償
として股関節伸展モーメントが増大し大殿筋の筋活動が増強した可能
性が示唆された。患者Cは大腿直筋、大殿筋で患者Bと同様の傾向を
示したため、症例を増やし更なる検討を行う必要がある。
患者Aは初回計測であり踵補高靴のフィッティング等で計測を探索的
に行っている段階であった。今後は計測時の条件統一に努める必要が
ある。

【結論】
DMDに対する踵補高は腓腹筋内側頭の筋活動が減少傾向であったが
その他筋活動や歩行パラメーターを含めて更なる解析を行い、踵補高
の効果を検討していく必要がある。

【倫理的配慮】
本研究は自施設倫理委員会の承認を得て行った。対象者が未成年のた
め代諾者に目的と内容を説明し書面で同意を得た。また対象者には同
内容を平易な言葉で説明し、インフォームド・アセント用紙にて同意
を得た。
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P2-10-9 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
四肢麻痺型ギラン・バレー症候群患者における歩行自
立に影響を及ぼす因子の検討

枡田　隆利1）・曽根　健太1）・井上　知哉1）・中村　道三2）

1） 尼崎だいもつ病院リハ技術部理学療法科
2） 尼崎だいもつ病院診療部脳神経内科

Key words / �四肢麻痺型ギラン・バレー症候群，歩行自立，足関節
背屈可動域制限

　

【目的】
四肢麻痺型ギラン・バレー症候群（GBS）患者において、入院中の理
学療法における目標の一つである「歩行自立」に関連する臨床的因子
を明らかにすることを目的とする。

【方法】
2019年～2024年に入院し、理学療法を実施したGBS患者13例（平均年
齢62.8歳）を対象に、退院時の歩行自立可否により自立群（8例）と
非自立群（5例）に分類。評価項目は、発症～当院入院までの日数お
よび入院期間、Functional Gait（FG）、入院時FIM運動項目、大腿四
頭筋MMT（2以下）、足関節背屈制限の有無とし、群間比較を行った。
歩行開始から自立までの日数と長下肢装具の使用状況も記録。統計解
析は、入院時FIM運動項目の群間比較と発症～当院入院までの日数に
Mann-Whitney U検定、 2 値データ（MMT2以下、足関節背屈制限、
FG）にはFisherの正確確率検定を用いた。

【結果】
入院時FIM運動項目には有意差を認めなかった（p＝0.299）。大腿四
頭筋MMT2以下の割合は自立群62.5％、非自立群80％で、有意差は認
めなかった（p＝1.000）。足関節背屈制限は自立群では全例「なし」、
非自立群では 5 例中 3 例に制限があり（平均－6.6°）、有意差を認め
た（p＝0.018）。FGは群間に有意差はなかった。歩行自立群のうち 4
例は長下肢装具を使用し、歩行開始から自立まで平均111.3日を要し
た。一方、装具非使用の 4 例では同期間は平均27.8日であった。歩行
自立群の当院入院から歩行自立までの期間は平均147.7日であった。
また、発症から当院入院までの期間は、自立群では平均59.6±31.5日、
非自立群では117.0±126.0日で有意差は認めなかった（U検定 p＝
0.524）。

【考察】
大腿四頭筋MMT2以下の症例でも歩行自立する例は多く、足関節背
屈可動域の保持が重要な因子と考えられた。さらに、長下肢装具を使
用した症例でも時間は要するが歩行自立は可能であり、GBS/CIDP 
Foundationの理学療法ガイドライン（2014）が示す「装具による早
期立位・歩行練習の有用性」とも一致し、重症例に対する継続的理学
療法の有効性が示唆された。歩行自立までの平均在院日数147.7日は
脳血管疾患リハビリテーション料の期限（150日）に近接しており、
GBSの病態特性を踏まえたうえで、医療機関・障害者施設・在宅など
各段階での継続的介入体制の確保が重要である。

【結論】
重症例のGBSにおいても足関節背屈可動域の保持と、早期からの装具
使用を含む長期的な歩行練習が、歩行自立に寄与する重要な因子と考
えられる。

【倫理的配慮】
本研究は当院倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：2024-
33）。また、ヘルシンキ宣言に則り、患者個人が特定されないよう匿
名化を行い、データは適切に管理した。

P2-10-10 ポスター2-10   神経筋疾患歩行
Lance-Adams syndromeの1例における運動療法と薬
物療法による段階的介入と歩行制御の適応過程

後藤　祐貴1）・川元　芳彦1,2）・上野　奨太1,3）・黒田　歩1,3）・
髙屋　成利4）・吉尾　雅春1）

1） 千里リハビリテーション病院セラピー部
2） 大阪公立大学大学院リハビリテーション学研究科
3） 畿央大学大学院健康科学研究科神経リハビリテーション学研究室
4） 千里リハビリテーション病院脳神経内科・リハビリテーション科

Key words / �Lance-Adams syndrome，動作性ミオクローヌス，
同時収縮指数

　

【はじめに】
　Lance-Adams syndrome （LAS） は低酸素脳症後に起こる動作性ミ
オクローヌス （action myoclonus； AM） である。ミオクローヌスは、
不規則で短時間の筋収縮に伴う不随運動であり主動筋と拮抗筋に同時
に収縮が起こることが多い。今回、段階的な環境調整から姿勢制御の
自動化を促す運動療法と薬物療法を併用し、歩行能力とともに表面筋
電図で経過をモニタリングした。これらの介入により屋外歩行を獲得
した 1 例を報告する。

【症例報告】
　50代男性。入院前ADL自立。心室細動に伴う低酸素脳症発症 6 週
後に当院入院。既往に先天性無虹彩症 （右失明、左視力0.002） あり。
発症時よりクロナゼパム4.5mg/日を内服。入院時、運動麻痺や感覚
機能低下、顕著な筋力低下はないが、動作時に四肢を中心に陽性ミオ
クローヌスが認められた。陰性ミオクローヌスは認められなかった。
AM重症度評価では頻度、強度共に20点と体幹、上下肢は重度で、歩
行は困難であった。Scale for the assessment and rating of ataxia 

（SARA） 21点、Mini-balance evaluation systems test （Mini-BESTest） 
0点であった。

【経過】
　ベッド上や壁支持など、安定した環境での床上動作や立位練習によ
りAMの抑制を図りつつ、歩行は前腕支持型歩行車から開始した。 5
週 目 に 手 す り 歩 行 へ 進 む もAMに 変 化 な く、 ペ ラ ン パ ネ ル 

（perampanel； PER） 2.0mg/日が追加された。歩行時の右前脛骨筋、
右腓腹筋内側頭の活動を表面筋電図（TS-MYO）で測定し、各歩行
周期の同時収縮指数 （co-contraction index； CI） を算出し、 5 試行分
の平均値を出した。右単脚支持期47.8%、右遊脚期61.4%と高値を示し
た。 6 ～15週目にかけてPER6.0mg/日まで増量し、歩行は点滴スタ
ンド、T字杖、フリーハンドへと段階的に進め、自動的な制御を促し
た。また、屋外歩行練習も行った。19週目以降は内服副作用と思われ
る易怒性亢進からPER4.0mg/日へ減量した。25週目、AM重症度評価
は頻度 4 点、強度 8 点、歩行は屋内フリーハンド自立、屋外杖見守り、
速度1.35m/s、CIは右単脚支持期27.6%、右遊脚期34.5%で同時収縮は
減少した。SARA6点、Mini-BESTest23点となった。

【考察】
　段階的な環境調整から姿勢制御の自動化を促す運動療法と薬物療法
を併用した結果、AMが抑制され、歩行時の同時収縮も減少し、最終
的に屋外歩行の獲得に至った。

【結論】
　LASには環境調整や姿勢制御の自動化を促す運動療法と薬物療法
の併用が有効と考えられる。

【倫理的配慮】
本症例には趣旨を十分に説明し、書面にて同意を得た。
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P2-11-1 ポスター2-11   脳損傷歩行2
脳卒中片麻痺患者の足部変形に対する手術療法前後の
歩容変化 ～マーカーレス動作解析を用いた症例報告～

莟　志帆1）・田中　昭成1）・野口　大助1）・三宮　克彦1）・
本田　啓太2）・中西　俊人3）・時里　香3）

1） 熊本機能病院総合リハビリテーション部
2） 熊本保健科学大学リハビリテーション学科理学療法学専攻
3） 熊本機能病院脳神経内科

Key words / �足部変形，手術療法，マーカーレス三次元動作解析
　

【はじめに】
脳卒中後の痙縮による足部変形は歩行能力低下の要因となり，適切な
運動学習や自立歩行の妨げとなる．種々の痙縮治療で改善が得られな
い場合には，手術療法の検討が必要となる．今回，手術療法を施行後
に自立歩行を獲得し，歩行速度の改善を認めた症例について，マーカー
レス動作解析システムを用いて評価を行った．術前後の客観的な歩容
変化と術後の課題について報告する．

【症例報告】
左被殻出血による右片麻痺を呈した50代女性であり，22病日に当院へ
転院した．Stroke Impairment Assessment Set運動スコアは股関節
2 ，膝関節 2 ，足関節 0 であり，Modified Ashworth Scale（MAS）
足関節は 1 であった．徐々に筋緊張が亢進し，MAS足関節は 2 となっ
た．内反尖足と槌趾変形も増強し，疼痛が出現した．

【経過】
134病日に術前評価を行い，138病日に腓腹筋腱膜切離術（Vulpius変法）
および長母趾・長趾屈筋腱切離術を施行した．術後翌日より荷重練習
を再開し，189病日に術後評価を実施した．術前後の歩行評価では，
金属支柱付き短下肢装具とT字杖を使用した状態での6 mの快適歩行
をマーカーレス動作解析システム（ICpro-AK，ヒューテック株式会社）
で 5 回計測した．
術後は内反尖足・槌趾変形および疼痛が消失し，MAS足関節は 2 か
ら 0 へ改善した．歩行速度は0.34から0.53 m/sへ改善し，ストライド
長と歩行率の改善も観察された．ステップ長の対称性は，非麻痺側ス
テップ長に対する麻痺側ステップ長の比として算出され，この指標は
0.58から0.90へ改善した．初期接地では膝関節の伸展角度が-23.7度か
ら-10.6度へ増大し，荷重応答期では膝関節の過剰な屈曲運動の減少と
股関節の伸展運動の増大がみられた．立脚期後半では，修正leg 
extension angle（矢状面における股関節と足関節を結んだ線と体幹の
なす角）が6.1度から13.8度へ増大した．遊脚期では下肢分回し運動が
5.5度軽減したが，前遊脚期の膝関節最大屈曲角速度と遊脚期の膝関
節最大屈曲角度の変化は乏しく，Stiff Knee Gaitが残存した．

【考察】
マーカーレス動作解析システムを用いて客観的かつ多面的に歩行を評
価することで，手術による足部変形の改善が，立脚期の運動学的特徴
の変化を伴い，歩行速度を改善することを示した．今後はStiff Knee 
Gaitに対する膝関節運動の協調性向上や筋緊張コントロールを目的と
した理学療法介入が必要と考える．

【倫理的配慮】
対象者に症例報告の趣旨を十分に説明した．また，症例報告を拒否し
ても不利益を被らないことを説明し，自由意志に基づき同意を得た．
対象者の個人情報は一切公開せず，得られたデータは個人が特定でき
ないよう匿名化した．

P2-11-2 ポスター2-11   脳損傷歩行2
二重課題条件下でのPC型注意機能評価による屋外歩
行時の注意配分障害の検出：症例報告

石榮　龍之介1）・蓮井　成仁1,2）・大場　晴登1）・田口　潤智3）・
中谷　知生1）・森岡　周2,4）

1） 宝塚リハビリテーション病院療法部
2） 畿央大学大学院健康科学研究科神経リハビリテーション研究室
3） 宝塚リハビリテーション病院診療部
4） 畿央大学ニューロリハビリテーション研究センター

Key words / �脳卒中，屋外歩行，注意機能
　

【はじめに】
屋外歩行では、歩行を維持しながら同時に車・歩行者・路面状況など
多様な環境情報を処理する必要がある。この「歩きながら周囲に注意
を向ける」能力は二重課題処理能力である。PC型注意機能評価ツー
ル@ATTENTIONは受動的注意機能を評価できるが、単一課題評価
では同時処理能力の低下を検出できない可能性がある。今回、二重課
題条件下で@ATTENTIONを実施することで、屋外歩行時の注意機
能障害を評価可能か検討した。

【方法】
症例は左被殻出血を呈した患者（50代女性）であり、CT所見では左
前頭葉白質に浮腫を認めた。第12病日に当院へ入院した。運動麻痺は
軽微で病棟内ADLは独歩自立であった。第18病日、屋外歩行では歩
行自体は安定していたが、歩行中に「赤信号に気づかない」「近づく
自転車を認識できない」「段差を見落とす」など、環境への注意が欠
如し、療法士の口頭指示なしには危険な状況であった。第23病日に@
ATTENTION（クレアクト社）を用いて、屋外歩行の注意配分状況
を再現する評価を実施した。単一課題条件では画面上の視覚刺激への
反応のみを行い、二重課題条件では視覚刺激への反応と同時に「歩行
中の会話」を想定した継続的な質問応答課題を付加した。これは屋外
歩行中の「環境を見ながら考える・判断する」状況を模擬したもので
ある。測定項目は反応時間平均値（RT-mean）と反応時間左右比

（RT-ratio）とした。
【結果】
単 一 課 題 条 件 で は、RT-ratioは0.96秒（ 健 常 平 均1.05±0.09）、RT-
meanは1.26秒（健常平均1.24±0.40）といずれも健常範囲内であった。
一方、二重課題条件では、RT-ratioは0.96秒と変化はなかったが、
RT-meanは1.54秒と延長し、健常平均から逸脱した。

【考察】
単一課題で正常範囲内であったRT-meanが二重課題負荷により著明
に延長した結果は、屋外歩行時に観察された環境認識の遅れと関連す
る可能性がある。左被殻出血および左前頭葉白質の浮腫により、複数
課題への注意資源配分機能が障害されたと考えられる。大村らの報告
と同様に、本症例でも左前頭葉白質病変による注意配分障害が示唆さ
れた。

【結論】
二重課題条件下でのPC型注意機能評価は、屋外歩行時の注意配分障
害を検出する一助となる可能性がある。症例蓄積により、本法の有用
性検証が必要である。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき、対象者の保護に十分留意し、対象者には同
意を得た後に実施した。
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P2-11-3 ポスター2-11   脳損傷歩行2
高強度の歩行練習により全身持久力が改善した脳卒中
患者-大腿骨頚部骨折を併発した1例-

押野　真央・小関　忠樹
済生会山形済生病院リハビリテーション部

Key words / �高強度トレーニング，多併存疾患，歩行
　

【はじめに】
脳卒中片麻痺患者は全身持久力が低下することで、移動能力が制限さ
れ，日常生活中の活動量や生活の質が低下する。全身持久力低下に対
する理学療法として高強度トレーニングが有効とされるが、再発症例
や年齢、併存疾患により強度設定に難渋する場面が多い。今回、脳卒
中再発と同時に大腿骨頸部骨折を受傷した脳卒中片麻痺患者に対し
て、高強度トレーニングの運動強度設定に基づき歩行練習を実施した。
その臨床経過を振り返り、脳卒中片麻痺患者に対する歩行練習の強度
設定について考察することを本報告の目的とした。

【症例報告】
本症例は70歳代女性、左被殻出血発症時に転倒し右大腿骨頚部骨折を
受傷（人工骨頭置換術施行）した。既往歴に左視床出血（7年前）が
あり、今回発症までは短下肢装具（底屈制動）とシルバーカーを使用
し屋外歩行が自立していた。35病日に回復期リハビリテーション病棟
へ入棟し、入棟から87病日までの約 2 か月合計180～300m /日の歩行
練習を実施していた。しかし、この時点の連続歩行距離はシルバーカー
で約200m程度、 6 分間歩行試験（6MWT）は195m、試験時の修正
Borg scaleは 2 であった。患者Hopeである「歩いてスーパーで買い
物をする」には歩行能力が不十分であった。

【経過】
91病日時点で、右下肢運動麻痺はBrunnstrome Stage Ⅳ、右大腿骨
頚部骨折後の疼痛は改善していた。呼吸・循環器疾患の既往・併存疾
患がないことから高強度トレーニングの強度設定に基づき歩行練習を
実施した。目標運動強度を最大心拍数（220－年齢）の70～80%とし、
1 セット 5 分間のシルバーカー歩行練習を毎日 2 セットずつ40日間実
施した。
高強度トレーニング開始18日後（109病日）時点で6MWTは222m、
5 分間歩行練習時のシルバーカー連続歩行距離は180mで、修正Borg 
scaleは0.5であった。持久力は改善傾向にあった。さらに、41日後（132
病日）時点で6MWTは273m、 5 分間歩行練習時のシルバーカー連続
歩行距離は250mで、修正Borg scaleは 0 であった。6MWTの結果か
ら屋外歩行が可能な水準まで改善した。高強度トレーニングによる有
害事象は認めなかった。

【考察】
脳卒中再発と整形外科疾患が併存した症例において、心肺機能低下に
よる全身持久力低下に対する高強度トレーニングに基づく歩行練習
は、全身持久力の向上に有用である可能性が考えられた。

【倫理的配慮】
本報告にあたり、症例の個人情報とプライバシーの保護に配慮し、充
分な説明を行った後に口頭で同意を得た。

P2-11-4 ポスター2-11   脳損傷歩行2
急性期脳卒中患者に体重免荷装置を用いた平地歩行練
習を行い歩行自立となった一例

大内　統継・松下　彩奈
柏厚生総合病院リハビリテーション科

Key words / �脳卒中，歩行，BWSOT
　

【はじめに】
脳卒中治療ガイドライン2021（改定2023）では歩行改善に頻回な歩行
練習が勧められる。また、亜急性期の歩行練習に部分免荷トレッドミ
ル 練 習Partial Body Weight-Supported Treadmill Training

（PBWSTT）は妥当とされている。しかし、亜急性期以降の脳卒中患
者にPBWSTTを行った報告はみられるが急性期での報告は少なく、
体 重 免 荷 装 置 を 用 い た 平 地 歩 行 練 習Body Weight Supported 
Overground Training（BWSOT）の報告も少ない。今回、発症早期
の脳卒中患者にBWSOTを行い歩行自立となったため報告する。

【症例報告】
80歳代女性。既往に胸腰椎圧迫骨折、変形性膝関節症術後、外傷性慢
性 硬 膜 下 血 腫 術 後 あ り。X日、 橋 梗 塞 を 発 症 し 入 院。National 
Institutes of Health Stroke Scale 6点。 2 病日より理学療法を開始し、
10病日に回復期病棟へ転棟した。通常の理学療法に加えてBWSOTを
4 病日に開始し 7 病日まで行った。免荷量は先行研究を参考に体重の
20％とした。介入効果検証のためStroke Impairment Assessment 
Set （SIAS）、Trunk Control Test（TCT）、Functional Ambulation 
Categories（FAC）を 3 病日、 7 病日に測定した。

【結果】
7 病日後、SIASは57点から64点、うち体幹機能は腹筋力が 1 点から
2 点に上昇した。TCTは49点から87点、FACは 0 点から 3 点に上昇
した。シルバーカー歩行は10m可能だが、体幹前傾姿勢で歩幅に左右
差が生じ、修正Borgスケール 4 。BWSOTでは 1 介入あたり平均
110m歩行可能で、歩幅の左右差は少なく、修正Borgスケールは 2 ～
3 。12病日に片手補助具にてFACが 4 点となった。

【考察】
本症例のシルバーカー歩行では体幹前傾姿勢で股関節伸展が得られな
かったこと、両上肢支持のため上肢および体幹の交互性が得られな
かったことが歩行効率低下に影響し、歩行距離が担保できなかったと
考える。一方、BWSOTでは免荷装置の懸垂機能により体幹伸展活動
の促通があり体幹機能向上が得られたため、交互型歩行が行いやすく
なり、シルバーカー歩行と比較して歩行距離も増加したと考える。
Masieroらは脳卒中患者の歩行能力は体幹機能と関連性があるとして
おり、今回のBWSOTにより体幹機能の向上が早期に得られ、歩行自
立につながったと考える。

【結論】
発症早期からBWSOTを含む理学療法を行い身体機能向上、歩行自立
度向上が得られた。BWSOTは歩行予後に良好な影響を与える可能性
があると考える。今後は症例数を増加し早期より行うBWSOTの効果
検証を行いたい。

【倫理的配慮】
本報告はヘルシンキ宣言に従って実施し、本人および家族に症例報告
の目的、方法、プライバシーの保護、参加の自由意志に関して説明を
行い、文書にて同意を得た。
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P2-11-5 ポスター2-11   脳損傷歩行2
脳梗塞発症後から16年経過後、筋腱移行術を実施し反
張膝が改善した症例

新藤　雅和
世田谷記念病院リハビリテーション科

Key words / �内反尖足，筋腱移行術，反張膝
　

【はじめに】
脳卒中片麻痺患者の歩行は,運内反尖足にともない立脚で反張膝を起
こし,長期的な膝関節痛の原因となる.今回,16年前の視床出血により,内
反尖足・反張膝を呈した症例を筋腱移行術後に歩行改善・装具再選定
目的にて介入したため,報告する.

【症例紹介】
症例は,右視床出血により左片麻痺を呈した50歳代の女性である.16年
前に視床出血を発症し,回復期を経て退院した。その後、反張膝によ
る疼痛が出現し、金属支柱付き短下肢装具 （AFO） とスウェーデン膝
装具を使用していた.その後筋腱移行術を受けた。
初期評価はBrunnstrom recovery stage （BRS） がII  II - Ⅳ,下肢の
Stroke Impairment Assessment Set-Motor （SIAS-M） は4 - 4 - 3,下肢
のFugl Meyer Assessment （FMA） は24 / 34点,表在感覚が軽度鈍麻,
深 部 感 覚 は 中 等 度 鈍 麻,下 腿 三 頭 筋 のModified Ashworth Scale 

（MAS） は2,足関節の背屈可動域 （右/左） は10/0,Berg Balance Scale 
（BBS） は37 / 56 点,10 m 歩行は最大歩行速度で86.4秒・62歩であっ
た.歩行は,T字杖と金属支柱付きAFOを使用して,軽介助であった.

【経過】
前医にて筋腱移行術を施行した。術後40日にリハビリ目的にて当院に
入院となる。初期はMid StanceからTerminal Stanceにかけ,反張膝が
出現していた.足関節の関節可動域改善目的のストレッチ・関節可動
域練習をした.また,腹部・股関節・膝関節周囲の安定性向上への介入
をした.最終評価は,BRS・SIAS-M・FMA・感覚検査に変化はなかっ
た.MASは1,背屈可動域は15/5,BBSは46/56点,10m歩行は29.0秒・30歩
に改善し,反張膝は軽減した.歩行は、タマラック継手付き短下肢装具
を使用し自立となった.

【考察】
　本症例の反張膝の改善の一番の要因としては,足関節の関節可動域
の改善と考えられる.反張膝の原因は,多岐にわたる。筋腱移行術によ
り足部の可動性が向上したことで,立脚期の脛骨の前傾が出現したこ
とと、殿筋群と膝関節周囲筋の促通をすることで立脚時の膝関節の安
定性が向上し、反張膝の軽減につながった可能性があると考えられる。

【倫理的配慮】
本症例にはヘルシンキ宣言に基づき、症例報告の目的と意義を説明し、
同意を得た。

P2-11-6 ポスター2-11   脳損傷歩行2
脳卒中片麻痺者に対し機能的電気刺激と非麻痺側単脚
立位練習の臨床的効果

重松　亜貴人・杉村　雅人・奥本　充
伊予病院リハビリテーション部

Key words / �非麻痺側単脚立位，機能的電気刺激，脳卒中
　

【はじめに】
　脳卒中片麻痺症例における歩容の特徴の一つに、麻痺側のクリアラ
ンス低下を主体とする歩行能力低下をよく経験する。先行文献による
と、クリアランス低下は、麻痺側の膝関節屈曲や足関節背屈を中心と
する屈曲機能不全が主な原因と報告されている。今回、足関節背屈運
動に機能不全を有し、麻痺側遊脚期クリアランス不良を呈する脳卒中
片麻痺患者に対し、機能的電気刺激と非麻痺側単脚立位保持に着目し
介入をした結果、クリアランス改善により歩行自立に至った一例を経
験したため、経過と介入内容の考察を加え報告する。

【症例報告】
　アテローム血栓性脳梗塞Bad type、右片麻痺を呈した60代男性。
第17病日に当院に転院。初期評価は、Brunnstrom Recovery Stage

（BRS）下肢Ⅰ、Fugl-Meyer assessment下肢項目（FMA）は反射 2
項目が出現し 4 点。Stroke Impairment Assessment Set下肢運動機
能（SIAS） 0-0-0、歩行はFunctional Ambulation Category（FAC）
0 点、10m歩行テスト（10MWT）・ 6 分間歩行実施困難。 

【経過】
　入院当初より歩行練習を開始。第49病日より機能的電気刺激機器で
あるIVES Pro（オージー技研製）のセンサートリガーモード（STモー
ド）を用いた歩行練習を約 5 週間介入。右前脛骨筋モーターポイント
に電極貼付、立上がり・下がり時間は0.1sに設定した。併せて、非麻
痺側立脚期の不安定性に着目し、ステップ位や麻痺側下肢をボール上
に乗せる非麻痺側単脚立位練習を実施した。期間中の歩行評価は、足
圧分布計（インターリハ社製）を使用した。
　第80病日、FMA20点、SIAS2-2-0、非麻痺側単脚支持期26.6%・麻
痺側単脚支持期19.8%、10MWT 0.52m/s。この時期は、クリアランス
不良が残存していたため、STモードによる歩行練習と姿勢保持練習
は課題難易度を調整しつつ継続した。第107病日、FMA23点、SIAS4-
4-1、非麻痺側単脚支持期34.0%・麻痺側単脚支持期25.0%、10MWT 
0.88m/s。第139病日（最終評価）は、BRS下肢Ⅳ、FMA23点、SIAS 
4-4-1、FAC5点、10MWT1.59m/s、 6 分間歩行350m。

【考察】
　本症例は左内包後脚病変により皮質脊髄路および皮質網様体路が損
傷し、麻痺側上下肢の錐体路障害および非麻痺側体幹機能低下を呈し
ていた。非麻痺側単脚立位練習により体幹筋賦活と非麻痺側単脚支持
期の安定性が得られ、さらに機能的電気刺激により前脛骨筋へ歩行周
期同期型のバイオフィードバック効果をもたらし、クリアランスと歩
行速度が改善し歩行自立に至ったと考える。

【倫理的配慮】
本症例には、今回の研究についての目的と方法を口頭にて説明を行い、
同意を得た。説明内容には、研究の意義・目的・参加による利益と不
利益、個人情報保護の取り扱いを含めた。また、当院の倫理調査委員
会の承認を得て実施した。（承認番号：2025-2）
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P2-11-7 ポスター2-11   脳損傷歩行2
長下肢装具を使用しての歩行介助方法に着目した一例

志田　充啓1）・我妻　昂樹2）

1） 国立病院機構仙台医療センターリハビリテーション科
2） 東北文化学園大学医療福祉学部/リハビリテーション学科

Key words / �歩行，装具療法，急性期
　

【はじめにまたは目的】
今回、皮質下出血により右重度運動麻痺、姿勢定位困難等を呈した症
例を介入する機会を得た。臨床で長下肢装具（以下、KAFO）を使用
し、姿勢定位困難の症例を担当する機会がある。その際、後方介助、
無杖の歩行を実施しているが麻痺側下肢荷重が不十分、歩行リズム、
距離延長に難渋する経験がある。重度運動麻痺を有する場合、後方介
助、無杖は麻痺下肢Swing介助が基本だが、本症例では右下肢の荷重
不十分、左下肢Swing可能も外側接地、姿勢の崩れが著明であり、介
助方法を検討した。

【方法または症例報告】
本症例は70歳代の女性、脱力感の訴えで当院に搬送され、左前頭頭頂
葉内側皮質下に血腫を認め、保存加療となった。既往は認知症、高脂
血症、アミロイドアンギオパチー。入院前は自立であった。
初期評価では右運動麻痺はBrunnstrome　Recovery StageⅡ、姿勢
定位困難、認知症を認め、基本動作は重度介助であった。Functional 
Independence Measure（以下、FIM）は合計18点であった。

【結果または経過】
入院日より開始され、第 6 病日KAFO使用の歩行を開始した。
KAFO使用で後方介助、無杖歩行を実施したが、左下肢Swingが右遊
脚期と同時に生じ、重度介助であった。そのため、介助方法を左下肢
を徒手介助、右下肢Swingを足部介助に変更し中等度介助と軽減した。
31病日に回復期病院への転院となった。
退院時の右下肢運動麻痺はBRSⅡ、姿勢は介入後は座位は見守りで可
能となる事があったが、介助が必要であった。FIM運動項目は20点、
認知項目は11点となった。

【考察】
脳卒中治療ガイドライン2021では急性期リハビリテーションとして早
期座位・立位、装具を用いた早期歩行が勧められ、亜急性期以後の歩
行障害に対して長下肢装具を使用する事は妥当であるとされる。
本症例は姿勢定位困難を有し、KAFO使用の歩行を実施するか否かは
分かれると考えるが、歩行を実施した。本症例は一般的の歩行介助と
違う方法で実施し、改善につながったかどうかは疑問だが、定式化し
た介助方法にとらわれず、症例の運動機能や動作の異常に合わせて、
方法を変更する事は歩行を展開する上で、重要であると考えられる。

【結論】
本症例を通じ様々な介助方法を検討、獲得し症例に応じて使い分ける
技術を獲得する事は重要であると考えた。
今回、実施した理学療法が妥当であったか、他に有効な方法がなかっ
たかを確認する必要があると考える。

【倫理的配慮】
本症例に対して、書面と口頭にて説明し、同意を得た事をここに報告
する。

P2-11-8 ポスター2-11   脳損傷歩行2
脳卒中片麻痺患者の歩行能力に対する脳小血管病変の
潜在的影響

伊藤　優也1,2）・清水　宏明2）・鈴木　智士1）・佐藤　真由子1）

1） 秋田県立循環器・脳脊髄センター機能訓練部
2） 秋田県立循環器・脳脊髄センターリハビリテーション医学研究部

Key words / �脳小血管病変，歩行能力，片麻痺
　

【目的】
脳小血管病変（Cerebral Small Vessel Disease：SVD）は、脳血管性
パーキンソニズムに代表される運動障害の要因であり、高齢者の歩行
障害と関連する。一方、脳卒中片麻痺患者における歩行能力低下には、
運動麻痺や感覚障害に加えSVDの影響が潜在している可能性がある。
本研究では、回復期脳梗塞片麻痺患者におけるSVDスコアと歩行能
力との関連を明らかにし、他の臨床因子を調整しSVDの独立した影
響を検討した。

【方法】
当院回復期病棟退院時の脳梗塞片麻痺患者126名（男性：69名、年齢：
74.5±11.5歳）を対象とした。主評価項目は、10m最大努力歩行試験
による速度、歩幅/身長比、歩行率とした。 STRIVE基準に基づき、
MRI（発症 1 週以内）から白質病変、ラクナ梗塞、拡大血管周囲腔、
脳微小出血を評価しSVDスコア（0～ 4 点）を算出した。SVDスコア
を基に、対象を正常群（0点）、軽度群（1-2点）、重度群（3点以上）
に分類し、群間比較を行った。比較は一元配置分散分析（歩行率のみ
Kruskal-Wallis検定）で主効果を確認後、Bonferroni法で多重比較を
行った。単回帰分析と理論的妥当性を基に説明変数を選定し、年齢、
性別、脳梗塞タイプ、在棟期間、下肢Brunnstrom Recovery Stage、
下肢感覚障害の有無、Mini-Mental State Examinationを共変量とし
た重回帰分析によりSVDスコアの独立した関連性を検討した。

【結果】
群間比較では全ての主評価項目で主効果が有意であった（p<0.01）。
歩幅/身長比（正常群：39.2±6.1%、軽度群：34.0±9.7、重度群：28.5
±9.3）は、全群間で有意差を認めた（p<0.05）。速度（正常群：1.7±
0.5m/s、軽度群：1.3±0.6、重度群：1.0±0.5）と歩行率（正常群：中
央値152.6steps/min、軽度群：140.6、重度群：132.3）は、正常群と
軽度・重度群に有意差を認めた（p<0.05）。重回帰分析では、SVDス
コアは全ての主評価項目に対し独立した有意な関連を示した（p<0.05）。

【考察】
SVD重症度は、運動麻痺や感覚障害とは独立して歩行能力低下と関
連していた。SVDは前頭葉深部、基底核、脳幹などに好発し、前頭
皮質下回路や網様体脊髄路といった運動・姿勢制御ネットワークを介
して歩行能力に影響を及ぼす可能性がある。SVDは、運動麻痺の背
景に存在する歩行能力低下の潜在因子であり、片麻痺例において考慮
されるべき病変である。

【結論】
SVD評価は片麻痺患者の歩行能力評価における新たな視点を提供し、
リハビリテーション戦略の個別化に寄与する可能性がある。

【倫理的配慮】
本研究は当院倫理審査委員会の承認を受けて実施された（承認番号：
25-7）。ヘルシンキ宣言に基づき、データ収集および結果の公表に際
しては、個人情報の匿名化に十分配慮した。対象者には、オプトアウ
トによる情報公開を通じて、研究参加の拒否機会、登録情報の閲覧お
よび修正の権利を保障した。
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P2-11-9 ポスター2-11   脳損傷歩行2
重度運動麻痺、半盲、注意障害を認め転倒リスクが高く
歩行再建に難渋した症例

寺村　涼馬・安部　陽子・佐藤　元哉・菅原　侑哉・北條　朝陽
社会医療法人医翔会札幌白石記念病院リハビリテーション技術室

Key words / �運動麻痺，高次脳機能障害，歩行再建
　

【はじめに】
運動麻痺および注意障害は、日常生活動作や歩行能力に大きな影響を
及ぼす。運動麻痺に加え、注意障害による環境適応困難は、転倒リス
クや歩行再建を妨げる要因となる。今回、重度運動麻痺に加えて半盲
や注意障害を認め、歩行再建に難渋した症例について報告する。

【症例報告】
症例は60歳代男性。診断名は左アテローム血栓性脳梗塞。右麻痺を認
め当院に救急搬送。 2 病日にリハビリ開始。 3 病日に長下肢装具歩行
を 開 始、12病 日 に 当 院 回 復 期 入 棟。 入 棟 時 評 価 は 右 片 麻 痺
Brunnstrom Recovery Stage（以下BRS）：上下肢Ⅱ、Berg Balance 
Scale（以下BBS）： 2 点、半盲、失語症を認めた。高次脳機能は失語
症や易怒性あり全般評価困難だが、Frontal Assessment Battery（以
下FAB）： 4 点、Trail Making Test（以下TMT）-A、B共に不可、
Mini-Mental State Examination（ 以 下MMSE）：11点、Functional 
Independence Measure（以下FIM）：34点（運動項目：18点、認知項
目：16点）

【経過】
回復期入棟後は長下肢装具使用し、歩行練習を実施。立位保持が安定
しトイレ動作などは軽介助で可能となるが、注意が転動した際にバラ
ンスを崩す場面を認めた。62病日に短下肢装具歩行開始。装具の着用
を拒む場面や声掛けによる制止を聞かない場面を認めた。歩行中は突
発的な躓きを認めるが、本人の情動や周囲の環境によって介助量は浮
動的であった。退院時評価として、BRS：上下肢Ⅲ、BBS：33点、歩
行はT字杖とGait Solution Design（以下GSD）を使用し監視レベル、
10m歩 行： 最 速10.61秒、Functional Ambulation Categories： 3 、
FAB： 8 点、MMSE：22点、TMT-A：123秒、TMT-B： 中 断、
FIM：84点（運動項目：62点、認知項目：22点）。

【考察】
先行研究では声掛けにより立ち止まる場合は転倒リスクが高く、ワー
キングメモリ機能が低下している場合は注意の容量がオーバーしてし
まうため対策として立ち止まることを選択している可能性があると報
告されている。
本症例は運動麻痺により歩行の自動化が失われていることに加え、半
盲、失語症、注意障害を認めており、転倒リスクは高い状態であった。
装具使用により、歩行へ割く注意の容量を軽減するため歩行の自動化
を目指し、周囲へ注意を向けられるよう介入した。結果、監視歩行が
可能となり転倒リスクも軽減した。

【結論】
歩行再建に難渋したが歩行の自動化や注意練習により監視下での歩行
が可能となった。

【倫理的配慮】
本発表はヘルシンキ宣言に則り、個人情報の取り扱いに十分配慮し、
対象者本人やご家族様に趣旨を説明した上で口頭にて同意を得た。

P2-11-10 ポスター2-11   脳損傷歩行2
脳卒中患者の自力歩行獲得における代償運動の特徴
-ウェアラブルデバイスを用いた歩行変動性の検討-

尾科　洋輔
江東リハビリテーション病院リハビリテーション科

Key words / �脳卒中，歩行分析，変動性
　

【はじめに】
脳卒中患者の歩行は時間的・空間的非対称性といった代償運動を利用
して自力歩行を獲得している例も少なくない.今回の目的は,自力歩行
を獲得した脳卒中患者 3 例の歩行定常性の評価指標である歩行変動性
をウェアラブルデバイスを用いて計測し,代償運動の特徴を記述的に
検証することである.

【症例紹介】
症例 1 は左アテローム血栓性脳梗塞を発症し第12病日に当院に入院し
た60歳 台 男 性 で あ る.入 院 時,Fugl-Meyer Assessment Lower 
Extremity（FMA-LE） は25点,Functional Ambulation Categories

（FAC）は2,Berg Balance Scale （BBS）は24点だった.第36病日に自力
歩行を獲得した.症例 2 は左中大脳動脈領域の脳梗塞を発症し第23病
日に当院に入院した50歳台女性である.入院時FMA-LEは31点,FACは
2,BBSは39点だった.第52病日に自力歩行を獲得した.症例 3 は左被殻出
血を発症し第24病日に当院に入院した50歳台男性である.入院時FMA-
LEは24点,FACは1,BBSは32点だった.第42病日に自力歩行を獲得した.

【方法】
歩行評価は 3 次元加速度センサーAYUMI EYE（株式会社早稲田
EHA製 ） を 第 3 腰 椎 に 装 着 し,10mの 直 線 路 を 快 適 歩 行 速 度

（Comfortable walk speed：CWS）,最 大 歩 行 速 度（Fast walk 
speed：FWS）の 2 条件で実施した.解析は二次元動作解析ソフト
Kinoveaを用いた.測定時期は自力歩行獲得時とした.測定項目は歩行
速度,歩幅対称性（麻痺側歩幅/非麻痺側歩幅） ,立脚時間対称性（麻痺
側立脚時間/非麻痺側立脚時間）,歩行の定常性を示す躍度（jerk 
cost）,重複歩行時間変動性（Stride time variability： STV）とした.STV
は 1 歩行周期時間の標準偏差を平均値で割り算出した.

【結果】
症 例1/症 例2/症 例 3 の 順 に,CWS条 件 で は,歩 行 速 度（m/sec）
1.13/0.88/0.65,歩 幅 対 称 性0.95/1.03/1.03,立 脚 時 間 対 称 性
1.04/0.95/1.09,jerk cost2628.9/1649.0/2091.9,STV（%）1.43/3.35/5.34
だった.FWS条件では,歩行速度（m/sec）1.60/1.32/0.96,歩幅対称性
0.98/1.02/0.90,立 脚 時 間 対 称 性0.94/0.94/1.02,jerk 
cost8575.9/3494.5/3102.3,STV（%）3.21/5.04/4.94だった.

【考察】
症例 1 はFWS条件で他 2 例と比較し,歩行速度が高値且つSTVが低値
であり,良好な反応を示す一方,jerk costより滑らかさを代償戦略とし
て利用していると考えられた.STVは単脚及び両脚支持間を包含して
おり,時間構造の違いを考慮する必要がある.

【結論】
脳卒中患者の自力歩行は歩行変動性を優先的な代償戦略として用いる
可能性がある.

【倫理的配慮】
本発表はヘルシンキ宣言に基づき,対象者に十分な説明を口頭及び書
面にて行い同意を得た.
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P2-12-1 ポスター2-12   脳損傷歩行3
重度脳卒中患者の歩行獲得と運動頻度に着目した症例
報告 ～3ヶ月間の平均歩数と身体機能の経過報告～

鹿志村　和央
緑成会病院リハビリテーション部

Key words / �重度脳卒中片麻痺，歩数，歩行介助量
　

【はじめに】
脳卒中後の片麻痺患者に対して積極的な歩行訓練を行うことは,脳卒
中診療ガイドライン2021でも強く推奨されている.しかし,Functional 
Ambulation Categories（以下FAC）で分類 0 ~ 1 の歩行困難患者に
対する歩行訓練量は議論の余地がある.本症例を通して,回復期リハビ
リテーション病棟（以下回復期病棟）入院後から 3 ヶ月の運動量・歩
数を計測し運動頻度と機能回復の経過を詳細に報告する.これにより,
脳卒中後の歩行障害に対しての具体的な運動量を知る一助になると考
える.

【症例報告】
61歳の男性,疾患名は右視床出血.発症から43日で当院回復期病棟に転
院.脳画像所見では,脳室穿破・放線冠・内包後脚の損傷を認めた.初期
評価より,Fugl-Meyer Assessment下肢項目（以下FMA-LE）11点,重
度感覚障害,FAC0点であった.入院から 2 週間後より,リハビリテー
ション（以下リハビリ）中の歩数・歩行距離・運動プログラムを記録
した.担当者は,常に動画を撮影し歩数の計測・プログラムの所要時間
を計測した.その他,担当療法士以外の運動療法の内容・各種プログラ
ムの所要時間などを記録した.

【結果】
歩数の平均値417歩/日,歩行距離の平均159m/日となった.期間中に
は,Covid-19罹患による居室隔離があり一時的に運動量の低下を認め
た.また,担当療法士以外の介入中の臥床でのプログラム時間は平均37
分/日となり大半が麻痺側に対するストレッチであった.評価結果
は,FMA-LE19点・FAC3点となり歩行能力の改善を認めた.

【考察】
先行研究では,入院時FAC2以上の介助歩行患者で 1 日の平均歩数は
4286歩とされており歩行能力の改善と有意な相互作用効果が認められ
ている.本症例は,FAC0の歩行困難症例であり日常生活上で歩行が困
難であったことと担当者以外の歩数は含まれていないことから先行研
究より大きく歩数が下回る結果となったが,歩行能力の改善が認めら
れた.歩数や歩行距離に関しての妥当性は今後更なる検討が必要とな
るが,日常生活で歩行困難な症例に対する運動量として具体的な数値
を示すことができたと考える.

【結論】
FAC0の歩行困難者でも,入院時から417歩/日以上と159m/日以上の歩
行訓練を行うことで歩行介助量の変化が期待できる.

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言に沿って,対象者に対し研究の目的・方法・
個人情報の取り扱いについて十分に説明し,書面による同意を得た上
で実施した.研究対象者の個人情報は,匿名化処理を行い,個人を特定で
きる情報は一切含まれていない.また、動画撮影の際は他の患者・病
院関係者が写り込まないよう環境に配慮して実施した.

P2-12-2 ポスター2-12   脳損傷歩行3
音響性驚愕反射による歩行時下肢筋協調パターンの位
相依存的変調：病態理解への新たな視点

大西　空1,2）・水田　直道1,3）・蓮井　成仁2）・高村　優作1）・
藤井　簾1,4）・森岡　周1,2）

1） 畿央大学ニューロリハビリテーション研究センター
2） 畿央大学健康科学研究科神経リハビリテーション学研究室
3） 日本福祉大学健康科学部
4） 医療法人田中会武蔵ヶ丘病院武蔵ヶ丘臨床研究センター

Key words / �音響性驚愕反射，歩行，下肢筋協調パターン
　

【はじめに】
脳卒中をはじめとする中枢神経疾患では，歩行時の下肢筋協調パター
ンの破綻が機能回復を阻害する．この病態には網様体脊髄路（RST）
の過活動が深く関与するが，RSTと筋協調パターンの関連性は十分に
解明されていない．音響性驚愕反射（ASR）は，大音量刺激により
RSTを賦活できる手法である．RSTは脊髄中枢パターン発生器（CPG）
と密接に相互作用するため，我々は「歩行中のASRは位相特異的に
下肢筋協調パターンを変調させる」と仮説を立てた．本研究は，健常
者においてこの仮説を検証し，中枢神経疾患患者の病態解釈と治療戦
略開発に向けた科学的基盤を確立することを目的とした．

【方法】
健常成人男性16名（28.8±1.93歳）を対象に，トレッドミル歩行中

（3.5km/h）に通常音刺激（80dB）と驚愕刺激（120dB）を各20回提
示した．刺激時期により立脚期群（踵接地後57ms）と遊脚期群（つ
ま先離地後52ms）に無作為割付した（各 8 名）．胸鎖乳突筋と下肢 8
筋の筋活動を記録し，非負値行列因子分解により筋協調パターンを抽
出後，階層的クラスター分析で群間共通パターンを同定した．パター
ン間の類似性はコサイン類似度により定量化し，反復測定二元配置分
散分析で統計解析を行った（p<0.05）．

【結果】
立脚期の驚愕刺激では，多くの筋が活動促進した一方，ヒラメ筋と腓
腹筋は有意に抑制され（p<0.05），立脚期時間も短縮した（p=0.012）
また，立脚期のASRでは通常 3 つの協調パターンが 4 つに増加し，
前脛骨筋とハムストリングス優位の屈筋パターンが出現した．このパ
ターンは他条件のパターンと有意に異なり（類似度<0.40），独立した
運動プログラムの発現を示唆した．遊脚期のASRでは筋活動の軽度
促進のみで協調パターンは維持された．

【考察】
立脚期ASRが屈筋協調パターンを異所性に誘発することが明らかと
なった．120dBの高強度刺激は，相反抑制機構を介して足底屈筋を抑
制しつつ屈筋群を賦活し，位相切り替えを促進した．この現象は，
RSTがCPGに作用し，逃避反射様の運動プログラムを誘発することを
示している．従来，ASRの研究は個別筋の変化に焦点を当ててきたが，
本研究は筋協調パターンの変調を示した点で新規性が高い．

【結論】
ASRは立脚期特異的に屈筋協調パターンを誘発し，位相の切り替え
を促進する．本知見は，中枢神経疾患患者の異常な筋協調パターンの
病態解釈と新たな神経理学療法の開発に向けた重要な科学的根拠とな
る．

【倫理的配慮】
本研究は畿央大学倫理審査委員会の承認を得て（承認番号：R5-36）、
ヘルシンキ宣言に基づき実施した。全参加者から書面による同意を取
得した。
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P2-12-3 ポスター2-12   脳損傷歩行3
脳卒中片麻痺者における新たな歩行評価指標Gait 
Degree Index（GDI）の臨床的妥当性の検証

森　嘉裕1,2）・早川　康之3）・加藤　士雄4）・加藤　雄大1,5）・
安彦　かがり1）・春名　弘一4）・昆　恵介3）

1） 札幌麻生脳神経外科病院リハビリテーション部
2） 北海道科学大学大学院保健医療学研究科保健医療学専攻
3） 北海道科学大学保健医療学部義肢装具学科
4） 北海道科学大学保健医療学部理学療法学科
5） 北海道科学大学大学院保健医療学研究科リハビリテーション科学専攻

Key words / �Gait Degree Index （GDI），脳卒中片麻痺者，定量的
歩行分析

　

【はじめに】
脳卒中片麻痺者は歩行障害を呈することも多く,転倒リスクの増大や
活動制限に直結する.そのため,片麻痺者の歩行評価は重要であり,近年
では歩容評価にGait Assessment and Intervention Tool（G.A.I.T.）
などが広く用いられている.しかし,G.A.I.T.は視診を前提とするため評
価者間のばらつきが避けられず,矢状面の関節運動を定量的に評価す
るには限界がある.そこで本研究では,股,膝,足関節と下腿の角度から歩
行中の異常を数値化する新たな評価指標Gait Degree Index（GDI）
を開発した.本研究の目的は,GDIが歩容の異常を適切に捉える指標で
あるかを,G.A.I.T.との相関分析を通じて検証することを目的とした.

【方法】
健常者298名の歩行データを用いて,1歩行周期中の 8 相における股,膝,
足関節と下腿の角度を歩行速度・身長で正規化し,平均および標準偏
差を算出した.被験者の関節角度を同様に正規化・標準化し,zスコアが
± 3 を超える関節を異常と定義し,32項目中の異常割合をGDIスコアと
した.対象は脳卒中片麻痺者21名（平均年齢53.7±9.9歳）とし,VICON
社製三次元動作解析装置により歩行データを取得した.歩行条件は本
人処方の短下肢装具または裸足とし,10m歩行路を至適速度で 5 施行
実施した.歩容評価にはG.A.I.T.を用い,矢状面の関節運動評価に対応さ
せるため,前額面の項目などを除いたG.A.I.T.2を作成した.GDIスコア
とG.A.I.T.,G.A.I.T.2の相関をピアソンの積率相関係数により分析し,有
意水準はp＜0.05とした.

【結果】
GDIスコアとG.A.I.T.にはいずれも有意な正の相関が認められた

（G.A.I.T.：r＝0.61, G.A.I.T.2：r＝0.62, p＜0.01）.
【考察】
近年の報告では,評価の信頼性と妥当性などの面から歩容評価には
G.A.I.T.が推奨されている.よって,G.A.I.T.とG.A.I.T.2においてGDIが有
意な正の相関を認めたことは,GDIが片麻痺者の歩容評価として有用だ
と考えられる.GDIは,関節角度を標準化することで,客観的かつ再現性
のある歩容評価を可能とする.特に歩行周期各相における異常を数値
化し,可視化できる点は,介入効果の判定や治療方針の立案において有
用であると考えられる.

【結論】
GDIは矢状面の関節運動を定量的に評価し,G.A.I.T.との有意な相関を
示したことから,片麻痺者の歩容評価において臨床的妥当性を有する
可能性が示唆された.一方,GDI算出には三次元動作解析装置が必要で
あり,臨床で簡便に計測可能なツールの活用や精度検証が必要である.

【倫理的配慮】
本研究は,札幌麻生脳神経外科病院倫理委員会,北海道科学大学倫理委
員会の承諾を得て実施した.（研究倫理第437号,研究倫理第2021-35
号）.また利益相反関係にある企業等はない.

P2-12-4 ポスター2-12   脳損傷歩行3
片麻痺歩行における両脚支持期の股関節パワー特性に
基づく歩容の分類と運動力学的特性

藤本　夏花1）・森　公彦1）・寺前　達也2）・間野　直人3）・
桑原　嵩幸4）・中條　雄太1）・脇田　正徳1）・武原　来実1）・
鈴木　芳徳1）・西本　吉希1）・長谷　公隆5）・野田　智之2）

1） 関西医科大学リハビリテーション学部理学療法学科
2） 株式会社国際電気通信基礎技術研究所脳情報研究所
3） 関西医科大学附属病院リハビリテーション科
4） 関西医科大学香里病院リハビリテーション科
5） 関西医科大学リハビリテーション医学講座

Key words / �片麻痺歩行，脳卒中，歩行解析
　

【はじめに】
片麻痺歩行における前遊脚期の下肢関節の協調障害は、膝関節屈曲の
減少と代償運動を招く。両脚支持期（DS期）では、非麻痺側への荷
重と麻痺側の抜重が連動し、両股関節のinterlimb coordinationは、推
進から遊脚への移行や代償の理解に重要な視点となる。本研究では、
DS期における股関節パワー特性から、運動学的、運動力学的特性を
明らかにすることを目的とした。

【方法】
生活期片麻痺者76名（平均64.7歳）に対し、3 次元歩行解析を行った。
立脚期後半のDS期において、麻痺側（p）の垂直床反力が非麻痺側（np）
を下回る時点を荷重移行点とした。その前後（early/late）の股関節
パ ワ ー（early/late_p/np_HipPower： W/kg） の 平 均 を 算 出 し、
K-meansクラスタリングを実施した。麻痺側膝関節屈曲角度と
HipPowerの関係はSpearmanの順位相関係数、群間比較には、矢状面
で麻痺側の推進力（pPF）、足関節パワー、膝関節屈曲角度・角速度、
前額面で体幹角度とlimb angleを算出して検証した。有意水準は 5 %
とした。本研究はJSPS科研費JP23K16560の助成を受けて実施した。

【結果】
麻痺側最大膝関節屈曲角度はlate_p_HipPower（rs=0.70）、early_np_
HipPower（rs=0.32）、late_np_HipPower（rs=0.54）と有意に関連し
た。クラスタリングによりA群11名、B群14名、C群20名、D群31名に
分類された。late_p_HipPowerはA群（中央値4.7W/kg）が最も高く、
B群（2.8） はC群（0.9）、D群（0.2） よ り 有 意 に 高 か っ た。B群 は
early_np_HipPower（2.4）も他群より高く、late_np_HipPower（4.0）
はA群との差が有意でなかった（p=0.075）。C群のlate_np_HipPower

（2.5）はD群（0.9）より有意に高かった。C・D群の最大膝関節屈曲
角度はA・B群より小さかったが、C群のDS期の最大膝関節屈曲角速
度はD群より有意に高かった。DS期の非麻痺側体幹角度変化と遊脚
期最大limb angleはC・D群で有意に大きかった。B群とC群のpPFと
late_p_足関節パワーはA群より低く、D群より高かった。

【考察】
B群は非麻痺肢での代償によりA群と同程度の膝関節運動を保ったが、
C群と類似して麻痺肢による蹴り出しは低下していた。C群の非麻痺
肢での代償は膝関節屈曲角速度を高めたが、角度変化は不十分であり、
C・D群とも体幹傾斜やぶん回しを引き起こしていた。

【結論】
荷重移行点に基づく股関節パワー特性は、DS期の推進力低下と代償
運動の発現を捉え、運動戦略の再構築に応用できる可能性がある。

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言および「人を対象とする生命科学・医学系
研究に関する倫理指針」に基づき、所属機関の倫理委員会で承認を得
て実施した。
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P2-12-5 ポスター2-12   脳損傷歩行3
脳卒中後の歩行再建における長期的なリハビリテー
ションの効果：転倒後の再介入による機能回復

川上　美優・田村　哲也・吉尾　雅春
千里リハビリテーション病院セラピー部

Key words / �脳卒中，歩行再建，機能回復
　

【はじめに】
　当院の回復期リハビリテーション病棟（回復期）在院中に転倒し、
外傷性クモ膜下出血を受傷した脳卒中者を担当した。長期間の介入に
より、装具を使用せず屋内見守りでの杖歩行が可能となった経過につ
いて報告する。

【症例報告】
　80代女性、脳底動脈閉塞に対して血栓回収術を施行後（X日）、
X+34日に当院の回復期に入院した。入院時は、Stroke Impairment 
Assessment Set （SIAS）運動機能：0-0-0-0-0、感覚（表在/深部）：
3/3、Berg Balance Scale （BBS）： 0 点、全介助レベルであった。脳
画像で、橋の左腹側に梗塞巣を確認し、皮質脊髄路、皮質核路、皮質
橋路、横橋線維の損傷が疑われた。長下肢装具を用いた立位・歩行練
習により、X+174日にはSIAS：1-1A-2-2-1、BBS：34点、10m歩行速度：
0.08m/秒、プラスチック短下肢装具と 4 点杖を使用して屋内歩行軽
介助となった。X+181日に転倒し、右頬骨骨折と外傷性クモ膜下出血
を受傷。その後、転院を経て、X+188日に再入院となった。

【経過】
　再入院時、BBS：20点、10m歩行速度：0.07m/秒と身体機能の低下
を認め、再度プラスチック短下肢装具と 4 点杖を使用した歩行練習を
実施した。その後X+251日ではSIAS：3-3-2-2-2と麻痺側上肢機能に改
善が見られた。そのため歩行器を用いた歩行練習を試みたところ、約
200mの前型歩行が可能となり、立位・歩行時間や距離が拡大できた。
最終評価はX+332日でSIAS：4-4-4-4-4、BBS：43点、10m歩行速度：0.4m/
秒、装具なしで屋内杖歩行見守りとなった。

【考察】
　Buvarpらは、75歳以上の中等度脳卒中患者の歩行機能について、
発症後 1 年以内で経時的に悪化する可能性を報告している。しかし、
本症例では発症後 8 ヵ月を過ぎた時点で、随意運動、姿勢制御、歩行
能力の改善が認められた。これは、残存する脊髄-小脳系システムを
活用した荷重下での立位・歩行練習および姿勢制御練習を長期間にわ
たって継続した結果であると考えられる。
　本症例から得た経験は、長期的な介入が身体機能や日常生活動作の
改善に寄与する可能性を示しており、回復期退院後においても、地域
資源を活用しつつ継続的なリハビリテーションを実施できる体制の構
築は、歩行再建や機能回復に重要と考える。

【結論】
　長期的な介入は、身体機能および日常生活動作の改善に寄与する可
能性があり、継続的なリハビリテーションを実施できる体制の構築が
重要である。

【倫理的配慮】
対象者へ研究内容について説明を実施し同意を得た。

P2-12-6 ポスター2-12   脳損傷歩行3
中等度片麻痺患者における杖歩行時の代償姿勢と連合
反応の変化  －T字杖と四点杖の比較－

天羽　飛翔1）・池内　潤1）・榎本　昌賢1）・橋本　尚典1）・
長田　悠路2）

1） 田岡病院リハビリテーション科
2） 徳島文理大学理学療法学科

Key words / �脳卒中片麻痺，杖歩行，動作解析
　

【はじめに】
　我々は昨年の当学会にて、杖形態（T字杖・四点杖）の違いが片麻
痺患者の歩行に及ぼす影響について症例報告を行った。四点杖歩行時
の方が屈曲姿勢が強まり、かつ非対称性や連合反応が増悪する結果が
得られたが、これらは単一症例の結果であり、一般的なものであるか
は定かではない。その為、今回は症例数を増やし、複数例に同様の事
がいえるか検討することを目的とした。

【方法】
　杖歩行見守りレベルの回復期脳卒中患者 7 名（年齢：71.7±18.6歳、
下肢Brunnstrom stage Ⅲ： 2 名、Ⅳ： 5 名）を対象とし、直線 6 m
の至適速度歩行をT字杖・四点杖の 2 条件で計測した。計測はiPad（3
台）にて矢状面・前額面から同時に撮影し、3D動作解析アプリ

（SPLYZA Motion）にて運動学的指標を抽出した。項目は、麻痺側・
非麻痺側立脚期での股関節内転、屈曲、伸展角度、麻痺側肘関節屈曲
角度、麻痺側単脚支持期中の非麻痺側への体幹側屈角度、Symmetry 
Index（SI）とし、各項目の 3 歩行周期分の平均値を算出した。統計
処理はR.4.3.3を使用し、データの正規性の判定後、対応のあるt検定
またはWilcoxon符号付順位和検定にて比較した（有意水準 5 %）。

【結果】
　麻痺側立脚期の股関節屈曲角度（T字杖：8.2±7.1度、四点杖：10.0
±7.8度、p=0.049）、麻痺側単脚支持期中の体幹側屈角度（T字杖：0.3
±1.5度、四点杖：1.5±1.5度、p=0.046）に有意差を認めた。四点杖使
用時の方が麻痺側立脚期における股関節屈曲と非麻痺側への体幹側屈
が大きかった。その他の項目は有意差を認めなかった。

【考察】
　四点杖歩行時は麻痺側立脚期における股関節屈曲と非麻痺側への側
屈が強まり、概ね仮説と同様の結果であった。一方で、肘関節屈曲角
度に差が無かったことから、連合反応への影響は少ないことが考えら
れた。四点杖はその形状と性質上、T字杖と比較してより床面に垂直
に荷重しなければ安定性を得ることが出来ない。その為、非麻痺側へ
体幹を過度に側屈させ、かつ上方から押し付けるように杖への荷重を
図ることにより、全身の屈曲姿勢が助長されたと考える。

【結論】
　片麻痺患者に対する四点杖歩行は、麻痺側立脚期における屈曲姿勢
を強める可能性が示唆された。本研究結果は、片麻痺患者の歩行改善
に向けた最適な杖歩行練習の一助になると考える。

【倫理的配慮】
　本研究はヘルシンキ宣言に基づき、対象者に対して口頭・書面にて
十分な説明を行い、同意を得た。また、本研究は当院倫理委員会の承
認を得てから実施した（承認番号：202502）。
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P2-12-7 ポスター2-12   脳損傷歩行3
脳卒中者の後方介助歩行における介助者の技術が筋シ
ナジーおよび下肢関節角度に与える影響

藤井　なつみ1）・蓮井　成仁1,3）・水田　直道4,5）・田口　潤智2）・
中谷　知生1）

1） 宝塚リハビリテーション病院療法部
2） 宝塚リハビリテーション病院診療部
3） 畿央大学大学院健康科学研究科神経リハビリテーション学研究室
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5） 畿央大学ニューロリハビリテーション研究センター

Key words / �脳卒中，筋シナジー，下肢関節角度
　

【はじめに，目的】
歩行中の筋シナジー数は 4 つとされるが,脳卒中者においてはこれら
の筋シナジーが併合し歩行能力が悪化するとされている.加えて,後方
介助歩行中の重心位置と立脚終期の筋活動が関連することが報告され
ている．したがって,介助歩行の技術が筋シナジーに及ぼす影響を明
らかにすることは,重症例に対する歩行練習内容の構築に関わる．本
研究では脳卒中者の後方介助歩行における介助者の違いが,下肢筋シ
ナジー数および下肢関節角度に与える影響を検証する.

【方法】
対象は脳梗塞を発症した80歳代女性とした.身体機能はBrunnstrom 
stageⅣ,Fugl-Meyer assessment13点であった.方法は10m歩行路にて
熟練セラピスト,中堅セラピスト,新人セラピストによる長下肢装具を
用いた後方介助歩行を行った.測定項目は、10m歩行速度，筋シナジー
数，麻痺側Trailing Limb Angle（TLA）およびLeading Limb Angle

（LLA）,体幹の前後および左右RMSとした.筋シナジー数は，中臀筋,
内側ハムストリングス,外側ハムストリングス,大腿直筋,内側広筋,内側
腓腹筋,ヒラメ筋,前脛骨筋の筋電図（Delsys）のデータに対して非負
値行列因子分解を用いて算出した.TLAおよびLLA，体幹の前後およ
び左右RMSはXSensを使用して算出した.

【結果】
熟練セラピスト,中堅セラピスト,新人セラピストの順で示す.歩行速度

（m/s）は0.71/0.70/0.28,麻痺側下肢のTLA（°）は25.5/23.4/15.3,麻痺
側下肢のLLA（°）は23.0/21.1/12.1,体幹前後RMSは0.93/0.51/0.31,体
幹左右RMSは0.11/1.02/0.37であった.歩行中の下肢筋シナジー数に関
しては,熟練セラピストでは併合なし,中堅セラピストでは立脚前半と
遊脚後半が併合,新人セラピストでは立脚後半と遊脚前半,遊脚後半の
併合を認めた.

【考察】
　介助技術により下肢の筋シナジー数が変化し,熟練セラピストにお
いて下肢筋シナジー数が最も多かった.熟練セラピストと中堅セラピ
ストにおいては歩行速度,麻痺側TLAおよびLLAに著明な違いは見ら
れなかったが,筋シナジー数には違いを認めた.さらに，熟練セラピス
トは，中堅セラピストと比較して体幹左右RMSが低値,体幹前後RMS
が高値であった.これは,歩行中の前方への推進が中堅セラピストより
増大し,下肢筋シナジーと関連を認める可能性がある.したがって，臨
床においてはTLAや歩行速度が重視される傾向にあるが,重症例にお
いては歩行中の適切な重心移動が重要だと考える.

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき，対象者の保護に十分留意し,対象者には同
意を得た後に実施した．

P2-12-8 ポスター2-12   脳損傷歩行3
片麻痺患者の歩行自立度に関連する身体機能および筋
シナジー特性の検討

小倉　歩武1）・中條　雄太2）・間野　直人1,3）・田中　宏明1,3）・
森　公彦2）・長谷　公隆4）

1） 関西医科大学附属病院リハビリテーション科
2） 関西医科大学リハビリテーション学部
3） 関西医科大学大学院医学研究科
4） 関西医科大学リハビリテーション医学講座

Key words / �長下肢装具，筋シナジー，歩行自立度
　

【はじめに】
片麻痺患者に対する長下肢装具（KAFO）を用いた歩行練習により、
歩行自立度の短期的な向上に関与する身体機能や筋電図学的特徴が示
されている。一方、長期的な歩行自立の可否を規定しうる亜急性期の
身体機能や筋活動の協調性（筋シナジー）との関連は十分に解明され
ていない。そのため、亜急性期に着目すべき指標の明確化は、歩行予
後を見据えた治療戦略の構築に寄与すると考える。そこで本研究では、
①亜急性期にKAFOを要した片麻痺患者の身体機能が長期的な歩行
自立度に及ぼす影響を検討し、②身体機能と歩行中の筋シナジーとの
関連を明らかにすることを目的とする。

【方法】
対象は、亜急性期にKAFO装着下で歩行中の筋電図評価を実施し（発
症 後 平 均23.3日 ）、 そ の 後 生 活 期（ 中 央 値7.0ヵ 月 ） にFunctional 
Ambulation Categories（FAC）の調査が可能であった片麻痺患者17
名（平均55.6歳）とした。亜急性期に、下肢Fugl-Meyer Assessment（シ
ナジー・感覚項目）、Trunk Impairment Scale（TIS）を評価し、麻
痺側下肢 8 筋の筋活動を表面筋電図計（Noraxon社製）で記録した。
非負値行列因子分解を用い筋シナジー解析を行い、健常歩行が 4 つの
Moduleで構成されるとの報告に基づき、患者のModule数も 4 つで比
較した。筋の重み付けおよび時間的要素と、健常者との類似度を
Pearsonの相関係数で算出した。統計解析はFACを目的変数、身体機
能を説明変数とした順序ロジスティック回帰分析を行ない、さらに身
体機能とModule類似度の関連を、Spearmanの順位相関係数で検討し
た。

【結果】
FACと有意に関連した身体機能は、TIS（β = 0.22, p = 0.018）と感
覚項目（β = 0.37, p = 0.016）であった。一方、TISは立脚期前半に
体重を支持するModuleの活動パターンの類似度とは有意な正の相関

（r = 0.62, p = 0.008）を示し、立脚期後半に身体を推進させるModule
の活動パターンとは正の相関傾向（r = 0.46, p = 0.065）がみられた。

【考察】
片麻痺患者の歩行自立度は、体幹および感覚機能の影響を受ける可能
性が示唆された。特に体幹機能が良好な症例では、立脚期における
Moduleの活動パターンが健常者に類似しており、体幹を動的に安定
させられるKAFO装着下では、適切な筋活動タイミングでの歩行練習
が可能となり、歩行自立に寄与する可能性が示唆された。

【結論】
体幹機能が適切な立脚期制御に関与することは、亜急性期の歩行練習
において治療方略の構築に寄与する可能性がある。

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言および「人を対象とする生命科学・医学系
研究に関する倫理指針」に基づき、所属する機関の倫理委員会で承認
を得た上で実施された（倫理審査番号：2022150）。
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P2-12-9 ポスター2-12   脳損傷歩行3
動機づけ面接に基づいた関わりを通して歩行能力獲得
を目指した急性期脳梗塞の1症例

柳川　千聖・林　優滋・千葉　弘樹
セコメディック病院リハビリテーション部

Key words / �脳梗塞，動機づけ面接，歩行
　

【はじめに】
急性期脳梗塞において脳底動脈梗塞、National Institutes of Health 
Stroke Scale （NIHSS） 16点以上、71歳以上の高齢、高血圧の既往等
が予後不良の要因とされている。今回、脳底動脈梗塞を発症し、重度
失語症を併発した対象者に対してMotivational Interviewing （MI）に
基づいた関わりを通して歩行獲得を目指した 1 症例を報告する。

【症例報告】
70代男性、右橋梗塞及び右脳底動脈閉塞。既往歴に高血圧症、病前
ADL自立、X月Y日車に乗車しようとした時に嘔吐とふらつきあり救
急搬送。画像所見にて上記診断にて入院。本人のHOPEは自宅退院。
初期評価にてJapan Coma Scale （JCS） Ⅱ-10、modified Rankin Scale 

（mRS） 5点、NIHSS 22点、Trunk Control Test （TCT） 0点、Manual 
Muscle Testing （MMT） 股関節伸展 0 点、Barthel Index （BI） 0点。
予後不良の因子を複数有することに加え、基本動作は全介助であり、
離床意欲が低いため、主治医判断により療養型病院への退院方針とな
る。離床への動機づけのためにMIに基づく関わり方を意識した上で
介入を実施。Y+ 4 日、本人より歩行練習の希望あり、歩行獲得を目
標に起居練習から開始することとした。以降、本人の意欲や動作レベ
ルに応じて段階的に運動療法及び動作練習を進める際にも意欲の継続
を目的にMIを意識した声掛けを実施した。Y+12日、平行棒内歩行練
習開始するも振り出し全介助だったが、以降は徐々に介助量の軽減が
みられた。

【結果】
Y+60日、訓練レベルでは体幹前傾、動作緩慢、補助具なしで両腋窩
中等度介助にて10m、サークル歩行器で軽介助にて100m歩行獲得と
なった。JCSⅠ-2、mRS 4点、NIHSS 7点、TCT 49点、MMT股関節
伸展4-5点、BI 30点。更なるADL動作獲得を目指すため、回復期病棟
に転棟した。

【考察】
予後不良因子を複数持ち、意欲の低さから離床や動作練習が滞ってい
た症例に対し、MIに基づく関わり方を通して意欲を向上させ、練習
への参加を促したことで、歩行レベルの向上に至ったと考える。

【結論】
MIに基づく関わり方を通して意欲の向上、動作練習への参加を促す
ことは、機能改善に寄与することが示唆された。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき、対象者には十分に説明した上で、自由意思
による同意を得た。

P2-12-10 ポスター2-12   脳損傷歩行3
脳卒中者片麻痺における障害物回避時の回旋パターン
分類とその要因

室井　大佑1,2）・松井　博史3）・友野　貴之4）・坂崎　純太郎1,2）・
齋藤　祐太郎5）・小宅　綾希5）・児玉　謙太郎2）・樋口　貴広2）

1） 千葉県立保健医療大学理学療法学専攻
2） 東京都立大学大学院人間健康科学研究科
3） 大阪大学経済学研究科
4） 札幌学院大学心理学部
5） 亀田リハビリテーション病院リハビリテーション室

Key words / �脳卒中，障害物回避，ターン分類
　

【はじめに】
隙間通過課題は、脳卒中者が歩行中に転倒をおこしやすい身体の回旋
動作が含まれ、環境に対する適応能力を検討するために有益な課題で
ある。本研究では、脳卒中後の片麻痺者に対して、隙間通過課題にお
ける支持足、体幹の回転方向、歩数に関するビデオデータを分析し、
そのパターンを分類することを目的とした。さらに、脳卒中者に独特
な通過パターンの背景にある要因を調査した。

【方法】
認知機能に問題が無く、自立歩行が可能な脳卒中者23名、年齢を合わ
せた健常者23名、および健常若年者12名が参加した。参加者は衝突を
避けながら、 5 種類の隙間（肩幅の0.9-1.3倍で0.1倍刻み）を繰り返し
3 回通過した。3 名のセラピストが通過行動のビデオデータを観察し、
支持足、回転方向、歩数を独立して確認した。回答の一致率を決定す
るために、検者間信頼性（カッパ係数）を算出した。結果が一致しな
かった試行は、 3 名のセラピストが再確認を行い、最終的なパターン
を決定した。脳卒中特有のパターンの発生要因を包括的に理解するた
め、下肢運動麻痺、Timed Up and Goテスト（TUG）、隙間幅などの
説明変数を用いて、各パターンのロジスティック回帰モデルを構築し
た。さらに、個人固有のランダム効果を考慮するために、一般化線形
混合モデル（GLMM）を実施した。有意水準はそれぞれ 5 %未満とし
た。

【結果】
カッパ係数は0.764と高い一致率であった。通過パターンは、（A） ピ
ボット、（B-1） 早期ピボット（軸足・体幹同側回旋）、（B-2） 早期ピボッ
ト（軸足・体幹逆回旋）、（C） 複数ステップ、（D） 回旋なしの 5 つに
分類された。これらのうち、パターンB-2とCは脳卒中者のみにみら
れた。GLMM（AIC： 189.35）はロジスティック回帰分析（AIC： 
247.58）よりも良好な適合性を示した。GLMMの結果から、パターン
B-2は 隙 間 幅 が 狭 い ほ ど 発 生 し や す く（95%信 頼 区 間： -0.76 to 
-0.32）、パターンCは隙間幅が狭く（95%信頼区間： -1.20 to -0.77）、
TUGの結果が遅い（95%信頼区間： 0.00 to 0.03）ほど発生しやすいこ
とが示された。

【考察】
脳卒中者は、健常コントロール者と比較して狭い隙間を様々なパター
ンで通過することが分かった。特に複数ステップや軸足に対して体幹
を後方に引くパターンは脳卒中者の身体的制約に対する代償的な方略
であると考えられた。脳卒中者特有のパターンは隙間幅とTUGが影
響するため、これらを考慮した適切なパターンを個別的に検討する必
要がある。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則って実施した。対象者への説明は書面を
用いて実施し、同意書による承諾を得た。また本研究の手続きは、亀
田総合病院倫理審査委員会により審査を受け、承認された（承認番号
なし）。
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P2-13-1 ポスター2-13   脳損傷歩行4
歩行時における膝関節時系列波形の類型化と運動学的
特徴抽出による脳卒中患者の異常歩行パターンの特性
化
細井　雄一郎1）・紙本　貴之2）・浮貝　春菜3）・伊藤　惇亮1）・
川畑　有紗1）・岡田　紘佑4）・春山　幸志郎5）・辻　哲也1）・
川上　途行1）

1） 慶應義塾大学医学部リハビリテーション医学教室
2） 国立病院機構東埼玉病院リハビリテーション科
3） 慶應義塾大学病院リハビリテーション科
4） 済生会東神奈川リハビリテーション病院セラピスト部
5） 順天堂大学保健医療学部理学療法学科

Key words / �歩行分析，時系列解析，運動学的特徴
　

【緒言】
脳卒中患者の歩行パターンは多様な時系列波形を示す．近年，これら
に着目した時系列解析に基づく類型化の報告が散見されるが，抽出さ
れたパターンを特徴づける運動学的指標との関連性については十分に
検討されていない．異常歩行パターンの類型化とその運動学的特徴の
同定は，治療戦略の個別最適化や評価指標の明確化に資する可能性が
ある．本研究では，脳卒中患者における歩行中の麻痺側膝関節波形を
用いた時系列クラスター分析により類型化を図り，抽出された各歩行
パターンの運動学的特徴を明らかにすることを目的とした．

【方法】
対象は2019年 4 月～2025年 3 月に当院で三次元歩行解析を行った自力
歩行可能な生活期脳卒中患者126名（52.9±13.0歳）とした．歩行時の
麻痺側膝関節角度波形を0100%で時間正規化し，Dynamic Time 
Warpingを用いた時系列クラスタリング分析（k-means法）を実施し，
Cluster数はElbow法で決定した．各Clusterと健常成人（n=10）の膝
関節角度波形の差異を，SPM{t}（α=0.05）で評価した．また歩行周
期を両脚支持期・単脚支持期・遊脚期の 3 相に分け，各相を前半・後
半に細分化した 6 相に対する下肢関節角度と，時空間因子を特徴量と
しRandom Forestで重要因子を抽出し，決定木分析により各Cluster
の特徴指標を同定した．

【結果】
膝関節角度波形は 5 つの異常歩行パターンに分類され，健常者と比較
したSPM{t}では，各Clusterで差異の時相や方向は異なっていた

（p<0.01）．Cluster 1， 2 では立脚期後期から両脚支持期での膝屈曲
不全，Cluster 3では立脚初期から終期での膝過伸展，立脚期後期か
ら両脚支持期での膝屈曲不全，Cluster 4では両脚支持期から遊脚期
での膝屈曲不全，Cluster 5では立脚期での膝伸展不全と両脚支持期
から遊脚期前半での膝屈曲不全を認めた．決定木分析では，後半両脚
支持期の膝屈曲が10°以下の場合にCluster 1，立脚後期の股伸展が 3
°以上であればCluster 4，遊脚期前半の膝屈曲が 8 °以上であれば
Cluster 3の傾向を示し，識別に寄与する複数の特徴量が抽出された．
交差検証による平均識別精度は0.60±0.15であり，識別精度に限界は
あるが，探索的有用性が示唆された．

【結論】
抽出された異常歩行パターンでは，主に単脚支持期から遊脚期前半に
おける股関節や膝関節の代償戦略に違いがみられた．本知見は対象者
の歩行パターンに応じた評価や治療意思決定に向けた基礎的資料にな
り得ると考えられる．

【倫理的配慮】
本研究は「ヘルシンキ宣言」および「人を対象とする生命科学・医学
系研究に関する倫理指針」に沿って実施され，所属機関の倫理委員会
にて承認を得た（承認番号：20241171）．データ収集，公表において
は個人情報が特定できないように匿名化を行い，対象者には研究内容
を公開した上でオプトアウトによる同意取得を行った．

P2-13-2 ポスター2-13   脳損傷歩行4
大脳白質病変を有し歩行自立に至らなかった脳卒中軽
度片麻痺症例

林　敦史・川元　芳彦・田村　哲也・吉尾　雅春
千里リハビリテーション病院セラピー部

Key words / �大脳白質病変，脳卒中片麻痺，歩行
　

【はじめに】
脳梗塞による運動麻痺が軽度にもかかわらず、大脳白質病変（White 
Matter Hyperintensities ：WMH）を認め、歩行自立に至らなかった
症例の経過を報告する。

【症例報告】
60歳代女性で脳梗塞を発症し、75病日に当院回復期リハビリテーショ
ン病棟へ入院した。病前生活は自立し会社経営をしていた。14病日撮
像の頭部MRI FLAIR画像で、右内包後脚から放線冠の高信号に加え
て、両側脳室周囲白質と深部白質に連続性をもつ高信号があり、
Fazekasス ケ ー ル 3 の 融 合 性WMHを 認 め た。Stroke Impairment 
Assessment Set（SIAS）運動機能下肢全て 5 。感覚機能問題なし。
Hand-Held Dynamometer（HHD）膝関節伸展右21.0kgf/左11.1kgf。
片脚立位右 3 秒/左 0 秒。Berg Balance Scale（BBS）47点。10m歩行
快適速度0.30m/s。Timed Up and Go test（TUG）34.5秒。 6 分間歩
行テスト135m。Functional Independence Measure（FIM）歩行 2 。
歩行時、左単脚立脚時間短縮と左遊脚期のすり足があり、左側方へ易
転倒性を認めた。Mini-Mental State Examination30点。

【経過】
入院時より、歩行安定性向上を目的に起立練習、ステップ練習、歩行
練習を行った。88病日、歩行時左単脚立脚時間短縮や歩行自立度が改
善せず、上記練習に加え長下肢装具歩行練習を行った。107病日に長
下肢装具歩行練習は終了し、能動型展伸・屈伸回転運動装置（Physibo 
Gait GH-3500）を用いた歩行練習を実施し、131病日から屋外歩行練
習に移行した。
150病日評価。HHD膝関節伸展右23.6kgf/左10.9kgf。片脚立位右16.1
秒/左 0 秒。BBS50点。10m歩行快適速度0.68m/s。TUG13.9秒。 6 分
間歩行テスト220m。FIM歩行 5 。屋外歩行は、会話をしながらの歩
行や距離が300mを超えると、前方へ突進様の歩行となり介助が必要
な場面があった。麻痺側片脚立位は、対側骨盤が下制し姿勢保持が困
難であった。

【考察】
WMHは、歩行障害やバランス障害と関連することが報告されている。
本症例では、運動麻痺が軽度にもかかわらず、麻痺側片脚立位困難な
ことや屋外歩行で突進様の歩行が認められたことから、股関節不安定
性および姿勢制御機能低下が考えられた。これはWMHに伴う運動障
害である可能性があり、最終的な歩行自立獲得に制限を与えたと考え
た。

【結論】
脳梗塞による運動麻痺は軽度であっても、WMHを有する症例では、
股関節不安定性や姿勢制御機能低下等の運動障害が併存し、歩行自立
に制限が生じる可能性がある。

【倫理的配慮】
本症例に対し、発表の趣旨を説明し同意を得た。個人情報の取り扱い
には十分配慮した。
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P2-13-3 ポスター2-13   脳損傷歩行4
複合的なニューロモデュレーション介入により軽量な
短下肢装具の使用が可能となった脳卒中片麻痺の一症
例
守屋　耕平1,2）・奥山　航平1,2）・道願　正歩1,2）・辻　哲也1,2）・
川上　途行1,2）

1） 慶應義塾大学病院ニューロモデュレーションセンター
2） 慶應義塾大学医学部リハビリテーション医学教室

Key words / �ニューロモデュレーション，動作時筋緊張，脳卒中片
麻痺

　

【はじめに】
脳卒中片麻痺患者に対する短下肢装具の使用は、立位や歩行の安定に
有用であり、脳卒中治療ガイドライン2021においても内反尖足を呈す
る患者への使用が推奨されている。一方、装具使用者視点では「装着
の容易さ」「重量」「装着可能な靴」などが装具選好に際して重視され、
簡易な装具を希望されることも少なくない。
今回、装具変更を希望した脳卒中片麻痺患者に対し、複合的なニュー
ロモデュレーション介入を行い、痙縮および歩行時の異常な筋緊張が
軽減し、軽量な装具が使用可能となったため報告する。

【症例報告】
症例は左被殻出血後に右片麻痺を呈した50代男性である。発症 9 年後
より当センターにて週 1 回の頻度で外来での運動療法を開始した。初
回 のFugl-Meyer Assessment下 肢 運 動 項 目（FMA-LE） は20点、
Modified Ashworth Scale（MAS）は股関節内転筋 1 ＋、膝関節伸展
筋 1 、足関節底屈筋 1 ＋であった。歩行速度はT-caneと金属支柱付
き短下肢装具を使用し、快適0.67 m/秒、最速0.85 m/秒であった。裸
足歩行では足部内反と下肢伸展パターンが著明で歩行は困難であっ
た。筋電図評価より全歩行周期にて前脛骨筋と腓腹筋の同時収縮を認
めた。装具について「重く歩きづらい」「履くときに足を傷つけてし
まう」という理由から装具変更を希望していた。

【経過】
痙縮の改善を目的に、末梢磁気刺激と拡散型圧力波を実施した。また、
経頭蓋直流電気刺激（tDCS）併用下で立位・歩行練習を行った。介
入 8 回目に評価用の油圧制動付き短下肢装具を試用し、安全に歩行が
可能なため作成に至った。
装具完成時（介入11回目）のFMA-LEは25点、MASは股関節内転筋 1 、
膝関節伸展筋 1 、足関節底屈筋 1 であり、歩行速度は快適0.89 m/秒、
最速1.10 m/秒と改善を認めた。筋電図では腓腹筋において過活動の
減弱と歩行周期に応じた活動を認めた。

【考察】
tDCSによる皮質脊髄路の興奮性増大、末梢磁気刺激による固有感覚
入力と相反性抑制、拡散型圧力波による筋粘弾性の改善が複合的に作
用し、痙縮や歩行時の異常筋緊張の軽減が得られたことで、油圧制動
付き短下肢装具の使用が可能になったと考える。

【結論】
複合的なニューロモデュレーション介入により、痙縮および歩行時の
異常筋緊張が軽減し、患者の希望に沿った装具変更が可能になった。

（文字数：994/1000）
【倫理的配慮】
本報告は発表にあたり、患者の個情報とプライバシーの保護に配慮し、
対象者に十分な説明を行い、書面にて同意を得た。

P2-13-4 ポスター2-13   脳損傷歩行4
歩行速度の違いに基づく脳卒中後片麻痺者の歩行パ
ターンの特徴

川元　芳彦1,2）・金山　篤樹1）・笹田　啓太1）・大嶺　俊充1）・
千崎　和真1）・上羽　凌雅1）・林　敦史2）・伊藤　直城2）・
黒田　歩2）・向井　康人2）・吉尾　雅春2）・岩田　晃1）

1） 大阪公立大学大学院リハビリテーション学研究科
2） 千里リハビリテーション病院セラピー部

Key words / �脳卒中片麻痺者，歩行速度，歩行パターン
　

【はじめに】
歩行を特徴づける歩行パターンには、対称性、変動性、協調性の 3 つ
の要素がある。本研究は歩行速度の違いにより対象者を 2 群に分類し、
歩行パターンについて比較を行った。

【方法】
脳卒中片麻痺者19名を対象に、両踵にInertial Measurement Unit

（IMU、ATR-Promotions社製）を装着し、快適速度で10m歩行を10
回実施した。IMUデータから踵接地および足尖離地を同定し、歩行
パターンを評価する指標として、立脚期時間対称性（Stance Time 
Symmetry：STS）、遊脚期時間対称性（Swing Time Symmetry：
SWS）、 1 歩行周期時間の変動性（Coefficient of Variation：CV）、協
調性（Phase Coordination Index：PCI）を算出した。PCIはPlotnik
ら（2007）の手法に基づき、左右下肢のステップ時間のズレ（φ
Absolute：φABS）とその変動性（φCoefficient of Variation：φ
CV）を用いた式「PCI = φABS + φCV」により算出した。すべて
の変数は23歩行周期分のデータから求めた。
Fugl-Meyer Assessment Scaleの 下 肢 項 目（FMA）、Berg Balance 
Scale（BBS）、麻痺側膝関節伸展モーメントを測定し、足関節底屈筋
の 筋 緊 張 は 0 ～ 5 の ス コ ア に 変 換 し たModified Ashworth Scale

（MAS）を評価した。歩行速度0.8 m/sを基準にfast群とslow群に分類
し、統計解析では各変数の 2 群間比較を行い、有意水準は 5 ％未満と
した。

【結果】
fast群（n＝9）は歩行速度1.0±0.2 m/s、FMA 24.1±4.8点、BBS 51.4
±6.1点、膝関節伸展モーメント 0.8±0.2 Nm/kg、MAS 1.4±1.7点、
STS 8.1±4.2%、SWS 12.4±7.7%、CV 2.7±1.6%、PCI 8.2±5.7%、φ
ABS 7.8±5.3°、φCV 3.9±3.0%であった。
slow群（n＝10） は 歩 行 速 度0.6±0.1 m/s、FMA 24.6±4.6点、BBS 
45.2±5.8点、膝関節伸展モーメント 0.5±0.1 Nm/kg、MAS 1.5±0.6点、
STS 12.2±6.7%、SWS 20.1±10.5%、CV 4.3±1.1%、PCI 19.0±
11.7%、φABS 18.5±11.0°、φCV 8.7±6.1%であった。
2 群間比較の結果、BBS、膝関節伸展モーメント、PCI、φCV、CV
において有意差が認められた（p＜0.05）。

【考察】
2 群間の歩行パターンを比較した結果、歩行速度の速い片麻痺者は、
下肢の協調性と変動性が良好であることが示された。一方で対称性に
は有意な差が認められなかった。これは、歩行速度向上には対称性で
はなく、協調性と変動性を重視した歩行戦略が重要である可能性を示
唆している。

【結論】
歩行速度向上を目的としたリハビリにおいては，協調性および変動性
に着目した介入が重要であることが示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は、大阪公立大学大学院リハビリテーション学研究科研究倫理
委員会にて承認を得て実施した（承認番号：2024 ‐ 124）。ヘルシン
キ宣言に基づき、対象者に対して十分な説明を行い、口頭および書面
にて同意を得た。
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P2-13-5 ポスター2-13   脳損傷歩行4
慢性期脳卒中患者の痙縮に対するボツリヌス療法と下
腿三頭筋電気刺激併用により歩容の変化を認めた1症
例
河合　聖太1,2）・安部　千秋3）・又村　貴大4）・髙田　雄一5）

1） 社会医療法人北斗北斗病院リハビリテーション部理学療法科
2） 北海道文教大学大学院リハビリテーション科学研究科
3） 社会医療法人北斗十勝リハビリテーションセンターリハビリテーション
部理学療法科

4） 名寄市立総合病院リハビリテーション科
5） 北海道文教大学医療保健学部リハビリテーション学科理学療法科学専攻

Key words / �歩行対称性，ボツリヌス療法，神経筋電気刺激
　

【はじめに】
脳卒中患者における麻痺側下肢痙縮は歩行時に内反尖足をきたし正常
な足底への荷重を促すことが出来ない．さらには歩行非対称性を惹起
し，歩行速度低下や動的バランス能力低下を招く．痙縮治療としてボ
ツリヌス療法（BTX療法）を行うが，下腿三頭筋の作用が十分では
ない症例に対しては神経筋電気刺激（NMES）を行う．今回，慢性期
脳卒中患者に対しBTX療法とNMES併用による歩容変化を認めたた
め報告する．

【方法】
対象は50歳台男性，今回10回目のBTX療法施行．左麻痺Brunnstrom 
Recovery Stageで上肢，手指下肢ともにⅤ，感覚は表在・深部感覚
ともに重度鈍麻．筋緊張はModified Ashworth Scale（MAS）で足関
節背屈 1 +．歩行時麻痺側立脚終期~前遊脚期が短く，蹴り出しが不
十分であった． BTX療法後， 1 時間の理学療法をNMES併用下にて
実施．足底圧は慣性センサー式ポータブル 3 次元動作解析装置

（Ultium motion，NORAXON社製）を使用し10m歩行テスト（10MWT）
における両下肢の前足部，足趾の最大足底圧を測定．歩行の対称性に
はsymmetry index（SI）を用いた．

【結果】
BTX療法前から 2 週後において，MASは 1 +から 1 に改善．10MWT
は15.8秒，24歩から13.0秒，23歩に短縮，立脚時間は非麻痺側0.94秒
から0.79秒，麻痺側0.74秒から0.65秒に短縮，遊脚時間は非麻痺側0.33
秒から0.39秒に延長，麻痺側0.57秒から0.52秒に短縮，SIは立脚期
-23％から-18％，遊脚期51％から28％に改善した．最大足底圧におい
て，足趾は非麻痺側82.7％から104.6％に増加，麻痺側26.0％から
11.7％に減少した．前足部は非麻痺側41.3％から53.7％に増加，麻痺
側24.3％から28.2％に増加した．

【考察】
BTX療法とNMES併用により筋緊張・歩行対称性の改善，歩行速度
向上し，立脚時間は両側いずれも短縮し，遊脚時間は非麻痺側にて延
長，麻痺側にて短縮した．また，麻痺側，非麻痺側ともに前足部への
荷重量が増加し，麻痺側立脚終期~前遊脚期における蹴り出しと歩行
時の推進力が向上したことにより，SIは改善したと考えられる．

【倫理的配慮】
本報告にあたり個人情報保護と発表について対象者口頭・書面にて説
明し承認を得た。

P2-13-6 ポスター2-13   脳損傷歩行4
Pushingを呈した左片麻痺患者に対して右側に壁があ
る環境での運動により即時的に軽減した一症例

小川　洋介
小金井リハビリテーション病院リハビリテーション科

Key words / �Pushing，視覚的FB，回復期
　

【はじめに】
Pushingのメカニズムの先行研究において、視覚的垂直認知に一方的
な偏倚はなく自己の身体垂直認知にのみ健側へ偏倚が生じていると報
告されている。また、Pushingに対するリハビリテーション（以下リ
ハビリ）は、視覚的フィードバック（以下FB）の重要性が指摘され
ており、視覚的手掛かりを利用した姿勢制御戦略のリハビリが必要で
あると考えられる。今回、右側に壁がある環境でリハビリを実施し、
即時的にPushingが軽減した症例を経験したため報告する。

【方法】
対象は、右被殻出血を呈した70歳代の男性で、発症より22病日目に当
院に入院した症例である。入院時は、Fugel-Myer Assessment（FMA）
の下肢は15/34点、深部感覚は左足趾・足関節重度鈍麻～脱失、
Functional Balance Scale（FBS）が9/56点、Functional Ambulation 
Categories（FAC）が 1 点、Pushingが出現しており座位における閉
眼時のSPV（簡易評価）は 5 °であった。研究デザインはAB型デザイ
ンを用い、A期をベースライン期（11日間）、B期を介入期（11日間）
とした。介入方法は、A期は鏡を利用した通常のPushingに対する理
学療法、B期は右側に壁がある環境での理学療法を実施した。介入効
果は、Pushing評価としてScale for Contraversive Pushing（SCP）、
Burke Latelopulsion Scale（BLS）、歩行評価としてFAC、加えて身
体に対する自己認識の評価を行い、A・B期で比較し検討した。

【経過】
SCPの 点 数 はA期 前 ⇒A期 後 ⇒B期 後 の 順 に3.25⇒ 3 ⇒ 0 、BLSは
6 ⇒ 6 ⇒ 0 、FACは 1 ⇒ 1 ⇒ 3 であった。B期前の時点で、右側に壁
がある状態ではSCPは 0 、BLSは 1 ～ 2 、FACは 1 ～ 2 となった。ま
た、自己認識においても「右側に壁があると歩きやすい」などの自覚
を認めていた。

【考察】
視覚情報の知覚としての情報と運動制御としての情報は、互いに独立
であり、一方が一方の直接的な結果ではない可能性があるとされてい
る。A期において鏡からの二次元の視覚情報では身体を正中に保持す
ることが出来なかったことは知覚処理された可能性があり、B期にお
いて右側に壁があることで両眼視差の手掛かりをもとに三次元である
奥行知覚情報が姿勢を制御するために働き、身体の正中を認識できた
と考えると運動制御として処理された可能性がある。

【結論】
視覚的FBを利用してPushingを軽減させるためには、視覚情報をいか
に運動制御の情報処理経路として捉えられるようにすることが出来る
かが重要であると示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は、当院の倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：
54）。また、ヘルシンキ宣言に基づき対象者には紙面及び口頭にて研
究の目的と趣旨を説明し、書面にて同意を得ている。
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P2-13-7 ポスター2-13   脳損傷歩行4
脳卒中片麻痺に対する長下肢装具歩行の筋活動とコ
ヒーレンス解析

向井　康人1）・川元　芳彦1,2）・吉尾　雅春1）

1） 千里リハビリテーション病院セラピー部
2） 大阪公立大学大学院リハビリテーション学研究科

Key words / �重度運動麻痺，長下肢装具，筋電図コヒーレンス解析
　

【はじめに】
　本研究では、脳卒中後の重度片麻痺に対して長下肢装具歩行中の筋
電図を測定し、コヒーレンス解析を行うことで、筋活動に対する神経
活動の影響を単一症例で検討した。

【方法】
　対象者は右前頭葉皮質下出血により左上下肢運動麻痺を呈した70歳
代女性。脳画像から皮質脊髄路の損傷が推察された。Fugl-meyer 
Assessment下肢運動機能は11点、足関節底屈背屈ともにMMT0、
Berg Brance Scaleは23点であった。発症から 2 ヵ月ほど経過した時
点で測定した。
　対象者には長下肢装具を装着させ、後方から理学療法士が介助して
歩行を行った。長下肢装具の設定は、リングロック膝継手を用いて膝
伸展 0 °固定、足継手は背屈遊動・底屈制動とした。介助方法は、理
学療法士が対象者の体幹を前胸部から手で支え、垂直位に保つように
継続的な補助を行った。立脚相では前型歩行になるように誘導し、遊
脚相では振り出しの補助をした。歩行課題として、11mの直線歩行路
を 2 往復実施した。歩行周期の同定にはInertial Measurement Unit
を用いて初期接地および足尖離地を抽出し、歩行開始時、方向転換時、
終了時のそれぞれ前後 2 歩を除いた20歩分のデータを解析対象とした。
筋活動の計測には表面筋電計を使用し、前脛骨筋（tibialis anterior： 
TA）近位部および遠位部、腓腹筋内側頭（medial gastrocnemius： 
MG）、腓腹筋外側頭（lateral gastrocnemius： LG）の 4 筋を対象と
した。筋活動は立脚期で各筋の平均値を算出した。筋電図コヒーレン
ス解析はTA近位部-TA遠位部、TA近位部-MG、MG-LG間でβ帯域

（15-30Hz）の平均値と最大値を算出した。
【結果または経過】
　筋活動の平均値はTA近位部で0.0055±0.0007mVs、TA遠位部で
0.0059±0.0012mVs、MGで 0.016±0.0035mVs、LGで0.0303±0.005mVs
であった。β帯域の平均値はTA近位部-TA遠位部で0.039±0.026、
TA近位部-LGで0.028±0.013、MG-LGで0.035±0.035であり、最大値
はTA近位部-TA遠位部で0.13、TA近位部-LGで0.05、MG-LGで0.14で
あった。

【考察】
　本症例は脳卒中後に重度の片麻痺を呈し、随意運動の低下を認めた
が、長下肢装具を用いた歩行により下肢の筋活動が認められた。筋活
動が生じた背景として皮質脊髄路の活動が関与している可能性がある。

【結論】
　脳卒中後の重度片麻痺に対して長下肢装具を用いた歩行練習を実施
することは、筋活動を促し、歩行再建の一助となる可能性が示唆され
た。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき、対象者に研究に対する説明を口頭
にて十分に行い、同意を得た。

P2-13-8 ポスター2-13   脳損傷歩行4
Working-Ageにおける脳卒中患者の独歩自立に必要な
因子の検討

森　拓人・福田　真也・松本　猛・篠原　智哉・中島　由美
医療法人社団和風会橋本病院リハビリテーション部

Key words / �労働年齢，脳卒中，独歩
　

【目的】
Working-Ageの脳卒中患者は、T字杖を使用することにネガティブな
意見を有するとの報告があり、理学療法は独歩自立を目指す必要があ
る。今回は当院回復期リハビリテーション病棟（以下、回リハ病棟）
を退院したWorking-Ageの脳卒中患者のデータを後方視的に調査し、
独歩自立に必要な因子を検討した。

【方法】
対象は2010年10月 1 日～2024年 7 月31日の期間に当院回リハ病棟に入
院された脳卒中患者の内、Working-Age （15歳～64歳まで）の初発脳
卒中患者かつ、退院時に独歩もしくはT杖歩行を獲得した患者とした。
情報収集は退院時の評価より、年齢、性別、Stroke subtype、損傷半
球、装具の有無、下肢ブルンストロームステージ（以下、下肢
BRS）、麻痺側片脚立位時間、非麻痺側片脚立位時間、berg balance 
scale（以下 BBS）、timed up & go test（以下 TUG）、10m最大歩行
速度（以下 10MMWS）、 6 分間歩行試験（以下 6MWT）、MMSEを
収集し、独歩群、T字杖歩行群を目的変数とした単変量解析を実施し
た。その後有意差を認めた因子を用いて、決定木分析（分類木）を実
施した。統計解析方法はR ver3.6.3を使用した。

【結果】
対象は 110例（男性 84例、女性 26例、年齢 54.5±8.3歳）で、独歩群 
63例/T字杖歩行群 47例であった。単変量解析の結果、装具の有無（有
/無） ［6/57］/［27/20］、下肢BRS 6［56］/4［45］、麻痺側片脚立位
時間 13.5［2.7540.65］/1.3［0.052.75］、非麻痺側片脚立位時間 45［19.260］
/19［5.331］、BBS 56［5356］/49［44.551］、TUG 8.6［7.110.83］
/16.2［12.1523.54］、10MMWS 1.28±0.42/0.74±0.36、6MWT 410

［306.5463.5］/223［125311.5］に有意差を認めた。また決定木分析の
結果、第 1 層では退院時BBSが選択され、基準値は51.5点で、第 2 層
では装具の有無が選択された。第 3 層ではTUGが選択され、基準値
は11.25秒であった。AUCは 0.86、95%CI （0.79 ‐ 0.93）であった。

【考察】
Working-Ageの脳卒中患者が回リハ病棟退院時点で独歩自立するに
は、バランス能力の高さや裸足での安全な歩行能力の獲得が重要で
あった。在宅復帰した脳卒中患者はBBS52点未満で、転倒する傾向に
あり、TUGの歩行自立判断基準は15.6秒と報告されていることから、
Working-Ageの脳卒中患者が独歩自立する際も、より高いバランス
機能が求められると考える。また下肢装具使用は動作の安定性が高ま
る一方で、随意性の低さや補助具が必要となる症例が多く、独歩自立
には装具の有無も重要である可能性が示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は当院倫理規定に準じて行い、全て匿名化された既存データで
検討を行った（承認番号30）。
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P2-13-9 ポスター2-13   脳損傷歩行4
トレッドミル歩行トレーニングが歩行効率改善に寄与
した症例 ～交換操作型デザインを用いた比較検討～

小林　祐介
篠田総合病院リハビリセンター

Key words / �歩行能力，トレッドミル，alternative treatment 
design

　

【はじめに】
脳卒中治療ガイドライン2021では歩行機能（歩行速度や耐久性）を改
善するために、トレッドミル練習を行うことが、推奨度A エビデン
スレベル高とされ推奨されている。
今回病棟内歩行自立レベルであったが、歩行効率低下や左右非対称性
が残存した症例に対し、トレッドミル歩行トレーニング（以下TWT）
が有効かの比較検討を、交換操作型デザイン（alternative treatment 
design：複数の介入をランダムにかつ急速に繰り返す方法であり、複
数の治療方法の即時効果を比較するのに適している方法）を用いて、
平地歩行練習群とTWT群にて比較検討を実施した結果、有効性が示
されたTWTでの介入を実施したため報告する。

【症例紹介】
30歳代男性。左上下肢の違和感を自覚し急性期病院へ救急搬送となり、
右被殻出血を発症した。 3 病日に構音障害および左片麻痺悪化し、
MRIにて右橋腹側の急性期梗塞を発症した。急性期治療後、28病日に
当院へ転院し32病日回復期リハビリテーション病棟へ入棟となる。介
入前評価は65病日に実施した。Br.stage：下肢Ⅵ、SIAS-m：下肢5-5-
5、 感 覚： 軽 度 鈍 麻、ROM-T： 著 名 な 制 限 な し、Berg Balance 
Scale：56/56、10m歩 行 速 度（ 以 下10MWT）：7.42秒15歩、Timed 
Up and Go Test（ 以 下TUG）：8.06秒、6MD：330m、Functional 
Ambulation Categories（以下FAC）：category4、SymmetryIndex（以
下SI）90.6％。

【経過】
研究デザインはalternative treatment designとし、A：平地歩行練習
群とB：TWT群にて比較検討を行った。A1、B1後にwash-out期間を
2 日設け、B2、A2を実施した。A：平地歩行練習群、B：TWT群と
もに介入前後の10MWTの歩行率の差異を比較した。A：平地歩行群
は0.02m/sであったのに対し、B：TWT群は0.2m/sであり、脳卒中者
の10m歩行試験のMCIDである0.1をB：TWT群が上回ったことから、
通常理学療法に加えTWTを10分間実施する方針とし、TWTの設定は
快適歩行速度に合わせ3.5km/hとした。介入後評価を95病日に実施し、
10MWT：4.94秒11歩、TUG：5.22秒、6MD：480m、FAC：
category5、SI：95.4％に改善した。

【考察】
30日間のTWTでの治療介入により、身体機能面での大きな改善はみ
られなかったものの、歩行スピードや歩行率、左右対称性に改善がみ
られた。TWTは平地歩行練習と比較し接地面が一定速度で動くこと
により、左右対称的でリズミカルな歩行練習を提供する事ができ、効
率的な運動学習が可能となり歩行効率が改善されたと考える。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき、対象者に内容や目的について口頭にて説明
し、書面にて同意を得た。

P2-13-10 ポスター2-13   脳損傷歩行4
軽度脳卒中症例における二重課題干渉の分類と臨床的
特徴 ―運動および認知干渉に基づくクラスター分析―

原田　悠亮1）・酒井　克也2）・石野　晶大3）・荒木　草太4）・
松本　拓巳1）・網本　和5）・池田　由美2）

1） 令和リハビリテーション病院リハビリテーション療法科
2） 東京都立大学健康福祉学部/理学療法学科
3） 国立長寿医療研究センターリハビリテーション科部
4） 東北福祉大学健康科学部/リハビリテーション学科
5） 仙台青葉学院大学リハビリテーション学部
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【はじめに】
　二重課題（DT）歩行では、一方または両方の課題成績が低下する
二重課題干渉（DTI）が生じる。脳卒中症例はDT歩行時に歩行速度
や認知課題成績に干渉が生じやすく、その程度は転倒リスクと関連す
るとされる。DTIは軽度脳卒中症例にも認められ、歩行と認知課題の
同時遂行に困難を示す例も少なくない。しかし、軽度脳卒中症例の
DTIを運動課題（MDTI）および認知課題（CDTI）に細分化し、そ
れぞれの干渉の程度に基づいた分類による臨床的特性の検討はなされ
ていない。
　本研究では、軽度脳卒中症例を対象に、MDTIおよびCDTIに基づ
き干渉の程度からサブグループを分類し、それぞれの臨床的特徴およ
びDTIの分類に影響する因子を明らかにした。

【方法】
　対象は見守り以上での歩行が可能な脳卒中症例60名（平均年齢68.3
歳、発症後日数64日）とした。課題は10m定常歩行（条件1）、シリア
ル減算課題を付加した定常歩行（条件2）、座位でのシリアル減算課題

（条件3）とし、条件 1 と 2 はランダム順で実施した。主要測定項目は
快適歩行速度（CWS）と認知課題正答率（CRR）、副次項目は下肢
FMA、BBS、最大歩行速度、MMSE、TMT（PartA/B）とした。
MDTIは条件 1 を基準に条件 2 のCWSから、CDTIは条件 3 を基準に
条件 2 のCRRから算出した。
　統計解析では、MDTIおよびCDTIの干渉度をZスコアに変換し、ク
ラスター分析を行った。各サブグループの臨床的特性はカイ二乗検定
とMannWhitney U検定で比較した。さらに、分類に影響する要因を
検討するため、各測定項目を独立変数としたロジスティック回帰分析
を実施した。

【結果】
　クラスター分析により、症例はMDTI・CDTIともに低値の群（ク
ラスター 1：n=22）と、MDTI低値・CDTI高値の群（クラスター 2：
n=38）に分類された。臨床評価では、クラスター 2 がクラスター 1
に比べてBBS、TMT Part Bが有意に低値であった。ロジスティック
回 帰 分 析 で は、BBS（OR=1.19, 95% CI： 1.071.34, p=.004）、TMT 
Part B（OR=0.99, 95% CI： 0.980.99, p=.013）が、クラスター分類に
影響する因子として抽出された。

【考察】
　軽度脳卒中症例はCDTIの程度により 2 つのクラスターに分類さ
れ、CDTIの増大にはBBSとTMT Part Bが関連した。すなわち、DT
歩行時の認知負荷への対応力が低下している症例では、バランス能力
や遂行機能の低下が示唆された。

【結論】
　軽度脳卒中症例のDTIはバランスと遂行機能の低下に関連し、DT
歩行改善にはこれらの機能への介入が有効である可能性がある。

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言および「人を対象とする医学系研究に関す
る倫理指針」に準拠して実施した。研究実施にあたっては、対象者に
対して書面により研究内容の説明を行い、自由意思による同意を得た。
なお、本研究は令和リハビリテーション病院の倫理審査委員会の承認
を得た（承認番号：20230532）。
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小脳性運動失調を伴う急性期脳卒中患者に対する体重
免荷トレッドミル歩行練習の有効性の検討：症例報告

團野　祐輔・榎本　卓真
京都第一赤十字病院リハビリテーション科

Key words / �小脳性運動失調，急性期，体重免荷トレッドミル歩行
練習

　

【はじめに】
脳卒中急性期患者に対するリハビリテーションでは,早期の歩行練習
が推奨されている.一方,重度な小脳性運動失調を伴う患者では,歩行練
習に難渋する場合が多い.近年,小脳性運動失調患者に対する体重免荷
トレッドミル歩行練習（Body Weight Support Treadmill Training；
以下,BWSTT）の有効性に関する報告が散見される.しかし,急性期患
者での報告は少ない.今回,小脳性運動失調を伴う急性期脳卒中患者に
対してBWSTTを実施し,その結果について検討した.

【症例報告】
症例は80代女性である.当院へ救急搬送され,小脳梗塞と診断され入院
した.発症 3 日目の評価では,Stroke Impairment Assessment Set（以
下,SIAS）は70点,Scale for the Assessment and Rating of Ataxia（以
下,SARA）は 26.5 点（歩行 8 点,立位 6 点,坐位 2 点,言語障害 4 点, 指
追い試験 1 点,鼻指試験2.5点,手の回内回外運動 2 点, 踵すね試験 1
点）,Berg Balance Scale（以下,BBS）は 0 点, Trunk Control Test（以
下, TCT）は 0 点,Functional Ambulation Category（以下,FAC）は
0 点であった. 

【経過】
発症 2 日目よりベッド上での理学療法,発症 3 日目より車椅子移乗を
開始した.発症10日目の平行棒内歩行練習では, 4動作揃え型歩行であ
り時間を要した.発症11日目から地上歩行練習に加えて, BWSTTを実
施した.1日約20分実施し,歩行速度や時間は自覚的運動強度をもとに設
定した.前方のモニターには矢状面の画像を提示し,自己でも体幹の伸
展を促すように口頭指示を行った.発症36日目の転院時は,SIASは75
点,SARAは11.5点（歩行 6 点,立位 3 点,坐位 0 点,言語障害 1 点,指追い
試験0.5点,鼻指試験0.5点,手の回内回外運動 0 点,踵すね試験0.5点）,BBS
は18点,TCTは87点,FACは 3 点,10m歩行は12.2秒となった.

【考察】
亜急性期や慢性期の小脳性運動失調患者に対するBWSTTは,歩行自立
度を向上させると報告されている.今回,急性期小脳梗塞患者に対して
実施した結果,介入による有害事象等はなく歩行の自立度が向上し
た.特に急性期においては小脳性運動失調による症状が強く歩行練習
に難渋する.BWSTTでは体重免荷量や歩行速度を調整することが可能
なため,急性期においても有効な介入となると考えられる.今回は一症
例での検討であることや急性期であり自然回復の影響も考えられ
る.今後,症例数を含め研究デザインの検討が必要であると考える.

【結論】
小脳性運動失調を伴う脳卒中患者に対するBWSTTは,急性期において
も歩行自立度の向上に有効である可能性がある.

【倫理的配慮】
本報告は対象者に内容を十分説明し,同意を得て実施した．
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懸垂式体重免荷平地歩行練習が軽度脳卒中片麻痺患者
の歩行能力に及ぼす影響：単一事例研究ABAB法

豊島　晶1）・市川　由希穂1,2）・池田　直人3）・瀬崎　唯4）・
森下　勝行1,2）
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2） 城西国際大学大学院健康科学研究科
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【はじめに】
懸垂式体重免荷平地歩行トレーニング（Body Weight-Supported 
Overground Training：BWSOT）は、難易度の調整が可能な反復的
課題指向型トレーニングであり、麻痺側下肢への荷重量を調整しなが
ら、課題特異性の高い歩行練習を実施できる利点が報告されている。
しかしながら、BWSOTの歩行能力に対する効果を支持するエビデン
スは十分に蓄積されておらず、その適応および有効性の検証が求めら
れている。我々はこれまでに、重度脳卒中片麻痺患者に対する
BWSOTの有効性を報告してきた（Toyoshima.2025）。そこで本研究
では、軽度の脳卒中片麻痺患者を対象に、BWSOTが歩行能力に及ぼ
す影響を単一事例研究ABAB法により明らかにすることを目的とした。

【方法】
対象は、出血性動静脈奇形摘出術後の30歳代男性とした。術後15日目
の初期評価は、Brunnstrom Recovery Stage（BRS）上肢Ⅵ、手指Ⅵ、
下肢Ⅳ、Fugl-Meyer Assessment（FMA）下肢24/34点であった。単
一事例研究ABAB法デザインを採用し、各期間を 2 週間とした。A期
は通常の理学療法、B期は通常の理学療法にBWSOTを併用した。評
価はA1期開始前、および各期終了時に実施し、装具は回復過程に応
じて調整した。一次アウトカムは10m歩行（快適歩行速度）、 6 分間
歩行距離、二次アウトカムは各期の総歩行距離、下肢のBRSおよび
FMAとした。

【結果】
歩行速度（m/s）は、KAFOリングロック付きで入院時0.45、A1期0.61、
B1期0.72、ロック解除下でB1期0.51、A2期0.61、AFO歩行でA2期0.44、
B2期0.54、退院時0.70（T字杖）であった。 6 分間歩行距離（m）は、
入院時160、A1期160、B1期255、A2期180、B2期260、退院時350であっ
た。総歩行距離（m）はA1期2035、B1期2710、A2期2250、B2期2880
であった。BRSは下肢のみA1期ⅥからB2期Ⅴ、FMAはA1期24点か
らB2期31点へと改善した。

【考察】
BWSOTは、歩行という課題特異的動作を用いながら、荷重量・補助
具・介助方法などによる難易度調整が可能であり、反復・高強度・高
頻度なトレーニングを実現しやすい。本研究で得られた歩行能力の改
善は、これら複合的要素が相互に作用した効果と考えられる。

【結論】
BWSOTは軽症脳卒中片麻痺患者の歩行再建に有用である可能性が示
唆された。

【倫理的配慮】
対象者・家族へは，本研究の目的と内容について口頭および書面にて
説明を行い，対象者と家族の同意のもと家族の署名をもって研究協力
の同意を得た．なお，当院の倫理審査委員会にて承認を得た（承認番
号：第23-16号）．
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P2-14-3 ポスター2-14   脳損傷歩行5
感覚脱失による歩行困難を呈した脳幹出血患者に対す
る体重免荷式トレッドミル歩行練習の有効性　

中島　大輝・齋藤　三郁・寺田　秀範・松山　太士
社会医療法人財団新和会八千代病院総合リハビリセンター

Key words / �脳幹出血，感覚脱失，BWSTT
　

【はじめに】
脳卒中後の歩行能力は運動麻痺の程度だけでなく深部感覚機能低下に
も規定される。下肢位置覚・運動覚の機能低下は荷重タイミング誤差
を増大させ、ステップ生成・バランス戦略を破綻し、歩行速度や自立
度を低下させる。その中でも、運動機能が保たれているにも関わらず、
深部感覚機能低下により歩行困難に至る症例やその介入方法に関する
報告は乏しい。本症例では、運動麻痺を認めないにも関わらず、感覚
脱失による歩行困難を呈した脳幹出血患者に対し、体重免荷式トレッ
ドミル歩行練習（BWSTT）を用いた理学療法プログラムを実施し、
その有効性が示唆されたため報告する。

【症例報告】
本症例は左脳幹出血後の60歳代男性。右上下肢の表在感覚0/10、位置
覚・運動覚0/5と感覚脱失であり、立位や歩行時に著しい不安定感と
恐怖心を訴えた。 1 本杖と金属支柱付きAFOを用いても歩行距離・
時間は限定的であったため、転棟 4 週目よりBWSTT（体重免荷
20％、速度0.8～1.2㎞/h、 2 人介助）を10日間施行した。介入前後で
Berg Balance Scale（BBS）、10m歩 行 テ ス ト、Timed Up and Go 
Test（TUG）、歩行解析装置（Zebris FDM）を評価した。

【結果】
BBS14点→22点、10m歩行テスト19.2秒/32歩→16.8秒/29歩、TUG28.2
秒→22.3秒と改善。Zebris FDMではステップ長とシングルサポート
ラインが延長し、踵部最高圧力が向上した。介入期間中、感覚機能は
変化しなかった。

【考察】
深部感覚機能低下では、自己身体位置の認識低下や代償的な過緊張が
運動効率を損なうとされる。本症例は、立位や歩行時に著しい不安定
感と恐怖心を訴えていたがBWSTTによる体重の支持量と速度の調整
が可能な安定環境下での反復練習を実施することで効率的な運動パ
ターンの再学習を促したと考えられる。さらに恐怖心の軽減と課題志
向型の運動学習により歩行時の予測性とタイミングの向上につなが
り、歩行能力とバランス能力の改善に寄与したと考える。

【結論】
運動麻痺を認めないにも関わらず、感覚脱失による歩行困難を呈した
脳幹出血患者に対し、BWSTTを用いた理学療法プログラムは安全性
かつ反復性に優れた歩行学習環境を提供することが可能であり、有効
な歩行再建の手段となり得ることが示唆された。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に基づく倫理的原則に配慮し、対象者に研究
の目的、方法を説明し同意を得た。

P2-14-4 ポスター2-14   脳損傷歩行5
脳血管片麻痺患者における歩行時のstiff knee gait 改
善に向けたアプローチと考察

長濵　裕典・安藤　将孝・川井　康平
大分リハビリテーション病院リハビリテーション部

Key words / �stiff knee gait，三次元動作解析，脳卒中
　

【はじめに】
脳血管片麻痺患者の歩行では，遊脚期の膝関節屈曲不足によるStiff 
knee gait（SKG）をしばしば認め，足部クリアランス低下による転
倒や歩行効率の低下を招く．先行研究ではTrailing limb angle （TLA）
の大きさは，遊脚期膝関節屈曲角度と相関があり，足部クリアランス
確保に必要とされている．今回SKGを認めた症例に対し，先行研究を
基にSKGの改善を試みたが改善しなかったため，その要因を考察する．

【対象】
60代男性，アテローム血栓性脳梗塞（右内包後脚~放線冠）．初回評
価（病日53日）は，Brunnstrom Stage（BRS）：左下肢Ⅳ．感覚障害：
なし．MMT（R/L）：股関節屈曲（5/3），膝関節伸展（5/4），足関節
背屈（5/3），底屈（4/2+）．ROM：左足関節背屈 5 °．MAS：左下腿
三頭筋 1 ．膝蓋腱反射：+/++．足クローヌス：-/+． FAC： 2 ．歩
行速度0.52m/s，歩幅0.35m．左立脚後期の左股関節伸展角度の減少（1.5
°），左足関節底屈，左股関節屈曲モーメント（0.88 , 0.34 Nm/kg）の
低下を認めた．また左遊脚期での左膝関節屈曲角度は減少（42.2°）
しSKGを認めた． SKGの要因は，関節モーメントの低下，股関節伸
展角度の減少による推進力の低下から，遊脚振子が再現できなかった
と考えた．

【方法】
麻痺側立脚中期~後期の改善に向け，下肢の筋力トレーニング，TSt
での下腿三頭筋への電気刺激療法，knee brace を用いたMSt~TStの
ステップ練習，杖や独歩での歩行練習を50~100m程度反復して実施．
これらを40~60分，約50日間行い，効果判定には膝関節最大屈曲角度
を用いた．

【結果】
再評価（病日101日）では，左遊脚期での左膝関節屈曲角度は減少（37.3
°）し，SKGは改善しなかった．歩行速度0.54m/s，歩幅0.37m．左股
関節伸展角度（8.8°），左足関節底屈，左股関節屈曲モーメント（1.04, 
0.44 Nm/kg）．BRS：左下肢Ⅴ．MAS：左下腿三頭筋 1 ．膝蓋腱反射：
+/++，足クローヌス：-/+．FAC： 4 ．MMT：股関節屈曲（5/4），
足関節背屈（5/4），底屈（4/3）であった．

【考察】
今回，股関節伸展角度は改善したが，関節モーメント，歩行速度は十
分な改善が得られず，SKGは改善しなかった．先行研究では，中等度
の筋緊張亢進があると遊脚期でのlimb lengthの低下があり，また大
腿直筋の反射亢進と遊脚期膝関節屈曲角度は相関があるとされてい
る．本症例においても中等度の筋緊張と膝蓋腱反射の亢進が持続し，
SKGが遷延した可能性がある．

【倫理的配慮】
対象者にはヘルシンキ宣言に基づき，あらかじめ口頭にて本報告の内
容，個人情報の保護を十分に説明し同意を得た．
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P2-14-5 ポスター2-14   脳損傷歩行5
脳卒中片麻痺者のLate braking force 発生に関連する
運動学的要因の検討

溝口　太仁1）・福元　裕人1）・四柳　翔太1）・西田　麻由加1）・
坂本　恭一1）・松田　文浩2）

1） 富山県リハビリテーション病院・こども支援センター成人療法課
2） 愛知医療学院大学リハビリテーション学部

Key words / �片麻痺，Late braking force，歩行分析
　

【目的】
脳卒中片麻痺者において麻痺側立脚後期に生じる制動力（Late 
braking force：LBF）が歩行速度や遊脚期の膝関節屈曲角度低下と
関連することが報告されているが、LBFの発生機序に関する報告は少
ない。そこでLBFの発生機序を検討するため、本研究はLBFが生じる
脳卒中片麻痺者の運動学的特徴を明らかにすることを目的とした。

【方法】
2019年12月から2024年 3 月までに当院で三次元動作分析を実施した初
発脳卒中患者を対象に観察的横断研究を実施した。適格基準は 5 m以
上歩行可能な者とし、除外基準は整形外科疾患及び神経筋疾患がない
者とした。計測は裸足での快適速度で行い、三次元動作分析装置及び、
床反力計を使用した。床反力は体重で正規化し、麻痺側床反力前後成
分を算出した。床反力前方成分が生じた後につま先離地（Toe-off：
TO）前に床反力後方成分が生じた対象者をLBF群、後方成分が生じ
なかった対象者をNon-LBF群とした。解析項目は麻痺側TO時におけ
る股関節、膝関節及び足関節角度と角速度、麻痺側遊脚期における各
関節の最大角速度とした。各関節の運動タイミングは、TOを基準と
した最大角速度が生じた歩行周期との差分で評価した。統計解析は
Shapiro-Wilk検定で正規性を確認後、Mann-Whitney U検定により群
間比較、多重比較検定により各群内のタイミング差を検討した。有意
水準は 5 %とした。

【結果】
135例が解析対象となり、LBF群60例、Non-LBF群75例であった。
LBF群ではNon-LBF群に比較し、麻痺側TO時の膝関節屈曲角度及び
遊脚期の各関節の最大角速度が有意に小さく、股関節屈曲角速度の最
大値は早期に生じていた。Non-LBF群では足関節、膝関節、股関節
の順に角速度の最大値が生じ、運動タイミングに有意な差を認めた一
方、LBF群では足関節と膝関節の運動タイミングに有意差はなかった。

【考察】
LBF群ではTO時の下肢屈曲角度が小さく、股関節屈曲角速度の最大
値が早期に生じたことから、遊脚に移行する過程での下肢屈曲が不足
し、股関節屈曲を優位に用いて下肢を振り出す患者にLBFが発生する
可能性が示唆された。また、LBF群では足関節及び膝関節角速度が小
さく、足関節と膝関節の運動タイミングに差がなかったことから、
push-offによる下肢屈曲が困難となっている可能性があると推察した。

【結論】
LBFが生じる脳卒中片麻痺者の特徴として、TO時の下肢屈曲角度の
不足や遊脚期の協調的な運動の不全が生じていることが示唆された。

【倫理的配慮】
本研究に関係するすべての研究者はヘルシンキ宣言及び「人を対象と
する生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に従って本研究を実施
している。また、データ収集や公表においては個人情報が特定されな
いように匿名化を行い、当院倫理規定に則り実施している。

P2-14-6 ポスター2-14   脳損傷歩行5
脳卒中片麻痺者の歩行時における杖使用方法と歩容の
関連検証

小桑　隆1,2）・堺　裕太1,2）・石川　順平2）

1） シュポーン株式会社Paracane・Lococane事業部
2） 株式会社Welloopものづくり推進部

Key words / �杖歩行，片麻痺歩行，床反力成分分析
　

【はじめに】
脳卒中片麻痺者は、歩行能力向上目的に杖を使用している。先行報告
では、杖の使用により歩行中の時空間因子の改善や社会参加促進の報
告がある。一方で、歩行中に杖が貢献した役割について詳細な分析は
行われていない。歩行中に杖を前傾して使用する例と後傾して使用す
る例では、杖から受ける力学的恩恵は異なると仮定できる。本報告で
は、脳卒中片麻痺者を対象として、歩行中に杖に加わる床反力 

（Ground Reaction Force： 以下、GRF）成分と歩容の関連について
検証した。

【方法】
　対象は一本杖を使用している生活期脳卒中片麻痺者23名とした。歩
行レベルは、Functional Ambulation Categoriesにて 4 レベル：4 名、
5 レベル：19名である。（右麻痺 8 名、左麻痺15名、16名は短下肢装
具装着）。GRF計測は床反力型 （TFP-404011B：スポーツセンシング
社製）を使用し、解析項目を鉛直 （N/kg）、矢状 （制動-推進：N/
kg）、側方成分 （内側-外側：N/kg）の最大値（Peak）と積分値（Impulse）
とした。歩容の分析は、三次元動作計測システム （VENUS 3D：ノビ
テック社製）を使用し、歩行速度と時間距離因子・重心軌跡の対称性

（Absolute Symmetry Index： ASI）を算出した。測定は、平地快適
歩行の10歩行周期データとし、対象者は歩行中に杖を床反力型上に接
地する条件とした。統計解析はR4.2.2を使用し正規性の確認後に、各
GRF成分と歩行分析結果にてPearson相関係数を算出し、有意水準は
5 %とした。

【結果】
　歩行速度、ステップ長・立脚期の側方重心移動量のASIと各GRF成
分の間に有意な相関関係はみられなかった。有意な相関関係（p<0.05）
がみられたのは、単脚支持期のASIと制動成分Peak、Impulse（r=-0.48, 
-0.49）、推進成分Impulse（r=0.49）、立脚期の鉛直重心移動距離の
ASIと推進成分Impulse（r=0.47）であった。

【考察】
歩行速度と杖の使用方法に関係性がみえなかったことから、杖に求め
る機能は速度に依存しない可能性が考えられた。杖は主に立脚期の代
償目的に使用されるが、単脚支持期が不安定（ASI高値）な例は、杖
による制動成分が小さく、推進成分が大きい傾向にあったことから、
杖によって麻痺側下肢の推進力低下を補助している可能性が考えられ
た。一方で、単脚支持期の対称性が高い（ASI低値）症例においては、
杖による制動力が対称性向上に影響した可能性がある。

【結論】
脳卒中片麻痺者の杖歩行において、杖の使用方法と歩行パターンには
関連性がある。

【倫理的配慮】
参加者には書面を用いた説明を行い、同意を得た。研究実施にあたり、
株式会社Welloop研究倫理審査委員会の承認を得た。（承認番号：R03-
001）
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P2-14-7 ポスター2-14   脳損傷歩行5
軽度脳卒中症例における歩行中の下肢同時収縮に影響
する因子の検討

松本　拓巳1）・安本　光輝1）・原田　悠亮1）・網本　和2）

1） 令和リハビリテーション病院リハビリテーション療法科
2） 仙台青葉学院大学リハビリテーション学部

Key words / �脳卒中，同時収縮，注意機能
　

【はじめに】
脳卒中症例は軽度の運動麻痺であっても歩行能力の低下を認め、その
一因として、歩行中の麻痺側下肢における筋の同時収縮（co-
contraction）の増大が報告されている。これは、運動麻痺の程度と
実際の歩行時の筋活動が必ずしも一致しないことを示唆している。一
方で、軽度脳卒中症例における歩行中の同時収縮に影響を与える要因
については、これまで十分に検討されていない。そこで本研究では、
軽度脳卒中症例を対象に、歩行中の同時収縮に関連する要因を明らか
にすることを目的とした。

【方法】
対象は独歩可能な軽度脳卒中症例42名（右片麻痺22例、左片麻痺20例、
平均年齢73.5歳、発症後64.9日）とした。課題として10mの快適歩行
を実施し、筋電計を用いて前脛骨筋および腓腹筋内側頭の筋活動を計
測し、同時収縮指数（Co-contraction Index：CI）を算出した【CI=（2
×min（拮抗筋と主動作筋の積分値）/（主動作筋の積分値+拮抗筋の
積分値）×100】
。評価項目は、Fugl-Meyer Assessmentの下肢運動（FMA-m）・感
覚項目（FMA-s）、Berg Balance Scale（BBS）、快適歩行速度（CWS）、
Stride Time Variability（STV）、Mini Mental State Examination

（MMSE）、Trail Making Test（TMT-A、TMT-B）とした。CIの中
央値を基準にCIが低い群を低値群、高い方を高値群と分類した。群
間比較にはMannWhitney U検定、CIとの関連性はSpearmanの順位
相関係数を用いて検討した。さらに、CIに影響する因子を特定する
ため、関連項目を独立変数とした重回帰分析を実施した。有意水準は
5 ％とした。

【結果】
CI高値群は低値群に比べ、FMA-s、BBS、STV、MMSE、TMT-A、
TMT-Bにおいて有意に低下または悪化が認められた（p<0.05）。CIは
FMA-s（r=-0.531）、BBS（r=-0.461）、STV（r=0.338）、MMSE（r=-0.308）、
TMT-A（r=0.332）、TMT-B（r=0.475）と有意な相関を示した。重
回帰分析の結果、CIに対してTMT-Bのみが有意な影響を及ぼす要因
として抽出された。

【考察】
軽度脳卒中症例における歩行中のCIには注意機能が影響していた。
これは、注意機能の低下により歩行中の認知的リソースが不足し、動
的バランスの維持を補うために筋の同時収縮が代償的に高まる可能性
を示唆している。

【結論】
軽度脳卒中症例の歩行に対する評価および介入において、感覚やバラ
ンス機能に加えて注意機能の側面を考慮することの重要性を示唆する
ものである。

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言に準じ、所属施設の倫理委員会にて採択を
受け、事前に対象者に研究の目的と方法を十分に説明し、書面にて同
意を得たうえで行った。

P2-14-8 ポスター2-14   脳損傷歩行5
心原性脳梗塞後、早期長下肢装具離脱が歩行能力向上
に寄与した一例

齊藤　和真
新久喜総合病院リハビリテーション科

Key words / �早期装具離脱，協調運動低下，歩行能力向上
　

【はじめに】
星野や山本らは、心原性脳梗塞はアテローム血栓性脳梗塞やラクナ梗
塞と比較し大血管閉塞により広範な梗塞を生じ、重症化しやすいと報
告している。長澤は心原性脳梗塞では移動機能が予後不良となりやす
いと述べている。今回、左心原性脳梗塞により、重度右片麻痺を呈し
た症例を担当した。回復期入棟時は両側長下肢装具（以下KAFO）を
使用し全介助歩行であったが、早期に装具を離脱したことにより退院
時にはフリーハンド監視となったため報告する。

【症例報告】
本症例は、発症30日後に急性期病棟から当院回復期病棟へ転棟した70
代男性。回復期入棟時Brunnstrome stage（以下 Brs）上肢Ⅱ手指II
下肢Ⅲ、失語により精査困難も重度感覚低下を疑った。Gross Muscle 
Test（以下 GMT）2 非麻痺側Manual Muscle Test（以下 MMT）4 、
10m 歩行・Time Up Go Test（以下TUG） Functional Balance Scale（以
下FBS） 6 分 間 歩 行 試 験 は 実 施 困 難。Stroke Impairment 
Assessment Set（ 以 下SIAS）19点、Functional Ambulation 
Categories （FAC） 0 、Functional Independence Measure（ 以 下
FIM）運動項目14点、認知項目 5 点の総計19点であった。

【経過】
歩行分析で、KAFO使用に伴う協調運動低下・代償動作・感覚フィー
ドバック変調による非効率性が示唆された。入棟15日目でKAFOを離
脱し、臥位～立位で感覚入力と身体図式再形成を行なった。介入では
運動イメージ付与を、非麻痺側から運動を行い麻痺側へ展開、単関節
運動から多関節運動へ移行した。座位で胸胸椎・骨盤のモビリティを
促し、抗重力伸展活動を賦活した。腹直筋・腹斜筋・広背筋の伸長性
を引き出しながら介入を行い、立位ではoverhead reachにより抗重力
伸展活動を促通。歩行器、フリーハンド歩行時にIC～TSt で不安定
性残存を認めた為、段差を用いて大殿筋遠心性収縮を促通した。退院
時Brs.上肢Ⅳ手指Ⅳ下肢Ⅴ、感覚低下は変動なし。麻痺側GMT4非麻
痺MMT4、10m歩行8.12秒で1.2m/s、TUG7.22秒、FBS51点、 6 分間
歩行試験322m、SIAS61点、FAC3点、FIM運動項目54点認知項目 7
点総計61点となり、発症191日目に施設退院。

【考察】
高木や高尾らによるとKAFOは立位や歩行を補助するものとして重
要である一方、装具による協調運動低下・感覚フィードバック変調が
考えられると述べている。早期のKAFO離脱により協調運動や感覚
フィードバックの改善がみられ歩行形態向上に繋がった。

【倫理的配慮】
発表は当院の倫理指針に従い、個人情報保護に配慮して実施した。
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P2-15-1 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
フレイルを呈したパーキンソン病一症例でみた身体機
能と行動変容に対する中強度負荷ペダリング運動の効
果
阿比留　はるか1）・川満　謙太1）・松本　弥一郎2）

1） 飯塚病院リハビリテーション部
2） 飯塚病院リハビリテーション科

Key words / �パーキンソン病，運動強度，行動変容
　

【はじめに】
健常者と比較してパーキンソン病（PD）患者の脳由来神経栄養因子
濃度（BDNF）が有意に低下しており、運動で上昇すること、特に有
酸素運動で増加すること、刺激筋肉量に依存することが報告されてい
る。PD患者の身体機能改善に対する、複合的な運動療法やトレッド
ミル歩行の有効性が認められているが、安全かつ持続的に中強度の運
動負荷を確保できる介入方法については、報告が限られている。今回、
中強度負荷ペダリング運動により、身体機能と活動量の改善、行動変
容を認めたため報告する。

【症例報告】
50代女性。 5 年前にPD発症し他院で内科的治療開始した。症状が進
行し高周波凝固術により症状改善がみられたが再燃した。外来リハビ
リを希望し当院受診、主訴は左上下肢の疼痛であり、PDに対するレ
ボドパ製剤に加え、鎮痛目的でミロガバリンベシル酸塩とデュロキセ
チン塩酸塩を処方されていた。開始時、Hoehn&YahrⅠ°、UPDRS 
PartⅡ12/52点、PartⅢ21/56点、左上下肢に振戦と感覚障害、疼痛の
訴え、体幹・足部に関節可動域制限、平衡機能低下がみられた。10m
歩行は最大速度10.08秒、連続歩行可能距離は50m程度。ADLは自立
していたが活動意欲は低く、フレイル基準の 3 項目に該当した。

【経過】
疼痛緩和と姿勢改善を目的にリハビリを開始した。開始 1 ヵ月後の中
強度身体活動（MVPA）は週20.5分、MVPA比率は週0.27％であり、
疼痛緩和と姿勢改善が得られたため、 2 カ月後からは、就労継続・自
己管理の定着・疾病の進行予防を目的に、WHOが提唱する中強度の
有酸素性身体活動150分以上を目標にリカンベントエルゴメーターで
のペダリング運動を導入。負荷量は段階的に漸増し、 2 ヵ月後より
METs3、Borg14～15、HR120～130、30～40W、20分で週 2 回、 2 ヵ
月間実施。身体活動量は 3 軸加速度計（ActiGraphwGT3X-BT/A.M.I
社）にて計測した。結果、MVPAは週230分、MVPA比率は週5.2 %
と増加し、UPDRSはPartⅢ13/56点、10m歩行は7.16秒に改善した。他、
握力、膝伸展筋力、骨格筋量に改善がみられ、フレイル基準に該当し
なかった。本人は自主運動の継続に加え、週 2 回のヨガ教室に通い始
めた。

【考察】
ペダリング運動は転倒のリスクが低く、自己にて継続しやすい運動で
ある。介入 2 か月間の薬剤変更はなく、本介入がPD患者に対する運
動療法として有効である可能性が示唆されるとともに、身体活動量の
増加、行動変容へも寄与しており、PD進行予防にもつながる可能性
がある。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき、対象者に本発表の旨を説明し口頭同意を得
た。

P2-15-2 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
体重免荷トレッドミル歩行練習によりバランス及び歩
行能力の改善を認めた脊髄小脳変性症の一症例

多田　俊輔・千徳　風真・堀　弘明・由利　真
北海道大学病院リハビリテーション部

Key words / �脊髄小脳変性症，免荷トレッドミル歩行練習，重心動
揺

　

【はじめに】
運動失調患者の歩行改善を目的として四肢体幹への重錘装着が理学療
法で広く用いられているが、その有効性については十分なコンセンサ
スが得られていない。近年では小脳性運動失調患者に対する体重を部
分免荷した歩行練習がバランスや歩行能力の改善につながるとの報告
が散見される。今回脊髄小脳変性症（以下SCD）患者に対し体重免荷
トレッドミル歩行練習（以下BWSTT）を実施し、バランス及び歩行
能力の改善を認めたので報告する。

【症例報告】
対象はSCDと診断され 1 か月が経過した70代女性。症状精査及びリハ
ビリテーション目的に当院入院となった。入院時点のScale for the 
Assessment and Rating of Ataxia（以下SARA）は10.5/40点で四肢
及び体幹に運動失調を認めた。重心動揺計測（開眼・閉脚・計測時間
30秒 ） で は 総 軌 跡 長208.6cm、 前 後 軌 跡 長131.2cm、 左 右 軌 跡 長
136.5cm。10MWTは至適速度3.48km/h 21歩、最大速度3.72km/h 20歩。
TUGは12.03秒であった。

【経過】
通常の理学療法に加えBWSTTをOliveiraらの方法を参考に実施。体
重の30％免荷、1.6km/hで開始し 5 分間で最大速度まで増加させ、10
分間の歩行後 5 分間かけて初期速度まで減速する構成で、 1 回20分間
の歩行練習を週 5 回、 2 週間実施した。最大速度は介入期間で段階的
に増加させた。退院時のSARAは9.5/40点。重心動揺計測では総軌跡
長168.8cm、前後軌跡長116.9cm、左右軌跡長100.9cmと改善を認めた。
10MWTは至適速度3.75km/h 19歩、最大速度4.63km/h 17歩。TUGは
9.23秒と歩行能力も向上した。

【考察】
SCDでは視覚、前庭感覚、固有感覚の統合が不十分となり適切な姿勢
制御が困難となる。感覚統合は可塑的で反復練習は神経回路の再構築
を促進するとされる。先行研究では、BWSTTは転倒リスクの低い環
境で歩行を反復でき、部分免荷によって歩行速度の段階的向上が可能
となる。さらに速度向上が歩行中に加わる前庭感覚、固有感覚などの
感覚刺激を強調し、感覚入力の再構築と統合中枢の活性化を促す。こ
れらの変化は感覚入力に対する適切な筋出力を促し、重心動揺制御改
善と歩行の安定性向上につながると報告されている。本症例において
もBWSTTによる歩行反復と歩行速度の段階的向上が影響し、感覚統
合の改善を介して、バランス及び歩行能力の改善を認めたと考えられ
る。また先行研究では、BWSTTを412週実施した報告があるが、本
症例では 2 週の介入にて改善が認められ、短期的な効果が示唆された。

【倫理的配慮】
本症例はヘルシンキ宣言に基づき発表の趣旨を十分に説明し同意を得
た。
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P2-15-3 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
特発性正常圧水頭症患者における髄液シャント術前後
のバランス機能の変化と特徴 ～Mini-BESTestを用い
て～
渡辺　裕太1）・坂本　和則1,2）・小林　正芳2）・奈良　猛1）・
樋口　佳則2）・村田　淳1）

1） 千葉大学医学部附属病院リハビリテーション部
2） 千葉大学大学院医学研究院脳神経外科

Key words / �特発性正常圧水頭症，バランス評価，Mini-BESTest
　

【はじめに】
特発性正常圧水頭症（Idiopathic Normal Pressure Hydrocephalus：
iNPH）患者のバランス評価は，Functional Gait AssessmentやBerg 
Balance Scaleなどが有用とされているが，バランス機能の構成要素
の 評 価 は 十 分 で は な い．Mini-Balance Evaluation Systems Test

（Mini-BESTest）は，予測的姿勢制御，反応的姿勢制御，感覚機能，
動的歩行の構成要素を評価でき，実臨床で簡便に導入しやすいとされ
ている．本研究の目的は，iNPH患者における髄液シャント術後のバ
ランス機能の変化と特徴をMini-BESTestを用いて調査することであ
る．

【方法】
本研究は後方視的観察研究である．対象は2020年 3 月から2025年 1 月
までに当院で髄液シャント術を施行し，症状改善が得られた13例（平
均77.0±5.6歳，男性 8 例）とした．症状改善は，診療ガイドラインに
準じて，術後にiNPH Grading Scaleで 1 段階以上改善，Timed Up 
and Go test 10%以上の速度改善，Mini Mental State Examination 3
点以上改善のいずれかを認めたものとした．バランス機能評価は，術
前及び術後 7 日目にMini-BESTestを実施した．統計解析は術前後の
Mini-BESTestの合計点及び各構成要素の合計点をWilcoxonの符号付
順位検定で比較し，有意水準は 5 %とした．

【結果】
術前評価の中央値［25%75%四分位点］は，合計点13.0 点［7.016.5］，
構成要素では予測的姿勢制御2.0 点［2.04.0］，反応的姿勢制御1.0 点

［02.5］，感覚機能4.0 点［2.05.0］，動的歩行4.0 点［2.07.0］だった．術
後評価は，合計点18.0 点［12.020.0］，予期的姿勢制御4.0 点［3.04.5］，
反応的姿勢制御2.0 点［1.04.5］，感覚機能4.0 点［3.05.0］，動的歩行7.0 
点［4.58.0］だった．合計点および構成要素の予測的・反応的姿勢制御，
動的歩行に有意な改善を認めた（p＜0.05）．

【考察】
本研究の結果，既報告と同様，Mini-BESTestを用いて術後のバラン
ス機能や動的歩行能力の改善が確認できた．さらに，術後に予測的・
反応的姿勢制御の改善が確認されたことは新たな知見である．
Akiguchiらは，髄液シャント術後に起立動作や外乱に対する反応性
応答の改善を報告しており，本研究結果はこれを反映した可能性があ
る．今後はこの知見を踏まえた理学療法の検討が望ましいと考える．

【結論】
iNPH患者の髄液シャント術後のバランス機能の変化はMini-BESTest
を用いて評価可能であり，その特徴は予測的・反応的姿勢制御，動的
歩行の改善が示唆された．

【倫理的配慮】
本研究は，ヘルシンキ宣言に則り，当該施設の観察研究倫理審査委員
会で承認を得て実施された（承認番号：HK202504-01）．本研究は後
方視研究の性質のため，オプトアウトにて対応している．

P2-15-4 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
転倒恐怖感のある脊髄小脳変性症に対する体性感覚に
着目した姿勢戦略が著効した一例

稲垣　里奈1）・川村　愛実2,3）・浅井　勇人1）・佐橋　健斗1）・
清水　陽子1）・堀場　充哉1,3,4）

1） 名古屋市立大学病院リハビリテーション技術科
2） 名古屋市立大学医学部附属みらい光生病院リハビリテーション技術科
3） 名古屋市立大学大学院医学研究科リハビリテーション医学分野
4） 名古屋市立大学医学部保健医療学科

Key words / �脊髄小脳変性症，姿勢制御，歩行
　

【はじめに】
遺伝性脊髄小脳変性症（以下、SCA）は、失調症状・歩行能力低下
など多彩な症状を呈し、緩徐進行性の過程で転倒恐怖感を抱きやすい。
一般的にSCAのバランス練習は有効だが、具体的な介入方法には一
定の見解がない。今回、視覚代償に依存した姿勢制御を呈し、転倒恐
怖感のあるSCA患者に対し体性感覚入力に着目した介入が有効で
あったため報告する。

【症例報告】
70歳代女性。X年Y月に歩行困難感を自覚し当院紹介受診、SCAと診
断。X年Y＋ 5 月にチアミン塩化物塩酸塩の負荷試験目的で入院し、
同 日 理 学 療 法 開 始。 計 4 日 介 入 し、 介 入 前 後 でScale for the 
assessment and rating of ataxia（以下、SARA）、重心動揺計で開・
閉眼条件での重心動揺検査、クロステスト、加速度計で歩行を評価し
た。初回のSARAスコアは 9 点で両上下肢に失調あり。歩行時は足部
を注視し、歩行開始時の下肢の振り出し困難感と転倒恐怖感を認めた。
重心動揺検査は開眼立位で軽度動揺、閉眼立位は保持困難であり、ク
ロステストは重心の軌跡を確認することで最大重心移動距離が増大し
たことから、視覚代償に依存した姿勢制御を呈していた。

【方法】
前方が壁の環境下で体性感覚入力中心に段階的介入（アビリティマッ
ト上で静止立位、足関節底背屈、足踏み）を、恐怖感に対してポジティ
ブフィードバックを併用し行った。

【結果】
介入後、SARAスコアは4.5点、特にタンデム歩行が改善した。重心
動揺検査は、閉眼立位保持可能となった。クロステストでの最大重心
移動距離は右3.67㎝から6.27㎝、左2.08㎝から4.29㎝、前1.02㎝から4.31
㎝と増大した。歩行開始から 3 mまでの歩行速度は0.38m/秒から
0.61m/秒、ストライド長は0.34mから0.48mと改善した。

【考察】
本症例は転倒恐怖感から視覚代償が増強し、歩行能力低下に繋がって
いた。体性感覚入力に着目した介入により不安軽減と感覚統合の適正
化が行われた。結果、最大重心移動距離の増大と歩行開始時のスムー
ズさが改善し、歩行時の恐怖感も軽減した。Gusiらは、高齢者のバラ
ンス練習が転倒恐怖感軽減に有効と報告しているが、本症例において
も類似した結果が得られたと考える。

【結論】
SCAに対し、感覚統合の適正化が歩行と転倒恐怖感に有効であるこ
とが示唆された。

【倫理的配慮】
個人情報の保護について口頭にて説明を行い、書面にて同意を得た。
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P2-15-5 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
上肢型筋萎縮性側索硬化症に対する残存機能に応じた
機器活用によって意思伝達手段を維持できた1例

阿部　貴文1）・大口　陽子1）・桑原　貴之1）・関　悟1）・
渡辺　慶大1）・寺島　健史2）

1） 魚沼基幹病院リハビリテーション技術科
2） 魚沼基幹病院脳神経内科

Key words / �筋萎縮性側索硬化症，コミュニケーション支援，神経
難病

　

【はじめに】
筋萎縮性側索硬化症（ALS）は進行性の神経変性疾患であり、四肢や
呼吸筋の麻痺により、身体だけでなく意思伝達にも制限を及ぼす。視
線入力装置は有効な支援手段だが、導入には一定の重症度や準備期間
が必要であり、対応が遅れることがある。本報告では、上肢型ALS患
者に対し、上肢操作を前提としたトラックボール型マウスを下肢で代
用し、あわせてスマートスピーカーを活用する事で、意思伝達手段を
維持できた一例を紹介する。

【症例報告】
60代男性。X年より上肢の脱力感を自覚し、X+ 2 年に上肢型ALSと
診断。診断時ALS重症度分類 2 、ALSFRS-Rは33/48点。スプリング
バランサーを使用し、パソコンの操作や読書など日常生活動作が可能
であった。X+ 6 年、ALS重症度分類 3 、ALSFRS-R25点まで低下し、
上肢筋力もMMT1レベルとなり機器操作が困難となり、「生きる希望
がない」等悲観的な発言が増加した。患者HOPEは「YouTubeや新
聞を見たい」「連絡手段がほしい」であった。

【経過】
下肢機能はMMT2-3レベルで保持されていたため、本来上肢による操
作を想定した機器であるトラックボール型マウスを足で操作し、パソ
コンやスマートフォンの使用を継続。臥位や座位姿勢に応じて、マウ
スの設置角度やポジショニングを調整することで、安定した入力が可
能となった。また、音声機能を活かしスマートスピーカーによる電話
や家電操作も導入した。当初は悲観的な発言が目立ったが、進行に応
じた機器活用により、本人より「試してよかった」「生活の幅が広がっ
た」等の前向きな発言が増加した。X+ 9 年には嚥下や音声・下肢機
能も低下し、呼吸器導入とともに視線入力装置を導入した。

【考察】
本症例では、上肢機能が著明に低下した一方で、下肢機能や音声機能
が保持されていたため、安価で導入が容易なトラックボール型マウス
やスマートスピーカーを活用した。特に、足によるマウス操作という
工夫や、音声操作による家電制御は、患者の希望に即した実用的な支
援となった。視線入力を用いた支援の報告は多いが、本症例のような
機器を活用した事例は少なく、今後は即応性の高い機器の活用に関す
る知見の蓄積が期待される。

【結論】
本症例は、上肢型ALS患者に対して、トラックボール型マウスやス
マートスピーカーなどの安価で即応性のある機器を導入し、意思伝達
手段を維持した一例である。これらの機器は、今後のALS支援におけ
る選択肢の一つとなり得る。

【倫理的配慮】
本症例の発表にあたっては、患者ご本人・家族より書面と口頭にて同
意を得ており、個人が特定されないように十分に配慮した。

P2-15-6 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
パーキンソン病患者に対するLSVT BIG®は日常生活
動作の主観的困難感に変化をもたらすか

村上　美咲・吉村　恵三・森田　昌嗣・衛藤　文門
公立学校共済組合九州中央病院医療技術部リハビリテーション科

Key words / �パーキンソン病，日常生活動作，主観的評価
　

【目的】
近年、パーキンソン病（以下PD）患者に対するLSVT BIGの効果と
して運動機能や日常生活動作の改善が報告されている。しかしながら、
これらは客観的評価に基づく結果であり患者の主観的困難感との関連
は明らかではない。本研究はLSVT BIG実施前後にPD患者の日常生
活動作で困難を感じている動作（機能的課題）に対する主観的困難感
に変化が得られたか、また、客観的評価と主観的評価に関連性がある
か検証する事を目的とする。

【方法】
対象は2020年11月から2024年11月までに当院でLSVT BIGを実施した
PD患者とした。介入前後の客観的評価としてUPDRS partⅡ、partⅢ、
歩行速度、TUG、FIM、主観的評価として機能的課題に対する主観
的困難感を診療録より調査した。主観的困難感はLSVT BIGの機能的
課題記録用紙を用い、患者本人がプログラム開始前と終了日に採点し
た。採点は「 1 ：困難でない」から「 7 ：非常に困難である」の 7 段
階で行った。機能的課題は患者自身が挙げた課題の中から起居動作、
歩行動作、日常生活動作（ADL）、手段的日常生活動作（IADL）に
分類した。統計解析は介入前後の各評価にWilcoxonの符号順位検定
を用い、有意水準は 5 ％とした。

【結果】
対象者は11名であった。介入前後のUPDRS partⅡ、partⅢ、歩行速度、
TUGで有意な改善を認めた（P＜0.05）。FIMは有意差はなかった。主
観的困難感は起居動作（開始前中央値3.5±1.4点、終了時3.0±1.2点）、
歩行動作（開始前5.0±1.4点、終了時3.0±1.3点）、ADL（開始前4.0±1.1
点、終了時3.0±1.2点）で有意な改善を認めた（P＜0.05）。IADL（開
始前4.0±0.4点、終了時3.0±0.6点）は有意差はなかった。介入前後の
客観的評価と主観的困難感については、双方が改善している者が多数
を占めるが客観的評価の改善に比し主観的困難感に変化がない者が存
在した。

【考察】
LSVT BIGの治療特性として動作の大きさに焦点を当て自己受容性の
感覚処理を改善させる事から、運動機能の改善により起居動作、歩行
動作、ADLの主観的困難感も改善したと考える。客観的評価と主観
的困難感の関連については一部乖離がみられ、自身を過小評価する者
と機能低下を過大評価している者が混在している事が要因と思われ
た。非運動症状や認知機能が影響している可能性があり、今後の調査
課題とする。

【結論】
LSVT BIGの実施前後でADLの主観的困難感は改善した。客観的評価
だけでなく主観的評価も併せて用いる必要がある事が示唆された。

【倫理的配慮】
調査に当たり、調査対象者のプライバシー保護に配慮し、本人および
家族から口頭にて同意を得た。
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P2-15-7 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
自己スティグマを抱えるパーキンソン病患者に対する
外来理学療法の有用性：QOL向上に至った一症例

吉田　衣里・藤井　慎太郎・甲斐　太陽・生野　公貴
西大和リハビリテーション病院リハビリテーション部

Key words / �パーキンソン病，QOL，外来リハビリ
　

【はじめに】
パーキンソン病（PD）は身体機能の低下に加え、心理・社会的要因
によるQOL低下を伴う進行性疾患である。特にスティグマは、運動
症状への介入のみでは改善が困難とされ、患者の心理的背景や病気に
対する考え方の変換が重要とされており、身体機能に加え生活背景や
心理的側面を考慮した介入が求められる。今回、PD患者を対象とし
た集団・個別併用の外来理学療法により、スティグマの改善を認めた
症例を報告する。

【症例報告】
症例は発症後 8 年の60代女性で、Hoehn & Yahr分類は 2 、MDS-
Unified Parkinson’s Disease Rating Scale（MDS-UPDRS）part3は16
点、ADLは全自立であった。運動施設の利用や友人との外食など外
出機会は多いが、「運動すると動きにくくなる」との訴えがあり活動
量は低下していた。The Parkinson’s Disease Questionnaire（PDQ-39）
は18点、なかでもスティグマ（恥辱）の得点率は38％と高く、周囲に
病気を隠す様子がみられ、社会的孤立が懸念された。外来理学療法は
週 1 回、30分の集団療法（4名）と60分の個別療法を 3 ヶ月間実施した。
集団療法ではストレッチや筋力増強運動に加え、患者間の対話を促進
しスティグマ軽減を促す場を設けた。個別療法では、バランス練習、
持久力トレーニング、自主トレーニング指導、患者教育を行った。患
者は「同じ病気の方と交流がしたい」と希望していた。

【経過】
集団療法中には他患者と情報共有や疾患知識を深める様子がみられ、
患者会への参加など社会参加の拡大を認めた。外来終了時のMDS-
UPDRS Part3は 9 点、PDQ-39は11点に改善し、スティグマの得点率
は13％に低下した。また、個別療法では運動に対する誤った認識が修
正され、適切な運動負荷が提供できた結果、患者からは「体を動かす
のが楽しくなった」「一人で悩むより同病の方と話せて安心した」「一
人で運動するより楽しかった」との感想が得られた。

【考察】
本症例は元来より社交的な性格であり、同病の方との集団療法を通じ
て患者会への参加といった社会的交流の拡大につながり、スティグマ
の改善に寄与したと考えられる。また個別療法において運動への認識
の変化により、活動に対する心理的変化が促されたと考える。

【結論】
PD患者における集団・個別理学療法の併用は、身体機能の改善のみ
ならず、社会交流の拡大を介したスティグマ軽減およびQOL改善に
有効である可能性が示唆された。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言および厚生労働省の人を対象とする医学系研
究に関する倫理指針および臨床研究に関する倫理指針を遵守し、対象
者の保護に十分留意した。対象者には本研究の目的及び収集される資
料の使用意図、同意の撤回の自由について口頭及び書面で説明し、本
人の同意を得た。

P2-15-8 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
慢性炎症性脱髄性多発神経炎患者に対する高頻度反復
性経頭蓋磁気刺激療法と上肢運動療法の併用効果

織田　ゆずみ1）・川口　俊太朗1）・藤田　萌1）・山本　隆充2）

1） 苑田会ニューロリハビリテーション病院リハビリテーション科
2） 苑田会ニューロリハビリテーション病院ニューロモデュレーションセン
ター

Key words / �慢性炎症性脱髄性多発神経炎，高頻度反復性経頭蓋磁
気刺激療法，末梢神経疾患

　

【はじめに】
慢性炎症性脱髄性多発神経炎（CIDP）は、四肢の筋力低下等をきた
す末梢神経疾患であり、易疲労性や活動誘発性脱力が生じるとされて
いる。その為リハビリテーションでは疲労を避け過用に注意する必要
があるが、確立された介入方法に関する一定の見解は得られていない。
反復性経頭蓋磁気刺激（rTMS）は、大脳皮質の刺激部位に可塑的変
化が生じ神経活動を興奮させる作用がある。近年、rTMSは脳血管疾
患といった中枢神経疾患や、ギランバレー症候群等の末梢神経疾患の
運動麻痺に対する有用性が報告されているが、CIDP患者の運動機能
を対象とした報告は限られている。本研究では、CIDP患者に対し
rTMSと運動療法を併用することで、神経活動の賦活により効率的な
上肢機能の改善が得られる可能性があると考えた。

【症例紹介・方法】
対象は18年前CIDPと診断された80歳代男性。CIDPの症状は四肢遠位
の感覚異常・筋力低下による左肩関節屈曲・外転動作が困難となり、
ADLも両上肢共に屈曲困難なため床頭台の物が取れないと訴えが
あった。研究デザインはAB法を用い各期 2 週間とした。A期は左上
肢機能練習を実施し、B期はrTMS後にA期同様の内容を行った。
rTMSの設定は、右側一次運動野上肢領域に対し45％強度で10Hz、10
秒on15秒off×10trainの1000発/日とした（週 6 日）。評価は主項目と
して肩関節屈曲・外転筋力と自動可動域を 2 日毎に行った。副次項目
は簡易上肢機能検査（STEF）、肩関節疾患治療成績判定基準（JOA 
Score）、両側短母指外転筋の運動誘発電位（MEP）頂点間振幅、
mRSをA期・B期開始時と終了時に実施した。統計学的分析は、肩関
節屈曲・外転の筋力と可動域に視覚分析法のVAIORを使用した。

【結果】
評価結果をA期開始時/B期開始時/終了時と表記する。肩関節屈曲筋
力（kgf）（4.6/8.15/12.05）、外転（4.6/5.3/8.05）、肩関節屈曲角度（°）

（0/0/25）、 外 転（0/0/20）、 とB期 で 改 善 を 認 め た。STEF（ 点 ）
（58/58/62）、JOA Score（点）（8.5/8.5/9）、MEP頂点間振幅（μV）
（212.5/240/314）、mRS（点）（3/3/2）はB期で向上を認めた。
【考察】
結果よりB期で筋力・可動域に改善を認めたことから、rTMSを用い
た介入の有効性が示唆された。rTMSは神経活動を高め、MEP振幅を
増大させ運動機能を改善することが報告されている。また、MEP頂
点間振幅もB期で向上を認めたことから、rTMSが神経活動を高め運
動機能を改善させたことが考えられる。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき対象に研究の趣旨を十分に説明し書面にて同
意を得た。
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P2-15-9 ポスター2-15   神経筋疾患の個別的介入
軸索型ギラン・バレー症候群の長期経過を追った一
例　 ―複合筋活動電位の振幅と予後予測の関連―

小林　誠
東京逓信病院リハビリテーション科

Key words / �軸索型ギラン・バレー症候群，複合筋活動電位の振幅，
予後予測

　

【はじめに】
　軸索型ギラン・バレー症候群（GBS）は、複合筋活動電位（CMAP）
の振幅が低下するとされ、振幅は筋力と相関し、麻痺の強度も振幅の
低下率と密接な関連を示すことが知られている。このCMAP振幅が
予後予測に有用となる可能性があるため報告する。

【症例報告】
　50代男性。既往歴は脂質異常症、高尿酸血症、胃食道逆流症。喫煙
歴は 1 日約30本を30年程度、飲酒は機会飲酒のみであった。
　X年Y月Z日に生ものを摂取してから腹痛と下痢、手足にしびれが
現れ、Z＋11日に自立歩行、上肢挙上が困難となり当院受診、即日入
院（1病日）となった。入院後に全身の筋力・呼吸機能低下が進行し、
集中治療室にて人工呼吸器管理となった。GBS disability score（FG）
は 5 、 7 病日のmodified Erasmus GBS outcome score は11/12点で
あった。

【経過】
　 3 病日の徒手筋力検査（MMT）は上・下肢、体幹 0 ～ 1 、CMAP
振幅は脛骨神経で著明な低下を認めた。四肢麻痺を呈し、FG5であっ
た。35病日に人工呼吸器管理のまま一般病棟へ転棟し、MMTは上・
下肢、体幹 1 ～ 2 まで改善を認めたが、CMAP振幅は尺骨・脛骨神
経で導出なしであった。139病日のCMAP振幅は僅かに改善を認めた
が、MMTは改善を認めなかった。141病日にFG4で回復期病院へ転院
した。304病日の検査入院時のMMTは上・下肢、体幹 2 ～ 4 まで改
善を認めFG3、577病日の検査入院時のMMTは上・下肢、体幹 3 ～ 4 、
FG1まで改善を認めた。しかし、577病日経過してもCMAP振幅は著
明に低下した状態であった。また、日常生活に支障はないものの、尺
骨・脛骨神経支配領域に後遺症が残存した。

【考察】
　CMAP振幅は予後予測に有用となる報告は存在するが、近年では
独立した因子として検討に含まれないことが多い。本症例はCMAP
振幅の著明な低下を示した神経支配筋群に後遺症が残存し、577病日
もCMAP振幅の改善を認めなかった。GBSは末梢の筋力低下を主とす
る疾患であるため、末梢神経の状態を反映するCMAP振幅を把握す
ることは、軸索型GBSのリハビリテーション治療おける予後予測にお
いて重要と考える。

【結論】
　CMAP振幅を把握することは、軸索型GBSの予後予測に有用である
可能性が示唆された。

【倫理的配慮】
第23回日本神経理学療法学会学術大会において、症例報告させて頂く
ことにご協力を得るため、患者様本人に書面および口頭で説明を十分
に行い、同意書に署名を得た。
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協賛ご芳名

■共催セミナー
株式会社INOMER
株式会社運動と医学の出版社
オージー技研株式会社
シュポーン株式会社
帝人株式会社
ハプキタス株式会社・千の栞
フィンガルリンク株式会社
フランスベッド株式会社
北陸大学健康未来社会実装センター
株式会社メジカルビュー社
株式会社LIFESCAPES
株式会社リハス

■企業展示
AssistMotion株式会社
イーストメディック株式会社
伊藤超短波株式会社
株式会社INOMER
インターリハ株式会社
株式会社インボディ・ジャパン
株式会社ATR-Promotions
オージー技研株式会社
オットーボック・ジャパン株式会社
株式会社ガリバー
キッセイコムテック株式会社
株式会社クレアクト
酒井医療株式会社
ゼロシーセブン株式会社
太平洋工業株式会社
タック株式会社
株式会社テック技販
DUPLODEC株式会社
国立大学法人電気通信大学
東海光学株式会社
トヨタ自動車株式会社
トランクソリューション株式会社
パシフィックサプライ株式会社
パナソニック株式会社
ハプキタス株式会社・千の栞
フィンガルリンク株式会社
株式会社フォーアシスト
フランスベッド株式会社
株式会社HELTEC
株式会社LIFESCAPES
株式会社レクア
株式会社早稲田エルダリーヘルス事業団

■広告
アルケア株式会社
株式会社医学書院
イーストメディック株式会社
インターリハ株式会社
株式会社協同医書出版社
冨木医療器株式会社
株式会社　中山書店
兵庫医科大学大学院
一般社団法人ファミリハクリエーション
フィンガルリンク株式会社
ミナト医科学株式会社
株式会社メジカルビュー社
株式会社羊土社

■寄付
株式会社済世館
株式会社リハスポットわかくさ
株式会社リハぷらす

■Tシャツ寄贈
イーストメディック株式会社
インターリハ株式会社
　

（敬称略/五十音順/2025年 9 月 9 日現在）
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イーストメディック株式会社
〒920-0062     石川県金沢市割出町702番2

TEL: 076-239-4761  FAX: 076-239-1771   URL: http://www.east-medic.jp

*附属のソフトウェアは、脳波やイベントを様々なフォーマット
（EDF+16 bit, BDF+ 24 bit, GDF 32 bit）で収録が可能です。
また、ストリームLSL（Lab Streaming Layer）でオンライン転送
が可能です。

*データの解析には別途解析用ソフトウェアが必要になります。

2ch携帯型誘発筋電計

Neuro-MEP-micro
【認証番号:229ADBZX00012Z00 】

末梢神経から大脳誘発電位まで幅広い誘発検査が可能

・ 操作ボタン付き超小型ポータブルEMG用アンプ
・ 高品質の収録：サンプリングレート最大 100KHz   24Bit
・ USBでPCと接続するだけで使用可能（USB経由で電源供給）
・ 末梢神経の測定や筋電図、大脳誘発電位の測定が可能

・ ABRや事象関連電位の検査が可能*option

測測定定パパララメメーータタ
NCS/SEP/REP-TEST/Fwave/Hwave/MUP/MUNIX/CMAPSCAN など
*option  ABR/VEMP/VEP/P300/CNV/MMN

ABR波形

F波波形

3ch携帯型誘発筋電計

Litebox
（左記特徴に加えて）

・ 電気刺激Monopolar/Bipolar変更可
・ 0.35μV rms の低ノイズ

5ch携帯型誘発筋電計

Skybox
（左記特徴に加えて）

・ 2chの電気刺激
・ EP収録モジュールを含むセット

4～16ch誘発筋電計

Neuro-MEP
・ 用途に応じて4∼16chのアンプ数、1∼2chの
電気刺激ユニット数のカスタマイズが可能

・ 電気刺激波形の様々なカスタマイズが可能

（Monopolar / Bipolar / Meander / Tone burst）
・ 最大2chの電気刺激が可能
・ ABRや事象関連電位の検査が可能 *option

デジタル多用途DCアンプ

Neuro-DCamp【基礎医学研究用機器】

脳波、筋電図、心電図、眼球運動、胃電図、誘発電位等の
信号計測を目的とする低ノイズDCデジタル生体信号増幅器

・ chごとのフィルター設定により複数のパラメータの同時計測可能
・ デジタルイベント入力8bit、TTLイベント入力1ch  (24ch はTTL1chのみ)
・ 外部アナログ信号4ch (52ch, 36ch のみ)
・ EEGダイナミックレンジ±400mV
・ USBでPCと接続（電源はUSBから供給）
・ MATLABやOpenViBE等での解析・処理により、BMI/BCI研究開発
での利用に適用可能

測測定定パパララメメーータタ
EEG / EMG / ECG / EOG / EGG / GSR / RESP / Pulse など

【【ラライインンナナッッププ】】

EMG収録例

脳波電極キャップ使用例

Neuro-DCamp52 (52ch)
Neuro-DCamp36 (36ch)
Neuro-DCamp24 (24ch)
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⼟⽇の開講

オンライン

併⽤授業

柔軟な

指導計画

兵庫医科⼤学⼤学院

リハビリテーション科学研究科

リ

ハ

ビ

リ

テ

ー

シ

ョ

ン

の

未

来

を

切

り

開

く

EMPOWER THE PEOPLE ⼼に響く医を、私たちがいるかぎり

2025年度より

博⼠後期課程が始動

リハビリテーシ,ン科学研究科は、リハビリテーシ,

ン領域における最新の知⾒や技術を取り⼊れた医療が

提供できる⾼度専⾨職者の養成並びに、様々なデータ

解析からエビデンスを創出して新し�医療を提案でき

る研究者・教育者を育成することを⽬指して��す。

本研究科は、仕事と学びの両⽴を⽀える柔軟な学修環

境を提供して��す。

[所在地] 〒650-8530 兵庫県神⼾市中央区港島1丁⽬3番地6（神⼾キャンパス）

[メール] daigakuin@ml.hyo-med.ac.jp

[公式サイト] https://www.hyo-med.ac.jp/faculty/graduate/science-medical/

次
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の
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成

「働きながら学ぶ」を��ート

※⼀部の選択科⽬は対⾯で開講されます。

※






